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令和４年度 当初予算説明附属資料
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01　款　議　会　費
01　項　議　会　費 議会事務局

01　目　議　会　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

69,346 69,297 49 0 0 0 69,346

○

○

報酬（議員10名） 28,068 千円
給料（職員2名） 7,093 千円
議員期末手当 9,403 千円
議員共済年金負担金 8,501 千円
旅費（行政調査及び研修等） 3,354 千円

・議員 2,996 千円
・職員 358 千円

議長交際費 150 千円
需用費 1,060 千円

・議会だより印刷代（4回発行） 800 千円
・図書及び追録代等 260 千円

役務費 1,014 千円
・電話及び郵券料 24 千円
・タブレット会議システムクラウド利用料 990 千円

委託料 3,556 千円
・議事録作成委託料 2,915 千円
・議場放送システム保守委託料 641 千円

使用料及び賃借料（行政調査バス借上料等） 150 千円
負担金補助及び交付金 1,419 千円

・鳥取県町村議会議長会負担金 730 千円
・西部町村議会議長会負担金 389 千円
・各種会合負担金 30 千円
・行政調査及び研修会参加負担金 270 千円

令和４年度一般会計当初予算説明資料

財　　　源　　　内　　　訳
比　　較事　業　名 本年度 前年度

1195
議会活動

事業説明
・日南町議会基本条例の理念に基づき、議会の活性化を図る。
・議会活動について説明責任を果たし、町民の多様な意見を集約して町政に反映させるため
に、積極的に議会報告会及び意見交換会を行う。
・行政調査を実施し、町政の諸問題の解決策及び議会のあり方等の調査研究を行う。
また、全議員が研修を受講し、能力及び資質の向上に努める。
・議会だより、ケーブルテレビ、ホームページ及びユーチューブで、本会議及び各委員会等の
情報公開を積極的に行い、開かれた議会を目指す。
・会議の効率化及び情報収集の手段として、タブレットを活用する。

主な執行経費

－1－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費
06　項　監査委員費 議会事務局

01　目　監査委員費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,162 1,153 9 0 0 0 1,162

○

○
報酬（委員2名） 918 千円

・識見監査委員 612 千円
・議選監査委員 306 千円

旅費（研修） 158 千円
需用費（監査関係図書代） 20 千円
負担金補助及び交付金 66 千円

・鳥取県町村監査委員協議会負担金 60 千円
・町村監査委員全国研修会負担金 6 千円

02　款　総　務　費

01　項　総務管理費　 出 納 室

04　目　会計管理費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

公金の適正な出納、管理を行うとともに、安全かつ有利な保管、運用に努める。

出納に係る事務の効率化を図り、一層の経費削減に努める。

○ 執行経費

需用費 事務用品、封筒印刷代 478 千円

役務費 2,162 千円

郵券料 60,000 円

92,400 円

204,380 円

691,500 円

528,000 円

189,420 円

396,000 円

○ 財源 諸収入（生命保険等団体取扱手数料） 26 千円

0 26 2,614
1269
会計管理事務

2,640 3,158 △ 518 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

出納に係る手数料（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ基本手数料等）

支払事務に係る手数料（振込、組戻し、両替、残高証明）

収納取扱手数料（窓口、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰド、ｺﾝﾋﾞﾆ･ｽﾏﾎｱﾌﾟﾘ）

コンビニ・スマホアプリ収納代行手数料（月額基本料）

口座振替手数料（合銀、鳥銀、JA）

公共料金明細事前通知ｻｰﾋﾞｽ運用経費

 税金、料金（水道・下水道料金を除く）、奨学金返還金の区分毎に　10,000円/月

比　　較

事業説明

財　　　源　　　内　　　訳

1196
監査委員会運営事務

事　業　名 本年度

・監査基準、実施要領に基づき監査計画を作成し、例月出納検査、定期監査、決算審査等を
行う。
・研修会に参加し、監査に関する知見を高める。
・事務事業の執行が、予算及び法令に基づいて適正に行われているか留意の上監査を実施し、
行政に対する住民の信頼を高める。

執行経費

前年度

－2－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総　務　費   

01　項　総務管理費　 出 納 室

05　目　財産管理費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

基金利子を適正に管理・運用し、積立等を行う。

○ 執行経費

　　　　 積立金 5,377 千円

財政調整基金利子 2,525 千円

減債基金利子 904 千円

1,921 千円

27 千円

繰出金 452 千円

土地開発基金利子 452 千円

○ 財源 財産収入（基金利子収入） 5,829 千円

12　款　公　債　費

01　項　公　債　費 出 納 室

02　目　利　子　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

資金不足が生じた場合は借入を行い、適切な資金運用に努める。

○ 執行経費

償還金利子及び割引料 一時借入金利子 100 千円

0 0 100
1401
資金運用利子償還事務

100 100 0 0

0 5,829 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1008
基金管理事務

5,829 3,619 2,210 0

公共施設等建設基金利子

わかもの定住促進基金利子

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

　パートタイム会計年度任用職員報酬　7名分 12,440 千円

　特別職給 2名分 17,520 千円

　職員給与 17名分 57,155 千円

　フルタイム会計年度任用職員給与　　5名分 12,320 千円

　職員手当、共済費 78,484 千円

　報償費 24,750 千円

24,550 千円

200 千円

　旅費、費用弁償 　特別職、管理職、一般職員研修、会計年度任用職員等 4,299 千円

　町長交際費 1,500 千円

　需用費 505 千円

　役務費 16,701 千円

電話料、郵券料等 4,253 千円

ふるさと納税システム利用料・収納代行手数料 12,358 千円

職場体験実施費用 90 千円

　委託料 8,139 千円

公平委員会事務委託料 13 千円

軽作業委託料 1,832 千円

600 千円

庁舎宿直業務委託料（3名分） 5,694 千円

　使用料及び賃借料 5,877 千円

その他使用料 100 千円

コピー機使用料他 4,500 千円

就業管理システムリース料 1,277 千円

　ふるさと納税寄附お礼品（送料含む）

　職場研修講師謝金

ファイリングシステム維持管理業務委託料（研修・巡回指導）

400 245 299,794

　 効率的な行財政運営のため、経費や人件費の適正化に努める。併せて、自治研修や中央
研修に職員を派遣するとともに、内部研修の充実を図ることにより職員の資質の向上を目指
す。また、文書管理システムを徹底するため、外部講師による研修・指導を実施する。
　障がいのある方への軽作業委託を継続して実施する。
　ふるさと納税の更なる拡大を目指し、町内特産品のPR及び財源の確保を目指す。
　（本年度目標額80,000千円）
　LED防犯灯設置に係る助成制度により地域防犯の向上を図る。

1001
一般管理事務

300,459 265,061 35,398 20

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料
　備品購入費 100 千円

　負担金補助及び交付金 60,669 千円

町村職員採用試験費用負担金 30 千円

職員研修負担金 1,100 千円

一般研修負担金 525 千円

西部町村会負担金 1,709 千円

県町村会負担金 156 千円

その他負担金 682 千円

LED防犯灯設置補助 500 千円

退職手当組合負担金 55,967 千円

○ 財　　　源

　県補助金（ＬＥＤ防犯灯促進） 20 千円

　過疎債ソフト（LED防犯灯設置補助） 400 千円

　諸収入（雇用保険料納付金等） 245 千円

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報償費 職員の健康づくり研修（3研修 各2回転） 300 千円

管理職向けマネジメント研修（2時間 2回転） 74 千円

一般職員向けハラスメント研修（2時間 5回転） 184 千円

需用費 薬品代（置き薬）等 35 千円

役務費 定期健康診断　　　　　　 110人 835 千円

ストレスチェック 180人 231 千円

委託料 職員キャリア支援業務委託料 1,520 千円

備品購入費 書籍他 20 千円

負担金補助 人間ドック負担金　　　　　 80人 1,040 千円

及び交付金 特定健康診査等実施負担金等 155人 93 千円

共済スポーツ大会参加負担金 4 千円

0 0 4,336

　 職員の心身の健康管理のため、衛生委員会が中心となって身体面は定期健康診断及び
人間ドックを実施し、職員の健康状態の把握と健康管理への意識向上を図る。また、精神面
は産業カウンセラーによる悩み、キャリアアップへの相談体制づくり及び全職員にストレス
チェックを実施し、メンタルヘルス対策への意識向上を図る。加えて今年度も職員の健康増
進プログラムを継続実施し健康増進を図る。働きやすい職場環境づくりのための研修・相談
の機会を提供する。

1002
職員健康福利厚生事業

4,336 3,759 577 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

02 目　　文書広報費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 1,017 千円

新聞2紙（山陰中央・日本海） 67 千円

官庁速報　他 450 千円

トナー等消耗品 400 千円

文書管理消耗品 100 千円

役務費 1,794 千円

通信運搬費 町例規システム及び機器等使用料 1,584 千円

コンシェルジュデスク使用料 210 千円

委託料 地方公務員の定年の段階的引き上げに伴う例規整備支援業務 704 千円

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

03 目　　財政管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

 　効率的かつ安定した財政管理を行うため、書籍等により研鑽を積み資質向上に努める。

○ 執行経費

　 需用費　（書籍購入費等：交付税制度解説、地方債手引、地方財務など） 65 千円

0 0 65
1006
財政管理事務

65 71 △ 6 0

0 0 3,515

　公文書の適正な管理及び保管を促し、業務の効率化を図る。
　加除式図書の電子化（コンシェルジュデスク）により業務効率化に努める。
　保存箱等文書管理物品の再生利用を行い、経費削減に努める。
　町例規システムの適正な管理と運営を行い、条例等の効率的な法制管理を行う。
　公務員の定年の段階的引き上げに対応するため、例規整備に関する業務を委託する。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1004
文書管理事務

3,515 2,950 565 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

05　目　 財産管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　行政財産（まなび宿等）及び普通財産等の適正な維持管理に努める。

　老朽化、未使用となった町有財産の処分や解体を必要に応じて行う。

　遊休町有地及び不用物品等の整理・売却を引き続き推進する。

　公会計制度にかかる財務書類等の作成支援及びシステムの保守等を行う。
　公共施設等の適切なマネジメント支援及びシステム保守を行う。

○ 執行経費

報酬 報酬 （町有地管理用報酬） 108 千円

報償費 56 千円

需用費 需用費 （町有財産管理用消耗品） 552 千円

光熱水費等 （まなび宿ほか） 4,949 千円

修繕料 （町有財産（施設設備備品等）修繕） 5,600 千円

役務費 役務費 （浄化槽管理料、嘱託登記費用ほか） 1,506 千円

保険料 （建物共済　まなび宿ほか） 1,812 千円

委託料 委託料 （地方公会計制度財務支援委託） 1,958 千円

（総合管理計画マネジメント支援） 692 千円

管理委託料 （浄化槽･消防設備点検委託料等） 1,520 千円

使用料及び賃借料 土地賃借料 828 千円

○ 財　　　源

施設貸付収入 2,719 千円

施設管理経費等受入金ほか 146 千円

0 2,865 16,716

報償費 （まなび宿等町有財産の地元管理に対するお礼）

1007
町有財産整備管理事務

19,581 26,067 △ 6,486 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　 総　務　費

01　項　 総務管理費 総　務　課

05　目　 財産管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

　職員給与 4,546 千円

　職員手当、共済費 3,703 千円

　消耗品 368 千円

　光熱水費 　 　 7,856 千円

　燃料費 　 　 5,852 千円

　建物設備小修繕料（排水ポンプ更新、受水槽修繕他） 2,409 千円

　役務費 40 千円

　保険料 1,266 千円

　施設管理委託料 5,046 千円

　使用料及び賃借料 59 千円

　備品購入費 145 千円

○ 財　　　源

　使用料 庁舎使用料 180 千円

　諸収入 駐車場利用協力金 600 千円

02  款     総　務　費

01  項    総務管理費 総　務　課

06  目    車輌管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明 公用車の適正な維持、管理に努める。

○ 執行経費

報酬 バス運転手（会計年度任用職員：パートタイム）報酬 800 千円

需用費 消耗品 （オイル・タイヤ・バッテリーなど） 600 千円

燃料費 （公用車23台分） 2,600 千円

修繕料 （車検・12ヶ月点検・修理代） 1,800 千円

役務費 車検印紙代・代行料他 480 千円

保険料 （自賠責保険料・損害共済保険料） 975 千円

使用料及び賃借料 貸切バス使用料 300 千円

備品購入費 公用車 1台（ミニバンハイブリッド） 3,688 千円

公課費 車検重量税 256 千円

0 0 11,499
1010
庁用自動車管理事務

11,499 10,076 1,423 0

0 780 30,510

 環境に配慮するとともに、効率的で適正な庁舎管理､維持に努める｡
 老朽化等による建物、設備の修繕を実施し、施設の延命化を図る。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1009
庁舎管理事務

31,290 211,818 △ 180,528 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

－8－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

01 項　　総務管理費 総　務　課

10 目　　諸　　　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　　

　○執行経費

報償費 交通安全指導員報酬 1,370 千円

需用費 交通安全指導員の制服等 20 千円

役務費 交通安全指導員保険料 28 千円

黒坂地区安全運転管理者協議会負担金 41 千円

交通安全協会日野川地区協会 130 千円

安全運転管理者法定講習会 14 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　　○執行経費

役務費　募集案内送付郵券料 8 千円

委託料　町報等掲載料等 12 千円

　　○財　　源

国庫支出金　　　自衛官募集事務委託金 20 千円

0 0 0

国の委託事務として、広報紙や懸垂幕等で自衛官募集の啓発を行う。
町内の自衛官募集相談員及び自衛隊米子地域事務所と共同で自衛官募集相談会を開催す
る。

1025
自衛官募集事務

20 20 0 20

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 0 1,603

　 交通事故のない安全で快適な生活環境の確立を基本理念とし、町民１人ひとりが思いやりと譲り合いの
心を持ち、正しい交通マナーの実践により交通事故の抑制を図ると共に、飲酒運転の根絶に取り組む。

負担金補助
及び交付金

1023
交通安全対策事業

1,603 1,688 △ 85 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－9－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

01 目　　選挙管理委員会費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○ 執行経費

報酬 159 千円

82 千円

77 千円
負担金補助及び交付金 3 千円

3 千円

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

05 目　町長選挙費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 主な執行経費

報酬 選挙管理委員会、投開票管理者、立会人報酬 850 千円

職員手当等 時間外手当、特殊勤務手当 3,350 千円

報償費 街頭啓発、不在者投票立会、掲示場設置場所報償 117 千円

需用費 ポスター掲示板、候補者表示物等 1,295 千円

入場券他印刷費、燃料費 524 千円

食糧費（投票管理者、立会人、事務従事者夕食代） 114 千円

役務費 投票用紙計数機等点検料等 360 千円

選挙ポスター掲示場設置・管理・撤去作業 317 千円

入場券等郵送代、電話料 430 千円

委託料 事務手数料 86 千円

使用料及び賃借料等 投票所借上料・スロープ・手すり借上料 96 千円
負担金補助及び交付金 選挙運動用郵送はがき負担金 473 千円

任期満了に伴い選挙の執行が予定されている町長選挙の事務を公正かつ適正に行う。
投票、開票に際し新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を適正に行う。
期日前・不在者投票期間　4日
投票所12か所　　期日前投票所1か所

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1347
町長選挙執行事務

8,012 0 8,012 0 0 0 8,012

　　明るい選挙推進協議会委員報酬

　　明るい選挙推進協議会連合会負担金

事　　業　　名 本年度 前年度

0 0 162

　 選挙管理委員会を開催し、年4回の選挙人名簿定時登録を適正に行い、選挙人の管理に努める。
 　ちゃんねる日南、町報等により選挙啓発を行い、政治参加への意欲及び投票率の向上に努める。
 　県が開催する研修会への参加を促し、委員の意識向上を図る。

　　選挙管理委員報酬

1032
選挙管理委員会一般事務

162 162 0 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

06 目　　町議会議員選挙費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 選挙管理委員会報酬 21 千円

需用費 ポスター掲示板、掲示板設置資材 675 千円

入場券他印刷費 500 千円

役務費 電話料 30 千円

委託料 事務手数料 15 千円

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

10 目　　県知事及び県議会議員選挙費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 選挙管理委員会、期日前投開票管理者、期日前立会人等報酬 500 千円

職員手当等 時間外手当、特殊勤務手当 900 千円

報償費 街頭啓発 35 千円

需用費 ポスター掲示板、感染症対策用品等 1,175 千円

入場券他印刷費 500 千円

備品等修繕料 100 千円

食糧費（投票管理者、立会人、事務従事者夕食代） 32 千円

役務費 ポスター掲示板設置管理料等 366 千円

入場券等郵送代、電話料 430 千円

委託料 事務手数料 10 千円

使用料及び賃借料等 コピー機使用料等 85 千円

○ 財源

県支出金（委託金） 4,132 千円

0 0 1

令和5年4月の任期満了に伴い選挙の執行が予定されている県知事・県議選挙について、公正かつ適正
に事務を行う。
投票、開票に際し新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を適正に行う。
期日前・不在者投票期間　8日（令和４年度に8日、令和5年度に8日の予定）
期日前投票所1か所

1503
県知事及び県議会議員選挙
費

4,133 0 4,133 4,132

0 0 1,241

令和5年4月の任期満了に伴い選挙の執行が予定されている町議会議員選挙について、公正かつ適正に
事務を行う。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1515
町議会議員選挙執行事務

1,241 0 1,241 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02 款　　総　務　費

04 項　　選　挙　費 総　務　課

13 目　　参議院議員選挙費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 選挙管理委員会、投開票管理者、立会人報酬 1,696 千円

職員手当等 時間外手当、特殊勤務手当 4,000 千円

報償費 街頭啓発、不在者投票立会、掲示場設置場所報償 81 千円

旅費 事務従事者及び説明会等旅費 27 千円

需用費 ポスター掲示板、感染症対策用品等 1,100 千円

入場券他印刷費、燃料費 424 千円

備品修繕料 154 千円

食糧費（投票管理者、立会人、事務従事者夕食代） 172 千円

役務費 ポスター掲示板設置管理撤去料、投票用紙計数機等点検料等 1,094 千円

入場券等郵送代、電話料 480 千円

委託料 事務手数料 91 千円

使用料及び賃借料等 投票所借上料・スロープ・手すり借上料 156 千円

備品購入費 計数機2台、分類機増設ユニット1台 2,650 千円

○ 財源

県支出金（委託金） 12,125 千円

0 0 0

参議院議員通常選挙の事務を公正かつ適正に行う。
投票、開票に際し新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を適正に行う。
期日前・不在者投票期間　16日
投票所12か所　　期日前投票所1か所

1354
参議院議員選挙執行事務

12,125 0 12,125 12,125

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費 総　務　課

01 目　　社会福祉総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○事業説明

　 法務大臣から委嘱を受けた人権擁護委員や保護司の活動支援を行う。

○執行経費

需用費 「人権の花運動」のための花苗、培養土、プランターほか 100 千円

委託料 保護司会年間委託料 40 千円

各種相談事業委託料（社会福祉協議会） 30 千円

負担金補助 日野郡保護司会負担金 74 千円

及び交付金 米子人権擁護委員協議会負担金 41 千円

○財源

人権啓発活動地方委託金 56 千円

0 0 229

国委託による人権啓発事業「人権の花運動」を日南小学校で実施する。（当番年）

1038
人権擁護事業

285 185 100 56

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

－13－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費 総　務　課

01 目　　社会福祉総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

・幅広い分野の人権課題を取り上げ、視野を広げていただく。そこから同和問題への理解の深まりを目指す。

　○執行経費

報酬 男女共同参画推進委員報酬 112 千円

人権教育ｻﾎﾟｰﾀｰ（会計年度任用職員：ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ）報酬 416 千円

給料 一般職給料（1名分） 4,701 千円

職員手当等 2,547 千円

共済費 一般職（共済費等）、人権教育サポーター（労災保険料） 1,572 千円

報償費 町研究集会講師謝金等 459 千円

旅費 人権・同和関係全国集会、大会派遣旅費等 1,135 千円

需用費 284 千円

役務費 地区集会所火災保険料、郵券料等 154 千円

委託料 神福上集会所管理委託等 260 千円

使用料及び賃借料 ふれあい文化祭音響機器使用料 60 千円

負担金補助 《諸会費》 県人権教育推進協議会負担金等 49 千円

及び交付金 西部地区同和対策協議会負担金 21 千円

県部落解放・人権政策確立要求実行委員会等 92 千円

《負担金》 更生保護施設改築助成負担金 421 千円

《補助金》 各地域同推協補助金 ・均等割 46 千円

・実績分 128 千円

単位組織活動費補助金 500 千円

地区運営費（2地区） 21 千円

日野郡男女共同参画連絡会 30 千円

日南町男女共同参画推進委員会 100 千円

・人権小地域懇談会を全自治会で実施し、地区同和教育推進協議会の運営に対して補助を行い事業支援する。

・住民及び事業所職員の人権学習機会の拡充と内容の充実を図るため、人権教育サポーターを配置する。

・センター職員、人権教育サポーターの啓発技術を充実させ、小地域懇談会等で、住民の人権意識向上を支援する。

・町内事業所に対して、人権に配慮した働きやすい職場づくりの推進を行う。

人権・同和関係全国集会、大会資料代、地区集会所光熱水費等

0 0 13,108

・人権の正しい認識と理解を深め、差別解消に努めるため、各種研修会へ職員等を派遣する。

・広く住民に人権学習の機会をとらえて啓発活動を行うと共に、学習・交流の場として集会所管理を行う。

1521
人権施策推進事業

13,108 12,467 641 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

03 款　　民　生　費

01 項　　社会福祉費 総　務　課
02 目　　同和対策費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

報酬 960 千円

給料 1,991 千円

職員手当等 会計年度任用職員期末手当 424 千円

共済費 523 千円

報償費 人権講座及び教養講座講師謝金 305 千円

旅費 職員活動旅費、人権講座県外研修旅費 268 千円

需用費 ｾﾝﾀｰ管理消耗品、光熱水費、印刷製本費 969 千円

役務費 郵券、電話、建物災害保険料 230 千円

委託料 消防用施設点検委託料 46 千円

使用料及び賃借料 420 千円
負担金補助及び交付金 鳥取県隣保館連絡協議会ほか負担金 74 千円

　○財　　　源

5,203 千円

指導員（会計年度任用職員：ﾌﾙﾀｲﾑ）給料

指導員（会計年度任用職員：ﾌﾙﾀｲﾑ）共済費

NHK受信料、コピー機器使用料等、人権講座県外研修高速道料金

（県）隣保館運営費補助金（3/4）

0 0 1,007

　 あらゆる差別と人権問題の解決のため、専任の職員（相談員・指導員）を配置して適正な管理運営
を行う。また、地区住民はもとより町民全般に広く施設を利用してもらい、人権講座、文化活動等を通
して交流の機会を増やし、地区内だけでなく町全体のコミﾕニティセンターとして位置づけられることを
目指す。

生活相談員（会計年度任用職員：ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ）報酬

1040
人権センター管理運営事業

6,210 6,790 △ 580 5,203

事　　業　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課
01 目　  非常備消防費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　　○執行経費

報酬 消防団員年間報酬　103名分　4,541千円 9,393 千円

消防団員出動報酬（火災、風水害、訓練、防火啓発等）　4,852千円

需用費 消防車両維持費、資機材費、団員被服費、光熱費等 2,206 千円

負担金補助 消防団員福祉共済掛金、消防学校入校経費負担金等 405 千円

及び交付金 県消防協会負担金、西部消防協会負担金 133 千円

公務災害補償等掛金 2,390 千円

自衛消防運営費補助金 1,751 千円

町村消防災害補償組合負担金 229 千円

扶助費 火災見舞金 100 千円

　　○財　　　源

鳥取県防災・危機管理対策交付金 400 千円

0 0 16,207

　・公設非常備消防組織の運営のため、消防団組織、機械の維持管理及び年間を通じて訓練、火災予防等の
　　啓発活動、演習を実施し、有事に備える。
　・消防団員の消火活動における技能向上と団結を目的とし、消防ポンプ操法大会に出場する。
　・自衛消防組織に対し消防ポンプ維持管理、組織活動への補助を行い地域消防防災活動を支援する。

1041
非常備消防管理運営事務

16,607 15,997 610 400

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

02 目　  消防施設費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

・消防器具や消防施設の維持管理を行い、非常事態に備える。

・自衛消防組織に対し、年次計画による可搬消防ポンプ更新（5台）、消防資機材等購入に対し助成する。

・経年劣化による消火栓の修繕及び更新（3基）を行う。

・老朽化した消防機庫（大宮分団）の更新を行う。

・西部広域行政管理組合へ消防負担金を支出する。

　　○執行経費

需用費 分団機庫上下水道料金、消防資機材等整備・修繕費用 3,021 千円

役務費 528 千円

委託料 大宮分団機庫新築工事設計監理委託料 1,320 千円

工事請負費 消火栓更新工事（3基）　3,600千円 22,280 千円

大宮分団機庫新築工事　18,680千円

備品購入費 自衛消防団可搬ポンプ購入（B-3級　5台） 8,140 千円

（中石見（是次）、豊栄（豊栄）、矢戸、笠木（大原）、上萩山（下萩））

負担金補助 自衛消防等施設整備事業補助金　350千円 100,772 千円

及び交付金 西部広域行政管理組合負担金　100,422千円

公課費 消防車車検費用（重量税） 225 千円

　　○財　　　源

緊急防災・減災事業債 31,700 千円

　（消火栓 3,600千円、可搬ポンプ 8,100千円、大宮分団機庫新築工事 20,000千円）

（県）鳥取県防災・危機管理対策交付金 200 千円

31,700 0 104,386

消防車自賠責・共済保険料、機庫建物災害共済保険料等

1042
消防施設整備管理事業

136,286 96,785 39,501 200

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

04 目　  災害対策費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

　

　

　　○執行経費

報酬 防災会議出席委員報酬　18千円 1,618 千円

消防団員（水防団員）出動報酬（水防出場、防災・水防訓練等）　1,600千円

需用費 災害備蓄品、感染症対策資材・水防資材等購入　2,023千円 2,467 千円

防災行政無線施設電気料　444千円

役務費 防災基地仮設トイレ汲み取り費用　12千円 558 千円

ドローン操作教習受講料　職員1名分　172千円

防災行政無線用電話料金　24千円

ドローン賠償責任保険、機体保険　50千円

衛星電話、メール配信システム利用料　300千円

委託料 4,139 千円

使用料及び賃借料 防災行政無線　電波使用料　479千円 531 千円

気象業務支援センターデータ利用料　52千円

原材料費 防災行政無線戸別受信機修繕材料費 50 千円

備品購入費 福祉避難所事前配置資機材整備事業　300千円 521 千円

（避難所用機材の導入、補助率　県1/2）

広域避難所備品購入（折畳ベッド、簡易テント）　221千円

負担金補助 除雪作業傷害等保険料　40千円 3,797 千円

及び交付金 県防災行政無線更新事業負担金　645千円

防災士養成事業補助金（7名分）　112千円

避難所整備事業　3,000千円

積立金 被災者住宅再建支援金積立 506 千円

　　○財　　　源

過疎債 3,000 千円

（県）県防災・危機管理対策交付金 400 千円

（県）指定避難所生活環境整備事業補助金（備蓄品等の購入、1/2） 150 千円

（県）福祉避難所事前配置資機材整備事業補助金（資機材等の購入、1/2） 150 千円

　　

防災行政無線施設保守点検委託料　2,239千円

防災行政無線戸別受信機等保守対応　800千円

県防災行政無線保守委託料　650千円

木造住宅の無料耐震診断の実施（3件分）　450千円

3,000 0 10,487

・水防訓練、総合防災訓練を実施し、災害対応力強化を図る。
・地区防災計画推進のため、専任の会計年度任用職員を配置する。
・災害時のドローン活用のため、操作できる人材の養成を行う。
・登録制メール配信システムを活用し、町内外へ防災関係をはじめとした様々な情報提供を行う。
・防災行政無線の適切な運用により、町民が安心して生活できるよう定時･緊急放送などの情報提供を行
う。
・町を跨いだ広域避難のため、広域避難所に必要な備品等を整備する。
・地域防災リーダー育成の為、防災士資格取得の為の研修講座受講料、資格認証登録料を補助する。
・避難所機能向上のため、集会施設等の改修に対し継続して補助金を交付する。

1044
防災対策事業

14,187 22,574 △ 8,387 700

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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09 款　  消　防　費

01 項  　消　防　費 総　務　課

04 目　  災害対策費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　○事業説明

自然災害に対する復旧を支援し、被害拡大を防止する。

　　　

　　○執行経費

自然災害に対する町単独補助金（予算枠） 200千円×2件

400 千円

12 款　  公　債　費

01 項  　公　債　費 総　務　課

01 目　  元　　　金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 令和４年度公債費元金償還金 747,011 千円

土木 6,707 千円

衛生 4,319 千円

農林水産 0 千円

公有林 1,089 千円

防災 7,396 千円

学校 6,844 千円

過疎対策 561,353 千円

臨時財政特例 0 千円

臨財債等 129,163 千円

総務 0 千円

普通債　計 716,871 千円

土木災 30,140 千円

災害復旧債　計 30,140 千円

○ 主な令和３年度償還終了予定債

臨時地方道整備事業債： 安来伯太日南線、印賀横田線(Ｈ18借入　12,500千円)

災害復旧事業：平成22年7月豪雨災害（Ｈ23借入　37,400千円）

臨時財政対策債：Ｈ13借入　106,000千円

過疎債： 小学校建築等（H21借入 284,100千円） 他2件　15,700千円

0 0 747,011
1047
公債費償還事務（元金）

747,011 611,154 135,857 0

0 0 400

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1045
単独災害緊急対策事業

400 400 0 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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12 款　  公　債　費

01 項  　公　債　費 総　務　課

02 目　  利　　　　子 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 令和２年度以前事業借入済分

償還金利子額 7,674 千円

○ 令和元年度事故繰越事業借入予定分

償還金利子額 2,513 千円

○ 令和２年度繰越事業借入予定分

償還金利子額 407 千円

○ 令和３年度事業借入予定同意分

償還金利子額 1,328 千円

0 0 11,922
1048
公債費償還事務（利子）

11,922 14,902 △ 2,980 0

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　項　総務管理費 企　画　課
02　目　文書広報費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,652 2,550 102 267 0 30 2,355

・報償費 60 千円
広報アンケート粗品

・需用費 45 千円
消耗品代 35 千円
備品修繕料 10 千円

・役務費 44 千円
広報誌配送料

・委託料 2,485 千円
広報・町政のしおり制作業務委託料

・負担金補助及び交付金 18 千円
広報協会会費他 18 千円

・（県）広報関連委託金 267 千円
　（「県政だより」「県議会だより」「原子力防災ハンドブック」配布委託金等）
・諸収入（広報購読料等） 30 千円

1005
広報公聴事業

○事業説明
(1)広報にちなんの発行
　町の施策・事業説明、町内ｲﾍﾞﾝﾄの紹介等を町内外の方にも分かりやすく掲載した広報誌を毎月１回
発行する。町民の活躍や町の動きが伝わる広報誌づくりを目指す。取材やアンケートを通し町民の意
見の広聴に努める。
(2)町政のしおりの発行
　町民への説明や行政視察等にも活用している、町の概要や補助金等の内容を掲載した「町政のしお
り」を年に１回発行する。

○執行経費

○財　　　源

02　款　総務費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

17,093 4,602 12,491 0 500 622 15,971

○事業説明
　（１）事業の目的

①日南町総合戦略実施事業
　総合戦略第三者委員会の開催、意見募集（パブコメ）、議会報告
②関東町人会・関西町人会開催事業
R4年度は関東町人会を東京で、関西町人会を大阪で開催する。
③鳥取大学連携事業

④日南町×鳥取大学×ソフトバンク連携事業
　既存事業の推進とICT推進アドバイザーによる新規事業の検討推進を行う。
⑤職員提案事業

⑥モンゴル人交流支援員事業
　R4年度はモンゴルゾーンモド市が市政80周年を迎える。日南町から記念品を贈呈する。

　鳥取大学と町をフィールドとした学術連携を行い、課題解決や地域づくりに還元する。年3回WG会議
  を行い、意見交換を行うほか、年1回町民向けの報告会を行う。

　R3年度は2件の提案あり。R4年度については職員のスキルアップ、事業実施につながるよう必要な
  見直しを検討する。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1011
企画一般管理事務

①日南町総合戦略実施事業
　総合戦略第三者委員会を行い、第２期日南町総合戦略の進捗管理を行う。
②関東町人会・関西町人会開催事業
　R4年度は関東町人会、関西町人会の実施により関東圏、関西圏での情報交流を図り、交流・関係
  人口を増やし町づくりに活かしていく。また、ふるさと納税の利用促進も図っていく。
③鳥取大学連携事業
　鳥取大学との連携協定に基づいて大学の研究活動を町づくりのための課題解決にも活かし、地域
  づくりにも還元していく。
④日南町×鳥取大学×ソフトバンク連携事業
　鳥取大学とソフトバンクとの連携協定に基づいて日南町の抱える地域課題の解消を目指すとともに、
　SDGsの各項目を協働で推進する。
⑤職員提案事業
　職員提案制度を運用し、政策立案に活かすとともに職員のスキル養成に努める。
⑥モンゴル人交流支援員事業
　交流支援員を中心に、文化交流、雇用対策に注力していく。
⑦日南町行政改革推進委員会
　R2年度に策定した「日南町行財政改革実施計画」に基づき34の推進項目の進捗管理を行う。
  また、「補助金の適正化」に関するガイドラインによる既存の補助金の見直しを進めていく。
⑧日南町チャレンジ起業地域おこし協力隊事業
　第6次日南町総合計画に基づき、日南町の地域資源を活用し、まちの活性化・魅力発信に力を貸し
　ていただきながら起業を目指す「日南町チャレンジ起業地域おこし協力隊」を募集し、町内活性化を
目指す。
⑨『たったもカード』行政ポイント事業
　R3年度スタートした日南町キャッシュレスシステム事業『たったもカード』を活用し、町の施策を推進
　するとともに、まちづくりへの町民の積極的な参画を促していく。

　（２）事業の概要　　

02　款　総務費
01　項　総務管理費

07　目　企画費

事　業　名 本年度 前年度
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⑦日南町行政改革推進委員会
　日南町行政改革推進委員会を開催し進捗状況の確認を行う。
⑧日南町チャレンジ起業地域おこし協力隊事業

⑨『たったもカード』行政ポイント事業

○執行経費
・給料（会計年度任用職員フルタイム） 2,061 千円
　　１名分（モンゴル人交流支援員） 2,061 千円
・職員手当等 524 千円
　　会計年度任用職員期末手当（１名分） 524 千円
・共済費 525 千円
　　会計年度任用職員共済費（１名分） 518 千円
　　会計年度任用職員互助会負担金（１名分） 5 千円
　　災害補償金負担金 2 千円
・報償費 296 千円
　　総合戦略第三者評価委員会委員謝金、旅費 41 千円
　　関東日南町人会記念品（1,000円×60名） 60 千円
　　関西日南町人会記念品（1,000円×70名） 70 千円
　　行財政改革推進委員会委員謝金、旅費 125 千円
・旅費 659 千円
　　関東町人会出張旅費（7名分） 506 千円

（59,180円+13,100円）×7名
　　関東町人会事前打合せ職員旅費（1名分） 73 千円

（59,180円+13,100円）×1名
　　関西町人会事前打合せ職員旅費（1名分） 32 千円

（18,660円+13,100円）×1名
　　鳥取大学連携担当職員出張旅費　 48 千円

260ｋｍ×37円×5日×1名
・需用費 2,298 千円
　　モンゴルゾーンモド市市政80周年記念品 500 千円
     生山駅トイレ消耗品 57 千円
　   生山駅クローバ電気代 1,200 千円
　　 生山駅クローバ水道代 108 千円
　　 生山駅下水道代 101 千円
　　 生山駅クローバ（ガス・灯油代） 332 千円
・役務費 805 千円
　　生山駅公衆電話 18 千円
　　郵券料（関東日南町人会資料等送付）（250円×250名） 63 千円
　　郵券料（関西日南町人会資料等送付）（250円×220名） 55 千円
　　ゾーンモド記念品配送料 38 千円
　　町有建物災害共済分担金（アメダス茶屋、生山駅クローバ） 151 千円
　　日南町×鳥取大学×ソフトバンク連携事業紙面掲載料 480 千円
・委託料 470 千円
　  ＧＩＳソフト保守委託料 99 千円
　　生山駅トイレ清掃点検委託料 240 千円
　　クローバ施設警備委託料 114 千円
　　生山駅消防設備点検委託料 17 千円
・使用料及び賃借料 75 千円
　　NHK受信料（生山駅） 15 千円
　　土地賃貸借料（アメダス茶屋） 60 千円
・負担金補助及び交付金 9,380 千円
　　鳥大連携事業ふる里まつり医学部出前講座 80 千円
　　日南町チャレンジ起業地域おこし協力隊活動支援団体補助金（2名分） 8,800 千円
　　　　Ａ型：（報償費）200,000円×12ヵ月　　（活動経費）2,000,000円/年
　　　　Ｂ型：（報償費）200,000円×12ヵ月　　（活動経費）2,000,000円/年
　　行政ポイント（全庁分） 500 千円

　日南町で起業を目指す人材を「起業・半域型」、「起業支援型」の2つの項目で地域おこし協力隊とし
  て採用し、町内活性化を目指していく。

　日南町が実施する各種事業、イベント等の参加者に対し行政ポイントを付与することにより、町が
  実施する事業への町民等の参画促進を図る
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過疎債（ソフト：行政ポイント） 500 千円
地域間交流施設クローバ使用料（観光協会） 360 千円
普通財産（土地建物）貸付収入（生山駅構内自販機分） 144 千円
施設管理経費等受入金 100 千円
地域間交流施設利用料（公衆電話・コインロッカー） 18 千円

企　画　課
（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50,747 32,498 18,249 4,000 9,900 0 36,847

○事業説明

①各まちづくり協議会の活動支援と地域の拠点づくりのために、「集落支援員」を配置する。

②各センター機能の充実を図るために維持費及び簡易修繕費を一括交付金として交付する。
③地域の資源の活用や、交流人口の増加、人材育成等を図る事業に対し活性化交付金を交付する。

　 自治協議会が主体で取り組む地域間交流活動（研修費等）にも交付金を活用する。

○執行経費 50,747 千円
・負担金補助及び交付金
　 自治会活動保険費補助金　 140 千円
 　自治会運営費補助金　　　 5,890 千円
　 まちづくり協議会運営費交付金 2,100 千円
   まちづくり推進事業補助金　 3,786 千円
　 集落支援員交付金 17,388 千円
　 交流活動活性化交付金 14,192 千円
　 まなび宿及び地域振興センター維持管理交付金 350 千円
   地域振興センター長手当交付金 840 千円
　 地域活動支援交付金 6,000 千円
 　サテライトオフィス利用交付金 61 千円

○ 財　　　源
　 ・過疎債（ソフト） 9,900 千円
　 ・（県）鳥取県移住者受入地域組織・団体立ち上げ支援補助金 4,000 千円

 地域まちづくり協議会、自治会等の活力ある活動と円滑な運営により、住民参画による協働のまちづ
くりを強化、推進すべく、情報提供や共有に努め、安全安心、魅力あるまちづくりを目指す。

　全地域への支援員の強化配置を目指し、センターが地域の核となり人が集う場所となるよう取り組む。

　 地域主体が主体となって外部人材を呼び込む拠点づくり事業に対し交付金を交付し活力ある地域
   づくりを目指す。

④地域活動を支援していくために、新たに地域活動支援交付金を新設し地域の財源として活用して
   いただき地域活動の継続を目指す。

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1027
住民参画まちづくり事業

02　款　総務費
01　項　総務管理費

07　目　企画費

事　業　名 本年度

○財　　　源
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02　款　総務費
01　項　総務管理費 企　画　課

08　目　電子計算費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

97,289 106,249 △ 8,960 0 0 231 97,058

○ 事業説明
　（１）事業の目的

総合行政システムをはじめとする役場情報システムの効率的運用と適正な管理を行う。 
　（２）事業の概要　　

①各種電子データの管理
　　定期的なデータのバックアップ及びトラブル時のデータ回復。
②行政システムの構築・保守管理
　　総合行政システムの法改正対応。また、必要なシステムの構築。
　　2市4町でのシステム共通化による運用コスト削減、標準化に向けた対応。
③ネットワーク（庁内ＬＡＮ、ＬＧＷＡＮ、インターネット）の管理
　　日々のネットワーク監視、トラブル対応。
④シンクライアント環境の管理
　　事業継続性の向上、業務効率化。継続的に運用するための管理。
⑤セキュリティ管理
　　セキュリティポリシーに準じた情報漏洩対策及び職員へのセキュリティ
　　教育の実施。ウィルス、スパムウェア対策の実施。
⑥パソコン、プリンタ等ハードウェアの保守管理
　　パソコン、サーバの保守、更新及び故障パソコンの修繕等。
⑦ホームページの管理
　　ホームページデータの更新、保守。
⑧個人番号制度に関するシステム改修等の対応
⑨鳥取県自治体ICT共同化推進協議会による電算環境整備の共同化
⑩日南町地域情報化推進計画推進委員会及び日南町DX推進チームの運営

○ 執行経費
・給与 7,224 千円
・職員手当等 3,400 千円
・共済費 2,130 千円
・報償費 地域情報化推進計画推進委員会等 153 千円
・旅費 人材育成研修旅費 236 千円
・需用費 電算消耗品及びプリンタトナー購入費用 734 千円

電算機器及び周辺装置修繕料 200 千円
・役務費 電算サービス利用料、回線使用料 28,576 千円
・委託料 各種ｼｽﾃﾑ保守、ネットワーク設定関連費等 24,483 千円
・使用料及び賃借料 グループウェアリース料及びOCR設備リース料等 8,156 千円
・備品購入費 電算機器の購入、端末更新に係る費用 10,429 千円
・負担金補助及び交付金 税番号制度中間サーバー、インターネット回線、 3,568 千円

自治体情報セキュリティクラウド負担金
DX推進のための人材確保に係る費用 8,000 千円

○ 財　　　源
・雑入（特定財源） 231 千円

1019
電算管理運営事務

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,709 7,112 △ 403 0 0 0 6,709

                                                                                
○執行経費

・負担金補助及び交付金 180 千円
鳥取県過疎地域対策協議会負担金 137 千円
鳥取岡山県境連携推進協議会負担金 15 千円
鳥取県西部地域振興協議会負担金 13 千円
鳥取大学振興協力会会費 15 千円

・一部事務組合負担金 6,529 千円
西部広域負担金（一般管理費） 6,529 千円

企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

62,462 31,238 31,224 5,550 2,500 0 54,412

○事業説明

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1030
青年結婚・ＵIターン促進事
業

①事業の目的
　高齢化の進む本町の人口バランスの適正化を図るためにも生産年齢人口の増加を目指し、本町へ
の移住、定住を促進する。
　移住定住組織の設立をし相談体制の向上、地域との連携、移住者へのアフタフォローを充実させる
とともに、すぐに住める住居の確保を目指す。
　
②事業概要
(1)移住定住相談や日南町空き家情報活用制度へ登録する物件の状態把握、専門知識を活用した登
録物件の管理、移住後の相談に対応していくなど現在の移住定住業務を法人とともに行い、効果的な
業務遂行を行う。
(2)空き家整備の促進を図り、入居者にも借りやすい状態にするため、住宅改修補助金、家財道具処
分補助金、空き家改修概算見積委託等を行う。空き家改修補助金については、昨年度新設した補助
制度の拡充を行い、貸主・借主の負担軽減により定住促進を図る。
(3)日南町いきいき定住促進条例に基づき、結婚祝い金、定住奨励金、同居奨励金を交付し、定住率
の向上を図る。
(4)県外等での移住相談会や農林業フェアへの参加や空き家見学会により移住定住者の増加を図る。
(5)来訪者への移住定住相談や移住後の相談に個別に対応する相談員と相談窓口を設置する。また、
既存の移住パンフレットを最新のデータ等に更新し移住相談または各種フェア時に活用する。
(6)R3年度に行った移住者アンケートをもとに移住者のアフタフォローの充実と地域住民と一緒になっ
た移住の定着につなげる。
(7)生山定住促進団地建築補助金の活用により移住定住を促進させ、日南町中心地域の機能向上を
図る。
(8)婚姻希望者の結婚を促進し、定住の推進と少子化の解消を図ることを目的とする「結婚仲人報奨金
制度」、若者の結婚につながる出会いの場の創出により本町へのUターンを促進し人口の増加を図る
ことを目的とする「同窓会開催支援補助金制度」に継続して取り組む。

01　項　総務管理費　
10　目　諸費　

事　業　名 本年度 前年度

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1028
地方振興負担金管理事務

02　款　総務費　

02　款　総務費　
01　項　総務管理費　

10　目　諸費　

事　業　名 本年度
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○執行経費
　・報酬 1,640千円 1,640 千円
　・給料 1,794千円 1,794 千円
　・職員手当等 818 千円
　・共済費 760 千円
　・報償費

結婚祝金　　　　＠30千円×10件 300 千円
定住奨励金　
　＠100千円×10件、200千円×5件、250千円×5件 3,250 千円
同居奨励金　　　　＠100千円×5件 500 千円
仲人報奨金　　　　＠100千円×5件 500 千円

 ・旅費 県外移住相談会参加旅費等 661 千円
 ・需用費 消耗品・事務用品（移住者交流会・移住相談等） 90 千円
 ・役務費 保険料（自動車保険） 15 千円
 ・委託料 移住定住業務委託料

　総務費 22,411 千円
　住宅改修調査費用　＠50千円×12件 600 千円
　空き家借り上げ整備事業 5,000 千円
　移住パンフレット　更新費　1,000部 1,650 千円
相談用自動車リース　　　＠20,193円×12月 243 千円

同窓会応援補助金　　　＠2千円×100人 200 千円
住宅改修補助金 10,000 千円
　＠1,000千円×1、1,500千円×2、1,500千円×4
家財道具処分補助金　＠300千円×10件 3,000 千円
お試し暮らし支援補助金 480 千円
空き家リノベーション創業支援補助金 5,000 千円
にちなん新生活応援奨励金 1,000 千円
生山定住促進団地建築補助金　　　＠2,500千円×1件 2,500 千円
出会いの場づくり実行委員会負担金 20 千円
とっとり空き家利活用推進協議会負担金 30 千円

　○（県）鳥取県移住定住推進交付金、補助率1/2） 3,050 千円

2,000 千円
　　　（住宅改修、空き家リノベーション補助金）
　○（県）ふるさとでの新しいライフステージ補助金、（補助率1/2） 500 千円
  ○過疎債（ソフト） 2,500 千円

  ・負担金補助
　　及び交付金

○財　　　源

　　　（相談員人件費・住宅等補助・家財道具処分等補助・空き家改修費概算見積）
　○（県）空き家利活用推進総合支援事業補助金

  ・使用料及び
    賃借料
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

125,537 92,484 33,053 27,997 26,600 2,483 68,457

○事業説明
・事業目的

・事業概要

○執行経費 125,537 千円
・報償費 105 千円
　　公共交通確保対策協議会委員報酬 105 千円
・需用費 5,777 千円
　　中型車両用タイヤ　38,000円×6本×2台×消費税10％ 502 千円
　　小型車両用タイヤ（スタッドレス）　23,500円×4本×9台×消費税10％ 930 千円
　　小型車両用タイヤ（ノーマル）　18,500円×4本×3台×消費税10％ 245 千円
　　町営バス定期券・回数券等印刷費 200 千円
　　燃料費（車両分） 1,600 千円
　　備品等修繕料（車検時） 300 千円
　　備品等修繕料（故障時） 2,000 千円
・役務費 3,339 千円
　　車両車検・定期点検費用等 370 千円
　　保険料（自賠責保険、任意保険） 625 千円

 デマンド交通システム利用料 2,344 千円
・委託料 81,579 千円
　　運行管理委託料（路線バス） 49,613 千円
　　運行管理委託料（臨時運行便） 200 千円
　　運行管理委託料（デマンドバス・巡回・通学） 25,592 千円
　　デマンド交通システム導入委託料 2,365 千円
　　回数券販売事務委託手数料 4 千円
　　バス停管理委託料 10 千円

 町営バス運営コンサルタント料 3,795 千円

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1031
公共交通確保総合対策事
業

　町営バス、デマンドバスの安全運行とサービスの充実に努める。本町の公共交通における課題に
対し、日南町公共交通総合計画に基づき、解決に向けた施策の展開と分析を行う。
　利便性の向上、モビリティの確保など、交通利用の円滑化を目指す。

　公共交通確保対策協議会等との協議により、公共交通利用の円滑化を図るとともに、日南町の現
状に即した持続可能な交通体系構築を目指す。
　10月からは、デマンドバスのドア・ツー・ドア運行を実施する。
　車両更新計画に基づき、車両を2台更新する。

01　項　総務管理費　
10　目　諸費　

事　業　名 本年度 前年度

02　款　総務費　
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・使用料及び賃借料 1,687 千円
　　バス故障時代車レンタル料 300 千円
　　車庫敷地料 71 千円
　　デマンド交通システムハードウェア使用料 1,316 千円
・備品購入費 32,284 千円
　　デマンドバス小型車両購入費（14人乗）1台 4,622 千円
　　路線バス中型車両購入費 1台 27,662 千円
・負担金（諸会費） 76 千円
　　各種協議会負担金 76 千円
・補助金 600 千円
　　鳥上線運行補助金（奥出雲交通 横田～阿毘縁） 600 千円
・公課費 90 千円
　　車両重量税（小型車両12,300円×1台、15,300円×1台） 28 千円
　　車両重量税（新車2台分） 62 千円

　
・（県）市町村内バス等支援補助金（運行経費） 19,870 千円
・（県）市町村内バス等支援補助金（車両購入費） 6,230 千円
・（県）新たな仕組みづくり補助金 1,897 千円
・町営バス利用料金 947 千円
・デマンドバス利用料金 518 千円
・定期券・回数券販売代金 1,018 千円
・過疎債（ソフト　鳥上線運行補助) 600 千円
・過疎債（ハード　車両購入) 26,000 千円

02　款　 総務費
01　項　 総務管理費 企　画　課

10　目　 諸費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

273,549 136,987 136,562 0 196,800 29,541 47,208

○ 事業説明

①タウンズネット加入者の管理

②情報通信施設の保守管理

③伝送路（光ケーブル等）の支障移転工事と罹災復旧工事

④保安器の設置及び撤去

⑤ちゃんねる日南の番組制作

⑥HFCケーブルの撤去

⑦【新規】eスポーツイベントの実施

電柱の経年劣化による建替や公共工事などによる伝送路のルート変更が生じた際、支障移転工事を
行う。また、災害により伝送路設備に倒木等の被害が発生した際、復旧工事を行う。

新規加入に応じて保安器の設置を行う。また、解約に応じて撤去を行う。

視覚的にわかりやすく情報を提供するため、ちゃんねる日南の番組制作を委託し、放送を行う。

FTTH化により、不要となったケーブルの撤去を行う。

新型コロナウイルス感染症の今後の見通しは未だ不透明であり、大規模な集客型のイベントは実施に
踏み切りにくいのが現状である。そこで、オンライン方式でのeスポーツイベントを実施し、新たな手法
で町のPRを行う。

財　　　源　　　内　　　訳

1343
タウンズネット管理運営事
務

　町が整備した情報通信施設（CATV網、サブヘッドエンド施設、映像送出装置、編集装置等）を利用し
て、町民へのケーブルテレビサービス、インターネットサービスの提供を行う。

新規加入者に対し、テレビ・インターネットの利用環境を整備する。

インターネットに関連する各施設やケーブルテレビ施設の保守を委託し、適切な管理を行う。

○財　　　源

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
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令和４年度一般会計当初予算説明資料
○ 執行経費

・給料 2,971 千円
・職員手当等 1,184 千円
・共済費 883 千円
・需用費 伝送路アンプ等電気料金 3,968 千円

備品等修繕料 400 千円
支障移転・設備修繕費 12,000 千円

・役務費 テレビ再送信料、復旧作業費、回線費用 13,304 千円
カメラ・伝送設備保険料 2,224 千円

・委託料 ﾀｳﾝｽﾞﾈｯﾄ・番組送出設備保守、番組制作費 10,379 千円
ケーブル施設管理委託料 12,204 千円
eスポーツイベント開催委託料 1,100 千円
電算・タウンズネット設備移設業務 19,360 千円
HFC撤去工事監理業務 8,800 千円

・使用料及び賃借料 取材用機器賃借料 800 千円
電柱共架料 12,614 千円
鉄道用地賃借料等 1,213 千円

・工事請負費 HFC撤去工事 168,000 千円
・備品購入費 113ch用EPGサーバー更新 608 千円

CATV用ビデオカメラ購入 781 千円
・負担金補助及び交付金 日野町ﾈｯﾄﾜｰｸ整備及び情報ﾊｲｳｪｲ接続 756 千円

○ 財　　　源

・過疎債（ハード　HFC撤去工事） 176,800 千円
・過疎債（ハード　CATV用ビデオカメラ） 700 千円
・緊急防災・減災事業債（電算・タウンズネット設備移設業務） 19,300 千円
・タウンズネット施設設備使用料 26,131 千円
・罹災物件復旧保険金 3,000 千円
・町有財産移転補償費 100 千円
・タウンズネット分担金 300 千円
・ちゃんねる日南CM料 10 千円

－30－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総務費　
01　項　総務管理費　 企　画　課

10　目　諸費　 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50,318 31,509 18,809 0 17,900 267 32,151

○ 事業説明

○ 執行経費
・給料 16,833 千円
　　地域振興専任職員給料（７名）　　
・職員手当等 3,905 千円
　　通勤手当、期末手当
・共済費 4,476 千円
・旅費
　　町内活動旅費（地域振興専任職員）　5千円×12月×7名 420 千円
・需用費
　　消耗品費　（事務消耗品10千円×7施設、管理消耗品30千円×7施設） 306 千円
　　施設管理費（光熱水費） 2,929 千円
　　建物設備等修繕料　（小修繕・緊急修繕＠100千円×7施設） 700 千円
　　石見地域振興センターボイラー撤去 547 千円
・役務費
　　水質検査（阿毘縁センター、大宮センター）　 439 千円
　　施設管理費（通信、保険料）　　 777 千円
・委託料
　　消防設備点検、浄化槽管理　　　　　　　　　　　 224 千円
    日野上地域振興センタートイレ改修工事設計監理委託料 1,500 千円
・使用料及び賃借料
　　テレビ受信料、コピー機使用料 732 千円
・工事請負費
　　日野上地域振興センタートイレ改修工事 13,000 千円
　　多里地域振興センター雨漏り及びエアコン改修工事 3,460 千円
・原材料費
　　施設管理原材料費　　＠10千円×７施設 70 千円

○ 財　　　源
・過疎債（ハード） 17,900 千円
・施設管理経費等受入金（高齢者センター） 147 千円
・私用コピー料 120 千円

1424
地域振興センター管理事
務

・住民参画による協働のまちづくりを進めていくため、地域における自治振興、地域産業の活性化及び
住民学習の拠点である地域振興センターの管理運営を地域の核となる施設として強化して行う。各セ
ンターへ地域振興専任職員を７名配置する。
・日野上地域振興センターのトイレを改修し、センターを利用される方の利便性を向上させる。また、多
里地域振興センターの雨漏り部分を改修し、施設の長寿命化を図るとともに、事務室・会議室として利
用している旧職員室・旧校長室のエアコン改修を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

02　款　総務費　
05　項　統計調査費　 企　画　課

02　目　指定統計費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

430 554 △ 124 430 0 0 0

○事業説明

○執行経費
・報酬　 318 千円

　就業構造基本調査（調査員49,000円×6名） 294 千円
　住宅・土地統計調査（調査員24,000円×1名） 24 千円

・旅費 5 千円
　住宅・土地統計調査 5 千円

・需用費 54 千円
・役務費 28 千円

　電話料 14 千円
　郵券料 14 千円

・使用料及び賃借料 25 千円
　コピー機使用料 25 千円

・（県）統計調査委託金10/10 430 千円

1036
指定統計調査事務

　国庫委託事業の各種の統計調査事務を行う。また各種統計情報のHP掲載など広報活動を行う。
令和4年度は、就業構造基本調査、住宅・土地統計調査、経済センサス－調査区管理、学校基本調
査、統計調査員確保対策事業を実施する。

○財　　　源

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

企　画　課
01　目　商工総務費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

21,411 69,582 △ 48,171 0 5,800 1 15,610

 
○事業説明

　①事業目的

　②事業概要
(1)商工会への補助
・商工業者の発展・経営改善のために実施する事業に対し「日南町商工会補助金」を交付する。

(2)日南町インターンシップ支援事業
　学生の就業体験の経費支援を行い、事業所PRや人口増加や産業の活性化を図る。
(3)ぷららホール陸屋根修繕費用補助金

(4)日南町キャッシュレス決済事業

○執行経費
・給料 4,334 千円
・職員等手当 2,633 千円
・共済費 1,462 千円
・需用費 336 千円
　　町外在住者向けたったもカード製作費（1,000枚） 200 千円
　　キャッシュレス決済事業ポスター印刷費 90 千円
　　花壇水道料金 46 千円
・役務費 593 千円
　　キャッシュレス決済事業本部端末等システム利用料 429 千円
　　キャッシュレス決済事業ポスターデザイン費 132 千円
　　キャッシュレス決済事業町外者向けカード配送料 32 千円
・負担金補助及び交付金 12,053 千円
　　日南町商工会一般補助金 2,170 千円
　　中山間地域TMOまちづくり支援事業費補助金 500 千円
　　キャッシュレス決済事業事務補助金 3,600 千円
　　ぷららホール陸屋根防水修繕費用補助金 3,371 千円
　　にちなん食のバザール事業費補助金 800 千円
　　サイクルロゲイニング 1,100 千円
　　名車ミーティング 300 千円
　　インターンシップ補助金　　 交通費　　20,000円×5名　　  2,400円×5名　 212 千円

宿泊費　　　2,000円×5泊×10名

1 千円
・過疎債(ソフト) 5,800 千円
　(キャッシュレス、バザール、サイクルロゲ、名車ミーティング)

　R3年度から開始した日南町キャッシュレス決済事業の安定運営を目指し、日南町商工会と連携し推
進していく。R4年度は町外在住者向けのカードを導入し、外貨獲得を目指していく。また、行政ポイント
付与機能を活用し、行政施策と連携することにより地域活性化につなげていく。

○財　　　源
・財産収入(小口融資貸付基金利子収入)

1190
商工総務一般管理事務

　町内商工業者の活性化と地域連携を促進し、まちの賑わい創出を図っていく。また、日南町キャッ
シュレス決済事業により町外へのお金の流出を抑制し、経済の地域内循環促進を目指していく。

・中心市街地活性化推進を図るため、「日南町中山間地域TMOまちづくり支援事業補助金」を交付する。
・令和3年度から開始した日南町キャッシュレス決済事業の安定運営に資するため、運営補助金を
　交付する。

　整備から20年以上経過し、経年劣化により屋上陸屋根の防水シートと土間コンクリート部分に雨水
が溜まっていることが確認された。現状のまま放置すると雨水の侵入による躯体の腐食など大きな被
害が想定されるため日南町商工会の行う修繕工事に対し補助を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

07　款　商工費　
01　項　商工費　
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,893 23,446 △ 7,553 265 14,900 0 728

○事業説明

○執行経費
・旅費 298 千円
　　企業立地フェア（大阪） 90 千円
　　企業誘致活動旅費（東京） 208 千円
・使用料及び賃借料 20 千円
　　企業訪問タクシー利用料 20 千円
・負担金補助及び交付金 15,575 千円
　　賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給(旧牛市場） 48 千円
　　賃貸住宅建設管理運営事業建設資金利子補給(中心地） 987 千円
　　ﾁｬﾚﾝｼﾞ企業支援補助金　

起業、事業承継（2,000千円×2件） 4,000 千円
新製品開発支援（500千円×2件） 1,000 千円
経営改善（1,000千円×5件） 5,000 千円
法改正支援（500千円×3件） 1,500 千円
副業・兼業人材活用支援（300千円×3件） 900 千円

　　社員住宅整備補助金（1,000千円×1件） 1,000 千円
　　鳥取県西部９市町村創業支援事業補助金 70 千円
　　小規模事業者経営改善資金利子補給補助金（マル経） 10 千円
　　新型コロナウイルス感染症対策資金利子補助金 530 千円
　　にちなんキッズお仕事フェア運営委託費 530 千円

○財　　　源
14,900 千円

・（県）鳥取県新型コロナウイルス感染症対応利子補助金（補助率1/2） 265 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1417
企業支援対策事業

　町内企業の新たな事業展開への支援、雇用対策推進に加え、町内での起業・事業承継支援にも力
を入れていく。また、新型コロナウイルス感染症の影響を受け売上が減少している町内企業に対し、消
費喚起策や経営改善施策を必要なタイミングで実施することにより、事業継続を支援する。

・過疎債(ソフト：利子補給、ﾁｬﾚﾝｼﾞ補助金、社員住宅、お仕事フェア)

01　目　商工総務費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

07　款　商工費　
01　項　商工費　
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

54,964 36,160 18,804 0 13,700 0 41,264

①事業の目的

②事業の概要
・観光協会等に下記観光振興事業を委託し、観光の産業化に取り組む。

○執行経費 54,964 千円
・役務費 225 千円

施設保険料
着ぐるみクリーニング代

・委託料 47,832 千円
観光振興委託金〈町観光協会への委託金）：47,832千円

・負担金補助及び交付金 6,907 千円

○財　　　源
過疎債（ソフト） 13,700 千円

（国立公園協会負担金10千円、県観光連盟負担金137千円、町観光協会会費10千円、大山山
麓・日野川流域観光推進協議会負担金6,000千円、合宿誘致支援負担事業負担金250千円、比
婆道後帝釈国定公園実行委員会負担金150千円、日野郡交流促進協議会負担金350千円）

　　　　（諸会費）各種負担金

　　イベント等補助支援事業：瀬田カップ、かっぱ祭り、宣揚祭等
　　公園管理事業：町管理公園の管理
　　旧木下家管理事業：施設の維持管理等
　　サイクリング：レンタサイクルを整備し、町内の観光スポットをサイクリングでつなぐ。

（①総務管理費25,930千円、②イベント支援事業費11,862千円、③ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ推進事業費5,000
千円、④農泊事業費、⑤日南町歴史観光事業費、⑥イベント等補助支援事業費210千円、⑦公
園管理事業費2,383千円、⑧旧木下家管理事業費609千円、⑨レンタサイクル事業　1,838千円）

　　総務管理事業：体制や観光案内所の運営方法の見直しを行い、観光振興をより推進できる体制
　　　　　　　　　　　　づくりを行う。
　　イベント支援部門：これまでのホタル観光だけでなく、日野上イチョウの運営を地元と協力しながら
　　　　　　　　　　　　　 行いつつ、町内の経済循環につながる仕掛け作りやツアー造成を行う。

　　ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ推進事業：エコツアー造成（オオサンショウウオ、ホタル等）、観光資源の調査・ＤＢ作り
　　農泊事業：農村の文化生活を体験できる個人向けツアーを開発する
　　日南町歴史観光事業：公民館研修旅行等の受入

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1193
観光振興対策事業

○事業説明

・2019年度より法人化した日南町観光協会を核に、観光事業の振興を更に進め、町内に外貨を落とす
仕組みをつくり、もって経済活性化と雇用の創出を図る。
・令和4年度は、ホタルやイチョウのイベント時のシャトルバス運行等を行い、町内への経済波及効果
を見込んだ取り組みを行う。

01　項　商工費　
02　目　観光費  

事　業　名 本年度 前年度

07　款　商工費　
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企　画　課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,941 17,699 △ 3,758 0 7,300 0 6,641

13,941 千円
・給料 2,944 千円
・職員手当等 1,792 千円
・共済費 986 千円

251 千円
電気料 167 千円
水道料 46 千円
下水道料 38 千円

・役務費 241 千円
浄化槽清掃料 191 千円
保険料 50 千円

・委託料 175 千円
施設管理委託料（浄化槽管理） 175 千円

4 千円
土地借地料（花見山） 4 千円

・工事請負費 7,448 千円
三本松トイレ等改修工事 7,348 千円
石霞渓トイレ・菅沢ちびっこ王国トイレ修繕 100 千円

・負担金補助及び交付金 100 千円
船通山山頂避難小屋維持管理負担金 100 千円

7,300 千円

・使用料及び賃借料

○財　　　源
・過疎債（ハード）

1418
公園施設管理事務

○事業説明
（1）事業の目的
　井上靖記念館・松本清張公園・菅沢地区公園・石霞渓公園・船通山登山道など町の観光拠点、また
三本松グランドゴルフ場など住民の交流を図る地域振興施設において多くの来訪者を心地よく迎える
ために、トイレ清掃・樹木の剪定・周辺の除草等管理を行う。
　
（2）事業の概要
　①公園施設の管理
　②三本松グラウンドゴルフ場の管理及び管理棟（トイレ等）の改修
　③船通山山頂避難小屋維持管理負担金
　④老朽化施設の改修

○執行経費

・需用費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

07　款　商工費  
01　項　商工費  

02　目　観光費  
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02　款　総　務　費

01　目　一般管理費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○ 執行経費

・需用費 25 千円

・委託料 消費生活相談業務委託費（旅費込み） 420 千円

○ 財　　　源

・（県）鳥取県地方消費者活性化交付金 161 千円

0 0 284

　消費者からの相談に対応するほか、消費者被害未然防止に向けて情報を提供、更には消費者教育の機会を
設けることなどにより、消費者の安全・安心の確保をめざす。
・毎週水曜日には消費生活相談員が日野郡内の役場で勤務することで、連携を行っている。
・日南町内で開催されるイベント・集会等に参加し、啓発講座を実施する。

1571
消費者保護対策事業

445 445 0 161

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

01　項　総務管理費 住　　民　　課
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02　款　総　務　費

01　目　税務総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　

○ 執行経費

・報酬（固定資産評価審査委員会）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 千円

・職員給与費（４人分及び申告相談事務補助） 27,778 千円

・需用費（書籍購入、納付書・通知書の印刷代） 2,050 千円

・役務費（eLTAX電子申告サービス利用料） 1,109 千円

・役務費（郵券料、電話料、振込手数料等） 2,369 千円

・委託料 11,501 千円

　　（ｼｽﾃﾑ保守［家屋評価、土地家屋台帳]） 836 千円
　　（評価替えに伴う不動産鑑定評価委託業務） 2,574 千円
　　（地方税共通納税拡大及び軽自動車OSSに対応するための改修） 8,091 千円
・使用料（コピー機使用料等） 1,123 千円

・負担金補助及び交付金（軽自動車税申告書等事務取扱料等） 447 千円

・町税還付に要する経費　（町税等過誤納還付金） 1,000 千円

○ 財　　　源

・（県）県税徴収委託金 5,960 千円

・町税督促手数料 48 千円

02　款　総　務　費

02　目　賦課徴収費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

【1053】税務総務一般管理事務へ移管

0 0 0
1054
賦課徴収事務

0 6,060 △ 6,060 0

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 48 41,390

・町税の賦課・徴収に要する経費。
・税務事務一般（給与費ほか）及び固定資産評価審査委員会の開催に要する経費。
・適正かつ効率的な賦課徴収事務を行う。
・未納発生の早期把握と対応を行い、長期化、多額化の防止に努める。
・滞納者に対しては督促及び催告を行い、収納率の向上を図る。給与・預貯金等の差し押え等を行い、滞納処分
に取り組む。

02　項　徴　税　費 住　　民　　課

1053
税務総務一般管理事務

47,398 55,294 △ 7,896 5,960

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　項　徴　税　費 住　　民　　課
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02 款　総　務　費

03 項　戸籍住民基本台帳費

01 目　戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員給与費（2名分）　　　　　　 7,827 千円

・消耗品、書籍等　　　　　　 207 千円

・戸籍情報システム保守料 2,637 千円

・戸籍情報システムリース料・ソフトウェア利用料　　　　　　 3,776 千円

・戸籍附票連携中継サーバー利用料 264 千円

・戸籍システム改修委託料 9,306 千円

・カード裏書プリンター保守料 71 千円

・コンビニ交付サービス運営経費 895 千円

○ 財　　　源

・（国）中長期在留者住居地届出等事務委託金 180 千円

・（国）個人番号制度システム補助金 8,646 千円

・（県）人口動態調査事務委託金、人口移動調査市町村委託金 30 千円

・総務手数料（住民課窓口・郵送、コンビニ交付証明書委託手数料分） 3,530 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・住基ネット共同利用料 2,112 千円

・住基ネット統合端末ハードウエア保守料 32 千円

・個人番号カード関連事務委任交付金 3,261 千円

○ 財　　　源

・（国）個人番号カード関連事務補助金 3,261 千円

0 0 2,144

・日南町、江府町、大山町、琴浦町、米子市の１市４町での共同利用を行っている。
・社会保障・税番号制度の施行に伴い、個人番号カード発行関連事務を地方公共団体情報システム機構に委任
し、個人番号カード交付に係る事務を窓口で行っている。
・ネットワークシステムの安全で安定した運用と、さらなるセキュリティレベルの向上を図る。

1057
住民基本台帳ネットワークシ
ステム運用事業

5,405 5,405 0 3,261

0 3,530 12,597

・戸籍情報システム、総合行政システムの住民記録業務、住民基本台帳ネットワークシステム、中長期在留者の
情報連携システムを適正に管理・運用することにより住民情報の適正な管理に努める。
・相談や手続きにおける住民の意向を正確に把握し、いかに迅速に対応できるかが肝要である。今後も毎月の
戸籍研究会でのケース検討を重ねるなどして、住民のニーズに合った対応ができるよう努める。
・平成２７年番号法施行から６年あまりが経過し、戸籍事務への番号制度の導入等、今後も制度の拡大が見込
まれることから、最新の情報の収集に努め、正しい制度の理解の浸透と普及に努める。
・住民票、印鑑登録証明書のコンビニ交付サービスにより、住民の利便性向上とマイナンバーカードの普及に努
める。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1055
戸籍住民基本台帳一般事務

24,983 18,732 6,251 8,856

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　　民　　課

(単位:千円)
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02 款　総　務　費

03 項　戸籍住民基本台帳費

01 目　戸籍住民基本台帳費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員給与費（1名分）　　　　 3,045 千円

・需用費（各局電気料）　　　　　　 96 千円

・需用費（ワンストップ行政サービス用複合機トナーキット） 50 千円

・郵券料 48 千円

・事務委託料　　　　　　 92 千円

区　分 戸籍・除籍等 住民票等 各種証明 合計

平成28年度 58件 167件 186件 411件

平成29年度 37件 117件 188件 342件

平成30年度 46件 117件 169件 332件

令和元年度 22件 122件 125件 269件

令和2年度 92件 87件 120件 299件

○ 財　　　源

・総務手数料（ワンストップ分） 149 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・郵券料 90 千円

・委託料（機器の保守料） 36 千円

区　分 令和2年度 令和元年度

申請件数 2件 54件

交付件数 2件 59件

0 0 126

・平成２２年度より県から権限委譲となったパスポートの発行事務を行う。
・今後も県との連携を密にするとともに、研修会にも積極的に参加し、住民サービスの一層の向上を図る。

※申請件数と交付件数が異なるのは、前年度申請で、翌年度交付といった
ケースがあるため

1510
旅券発行事務

126 126 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 149 3,182

・平成１４年から役場以外でも各種証明書が交付できるしくみを構築している。
・郵便局および出張所と連携をとりながら、各種証明書の迅速な交付と利用促進に努める。また、必要に応じて
郵便局等への情報提供を行うなどして住民サービスの向上を図る。

1058
ワンストップ行政システム運
用事業

3,331 3,322 9 0

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　　民　　課

－40－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

03　款　民　生　費

01 目　社会福祉総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・委託料（日南町商工会へ） 7,000 千円

・負担金補助及び交付金 7,000 千円

○ 執行経費

・過疎債ソフト 14,000 千円

14,000 0 0

・日南町住宅改修助成条例に基づき、町民の住環境の向上及び町内の住宅関連産業と日南町の商店の活性を
図るため、町民が住宅の改修を行う場合に経費の一部を補助する。
・補助金の額は交付請求額の１／２以内とし、残額については、日南町商工会発行の「商品券」（町内使用に限
定）で支払うこととし、その業務は、日南町商工会に委託する。
・補助金の上限額が400千円、補助対象下限額が200千円。

1059
民生一般管理事務

14,000 14,000 0 0

01　項　社会福祉費 住　　民　　課

(単位:千円)

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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03　款　民　生　費

01 目　社会福祉総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

国保特別会計の事業状況を把握し、国民健康保険制度の健全な運営を図る。

○ 執行経費

・国保給与費等繰出金 11,008 千円

国保特別会計に計上している人件費相当分を繰り出す。

・国保出産育児費繰出金 560 千円

出産育児一時金の額（420,000円）の2/3に出産見込み件数を乗じて算出した額を繰り出す。

420,000円×2/3×2件＝560,000円

・国保保険基盤安定繰出金（保険税軽減分） 16,166 千円

国保被保険者の保険税負担の緩和を図るとともに、国保の財政基盤の安定に資するため、

保険税軽減相当額（一般被保険者分相当額）を繰り出す。

【財源】　県（３／４）12,124千円　　町（１／４）4,042千円　　

・国保保険基盤安定繰出金（保険者支援分） 9,856 千円

低所得者を多く抱える保険者を支援するため、保険税軽減分と合わせて、平均保険税に

保険税軽減被保険者数を乗じた額の１／２の範囲内の額を繰り出す。

【財源】　国（１／２）4,928千円　　県（１／４）2,464千円　　町（１／４）2,464千円

・財政安定化支援事業繰出金 7,719 千円

国保財政の健全化及び保険税負担の平準化のための地方財政措置を繰り出す。

低所得者負担能力補填分5,963千円　年齢構成差分1,756千円

○ 財　　　源

（国）国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 4,928 千円

（県）国民健康保険基盤安定負担金（保険税軽減分） 12,124 千円

（県）国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 2,464 千円

03　款　民　生　費

03 目　老人福祉費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・一部事務組合負担金 療養給付に係る負担金 98,499 千円

・繰出金 一般管理事務費繰出分 1,488 千円

徴収費繰出分 191 千円

広域連合納付金繰出分 35,616 千円

○ 財　　　源

・（県）保険基盤安定県負担金（県　3/4) 22,420 千円

0 0 113,374

・被保険者の医療給付に係る費用を負担金として広域連合に支出する。
・後期高齢者医療制度を安定的に運用するための特別会計への財源の繰出しを行う。

1481
後期高齢者医療に係る事務

135,794 130,632 5,162 22,420

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 0 25,793

01　項　社会福祉費 住　　民　　課

1061
国民健康保険事業

45,309 49,849 △ 4,540 19,516

(単位:千円)

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

01　項　社会福祉費 住　　民　　課
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03　款　民　生　費

01 項　社会福祉費

06 目　国民年金事務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・給料（１名分） 4,085 千円

・職員手当等 1,859 千円

・共済費 1,291 千円

・需用費（消耗品費） 10 千円

・役務費（電話料、郵券料） 121 千円

・使用料及び賃借料（コピー機使用料） 18 千円

○ 財　　　源

・（国）国民年金事務費交付金 684 千円

04　款　衛生費

01　項　保健衛生費

01　目　保健衛生総務費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員人件費（３名分） 21,198 千円

一般職給料 11,356 千円

職員手当等 6,100 千円

共済費 3,742 千円

・西部広域行政管理組合負担金 4,587 千円

火葬場（「桜の苑」）負担金 4,587 千円

※火葬場「桜の苑」の運営経費を均等・実績等により負担

0 0 25,785

・町民が健康で安全かつ文化的な生活を営むことができる環境を確保し、次世代へ引き継いでいけるよう、自然
的社会的条件に応じた環境の保全及び創造に関する総合的な施策を策定し、実施する。
・西部広域行政管理組合の組織員として、火葬場「桜の苑」の運営協議等にあたる。

1406
保健衛生一般事務費

25,785 28,576 △ 2,791 0

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 0 6,700

・年金事務所、事務センター等と連携し、国民年金被保険者や年金受給者等の身近な窓口として、
　各種届出に関する受付、相談、案内及び各種調査・照会等に適切に対応する。

住　　民　　課

1065
国民年金取扱事務

7,384 7,803 △ 419 684

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　　民　　課

－43－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

01　項　保健衛生費

04　目　環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・環境審議会委員報酬（3,500円×11人×3回） 116 千円

・空き家対策協議会委員報酬（3,500円×9人×2回） 63 千円

・負担金補助及び交付金 520 千円

日南町環境立町推進協議会活動補助金 450 千円

日野川の源流と流域を守る会会費 50 千円

水資源保全全国自治体連絡会負担金 20 千円

・空き家・廃屋対策事業 6,500 千円

老朽危険家屋等解体撤去補助金（上限30万円×10件分） 3,000 千円

空き家除去代執行費用 3,500 千円

・水質検査委託料 1,764 千円

町内河川水の検査委託料(77検体分) 1,426 千円

臨時水質検査委託料（15回分） 338 千円

○ 財　　　源

・過疎債ソフト 3,000 千円

・（県）空き家対策支援事業補助金 1,690 千円

3,000 0 4,273

・日南町環境基本計画に基づき、自然環境の保全や環境負荷の低減について地域と協働した取り組みを実施す
る。
・空き家対策特別措置法に基づき、空き家等が管理不全な状態になることを防止し、町内の生活環境の保全に
寄与する。
・環境保全対策の一環として、水質の汚染が懸念される場所において、水質検査を実施する。

1393
環境保全対策事業

8,963 7,846 1,117 1,690

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　　民　　課
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

01　項　保健衛生費

04　目　環境衛生費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・石見東太陽光発電所維持管理費 4,717 千円

電気料金 156 千円

修繕料 1,000 千円

災害共済保険料 162 千円

除草作業委託料 155 千円

除雪作業委託料 650 千円

電気保安管理業務委託料 449 千円

遠隔監視システム維持管理委託料 2,145 千円

・電気自動車充電設備維持管理 530 千円

電気料金 24 千円

保守・サポートサービス料 506 千円

・家庭用発電設備等導入推進補助金 2,150 千円

太陽光発電導入助成

木質バイオマスストーブ購入助成

家庭用燃料電池システム導入助成

太陽熱温水器購入助成

家庭用蓄電池等導入助成

・貸付金（年度内回収分）

日南町小水力発電公社貸付金 200,000 千円

○ 財　　　源

・（県）鳥取県小規模発電設備等導入推進補助金 1,075 千円

・石見東太陽光発電所売電収入 4,717 千円

千円は、福祉保健課の病院運営事業に充当

・小水力発電事業資金貸付金元利収入 200,000 千円

※差引 8,283

0 204,717 1,605

・石見東太陽光発電所の管理及び運営を行う。（収入見込額：13,000千円）
・地球温暖化対策に貢献することを目的に、持続可能な再生可能エネルギーの活用を推進し、地域経済の進展
を図る。
・自然エネルギーの活用を積極的に支援することにより、家庭での地球温暖化防止などの地球環境の保全につ
いて意識の高揚を図り、環境にやさしい町づくりを推進する。
・㈱日南町小水力発電公社へ経営改善資金を貸付けし、経営の安定を図る。

13,000 千円のうち

1409
新エネルギー推進事業

207,397 207,397 0 1,075

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

住　　民　　課
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

02　項　清　掃　費

01　目　塵芥処理費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・職員人件費（１名分） 7,153 千円

・廃棄物処理費（収集・運搬・焼却処理） 75,083 千円

一般廃棄物処理業委託料 58,389 千円

清掃センター電気・重油（焼却用）代 16,694 千円

・清掃センター施設管理費 10,992 千円

2,134 千円

自家用電気工作物保安・浄化槽管理・施設警備委託料 463 千円

4,191 千円

清掃センター緊急修繕料等 1,000 千円

清掃センター火災保険料 211 千円

活性炭入り消石灰等消耗品費 2,993 千円

・清掃センター修繕工事費 27,927 千円

施工監理 3,685 千円

修繕工事 24,242 千円

・焼却灰処理費 9,192 千円

焼却灰運搬・焼却灰処理（焼成）委託料 8,580 千円

搬出用コンテナ賃借料 462 千円

焼却灰（混合灰）処理負担金（伊賀市） 150 千円

・リサイクル関連費 3,263 千円

1,493 千円

生ごみ堆肥化委託料 1,620 千円

生ごみ処理機等補助事業 150 千円

・西部広域行政管理組合負担金 41,833 千円

不燃物処理 24,293 千円

最終処分 15,188 千円

溶融処理費 135 千円

ごみ処理施設建設費 2,217 千円

3,308 千円

○ 財　　　源

・廃棄物処理手数料 8,515 千円

・資源売却代金 50 千円

・過疎債ハード 27,800 千円

クレーン・CO/O₂ 計・噴射水電動弁・ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀ用空気圧縮機・再燃助燃焼バーナ 点検修繕費

・その他（郵便局指定ごみ袋販売委託料、指定ごみ袋作成料、地元協力金）の経費

27,800 8,565 142,386

・町の一般廃棄物処理基本計画に基づき、一般廃棄物の処理を行う。ごみの減量化、再資源化、適正処理の推
進に努める。清掃センターの管理、ごみの収集、運搬、中間処理（可燃ごみの焼却）を㈱日南清掃に委託して行
う。

ダイオキシン類調査・重金属類の濃度測定・ばい煙・ごみ質・熱灼減量検査委託料

1068
塵芥処理事業

178,751 172,755 5,996 0

乾電池処理負担金・乾電池・蛍光管・布類・軟プラ・ビデオテープ等資源化委託料

住　　民　　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

04　款　衛　生　費

02　項　清　掃　費

02　目　し尿処理費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

・日野町江府町日南町衛生施設組合負担金 32,449 千円

【参考】当初予算ベース

〔R4年度〕 （千円）

均等割 利用割 計 利子等 （充当）

日南 8,523 24,789 33,312 485 △ 1,348 32,449

日野 8,523 17,220 25,743 398 △ 972 25,169

江府 8,523 17,655 26,178 379 △ 1,054 25,503

計 25,569 59,664 85,233 1,262 △ 3,374 83,121

〔R3年度〕 （千円）

均等割 利用割 計 利子等 （充当）

日南 7,874 23,580 31,454 485 △ 1,641 30,298

日野 7,874 14,815 22,689 398 △ 1,350 21,737

江府 7,874 16,722 24,596 379 △ 1,299 23,676

計 23,622 55,116 78,739 1,262 △ 4,290 75,711

〔比　　較〕 （千円）

均等割 利用割 計 利子等 （充当）

日南 649 1,209 1,858 0 293 2,151

日野 649 2,405 3,054 0 378 3,432

江府 649 934 1,583 0 245 1,827

計 1,947 4,548 6,495 0 916 7,410

○ 財　　　源

・過疎債ハード 8,000 千円

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計（し尿・汚泥処理施設管理運営）

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計（し尿・汚泥処理施設管理運営）

（し尿・汚泥処理施設管理運営）

8,000 0 24,449

・日野町、江府町、日南町で組織する衛生施設組合に負担金を拠出し、し尿処理施設の管理及びし尿の収集、
処分等の共同処理を行う。
・一般家庭及び事業所から出るし尿及び汚泥の適切な処理を行い、清潔で衛生的・快適な生活環境の確保を図
る。

清　　化　　園（江府町）
公債費 繰越金

計

1070
し尿・浄化槽汚泥処理事業

32,449 30,298 2,151 0

住　　民　　課

(単位:千円)

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,272 18,038 2,234 1,511 0 960 17,801

○ 事業説明

（１）社会福祉に関する全般的な連絡調整事務

（２）民生委員児童委員活動の推進

     民生委員児童委員２９名と主任児童委員２名で組織する日南町民生児童委員協議会事務局

     を担当し、各委員活動の支援と定例会、研修会を通じて福祉情報の提供と地域福祉課題の把握

   　に努め、町民の福祉向上を図る。令和4年度は3年に一回の改選の年にあたる。

（３）戦没者追悼式の開催

   　戦没者遺族団体と共催で戦没者追悼式を開催し平和への誓いを次の世代に継承する。

（４）放浪者、行旅病人等援護

   　黒坂警察署等関係機関と連携を取り、放浪者、行旅病人等の移動、保護の支援を行う。

（５）虐待等一時避難措置事業

　　 高齢者・障がい者・児童等の虐待等からの一時避難のために、施設入所措置をする。

（６）生活支援ボランティア活動推進

　　養成講座修了者を登録し、生活支援ボランティアとして活動の場を広げる。登録者の活動時間

　　に応じて1回（1時間）100ポイント、年間上限5,000ポイントの行政ポイントを付与する。

　　登録者２０名を想定。

（７）虹の郷建物に係る維持管理（火災保険、消防設備点検、電気保安等小修繕）。

（８）福祉のまちづくり推進事業

　　 高齢者・障がい者等の移動等の円滑化を推進するために、バリアフリー整備に係る

　　費用の一部を国、県、町で助成する。

○ 主な執行経費

職員給与等２名、会計年度任用職員給与等１名分 14,382 千円

報償費 80 千円

民生委員推薦会出席委員報償費 70 千円

追悼式報償費 10 千円

需用費 508 千円

役務費 27 千円

生活支援ボランティア保険加入料 11 千円

追悼式白布クリーニング・郵券 16 千円

委託料 559 千円

緊急一時保護事業委託 300 千円

虹の郷消防設備点検 259 千円

使用料及び賃借料 507 千円

4,203 千円

民生児童委員協議会活動補助 1,736 千円

鳥取県民生委員児童委員大会拠金 10 千円

虹の郷火災保険料、電気保安業務負担金 741 千円

福祉のまちづくり推進補助金

　特定建築物（補助率1/2　国1/4県町1/8） 1,650 千円

　特別特定建築物（補助率2/3　国2/3県町1/6） 66 千円

扶助費 行旅人送致扶助 6 千円

○ 財　　源

・ 虹の郷（障がい者グループホーム・有料老人ホーム）賃料 960 千円

・ バリアフリー環境整備促進事業補助金 1,286 千円

・ 福祉のまちづくり推進補助金 215 千円

・ （県）鳥取県市町村民生委員推薦会開催事業負担金 10 千円

1270
民生一般管理事務

追悼式消耗品、パセオ無料休憩室光熱水費、虹の郷修繕等

（コピー機使用料、パセオ休憩室使用料、NHK受信料）

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

負担金補助及び交付金
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,457 8,428 6,029 0 0 0 14,457

○ 事業説明

社会福祉関係団体に運営費負担金、補助金等の交付を行い、社会福祉活動の支援を行う。

特に地域福祉の中核を担う、社会福祉協議会の重層的取組に向けた体制強化は喫緊の課題であり

外部人材の活用に向けて支援を行う。

○ 主な執行経費

負担金補助及び交付金 14,457 千円

鳥取県社会福祉協議会負担金（町村受託事業負担金） 21 千円

日野郡身体障害者福祉協会負担金 50 千円

日南町手をつなぐ育成会運営補助金 15 千円

7,958 千円

日南町社会福祉協議会運営費補助金（シルバー人材センター事業分） 1,613 千円

日南町社会福祉協議会運営補助金（地域おこし協力隊受入） 4,800 千円

1273
各種団体補助金及び負担金
管理事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

日南町社会福祉協議会運営費補助金（施設感染対策に係る費用）

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,033 4,336 △ 303 192 0 0 3,841

　　　○ 事業説明

　障がい児・者の生活におけるバリアの軽減や支援費の助成を行う。また医療費及び通院・通所費等

を助成し、自立の促進を図るとともに、安心した日常生活を送れるようにサポートを行う。

○ 主な執行経費

報償費 190 千円

身体障がい者・知的障がい者相談員各1名　年額24,900円 50 千円

35 千円

障がい者プラン推進委員会委員報償費 105 千円

需用費 　　法令集等図書費 20 千円

負担金補助及び交付金 837 千円

身体障がい者等住宅改良助成事業

534 千円

障がい者地域生活体験事業

　長期入院や施設入所の障がい者等の地域移行の円滑化のため、

　短期間、仮の住まいで生活体験を行う事業。 55 千円

グループホーム夜間世話人等配置事業

248 千円

扶助費 2,986 千円

障がい児・者在宅生活支援事業 80 千円

障がい者就労促進支援事業

300 千円

障がい者等通院費等助成事業

606 千円

障がい者等医療費助成事業

2,000 千円

○ 財　　源

・ ＧＨ夜間世話人等配置事業県補助金 (補助率1/2） 124 千円

・ 障害児者地域生活体験事業県補助金（補助率1/2） 28 千円

・ 身障者在宅生活支援事業県補助金（補助率1/2） 40 千円

　　心身障がい者（非課税世帯）の通院費等1/4助成

　　身障手帳3・4級、療育手帳Ｂ、精神保健福祉手帳2・3級

　所持者（非課税世帯）の医療費1/2助成

　日常生活の利便性向上のための浴室・トイレ等の改良費助成。

　発作等のある障がい者が安心してグループホーム等を利用できるよ

　う施設に夜間の世話人を配置し、その人件費相当分を補助する。

　　施設入所者の帰省時におけるホームヘルプサービス利用支援事業

　　就労支援施設等へ通う交通費を助成し就労促進を図る。

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1274
障害者サポート事業

要約筆記、手話通訳者派遣費（県西部聴覚障害者センターより通訳者派遣）

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

213,411 208,066 5,345 158,387 0 0 55,024

　　　○ 事業説明

　障害者総合支援法に基づき、障がいのある方の自立のために医療給付等を行うとともに、障害福祉

サービス等利用計画の策定を支援する。

　自立支援給付については、在宅でのホームヘルプサービス、施設入所費等の介護給付費、就労に向け

た訓練及び在宅での生活に向けた訓練へ給付する。

○ 主な執行経費

需用費 受給者証等 6 千円

役務費 371 千円

障害支援区分認定に係る医師意見書作成費 110 千円

261 千円

委託料 1,484 千円

障害者自立支援システム保守料 275 千円

　 同システム改修業務委託料（厚生労働省ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ連携対応等） 1,155 千円

障害者区分認定調査委託料 54 千円

負担金補助及び交付金 358 千円

育成医療医学的審査体制整備負担金等 4 千円

　 障害支援区分認定審査会負担金（西部広域行政管理組合） 354 千円

扶助費 211,192 千円

　 自立支援医療費（更生医療、育成医療）、療養介護医療費 14,796 千円

障がいのある方の日常生活の能力回復を医学的方法により改善を図る。

　 補装具費 1,000 千円

障がいのある方の身体機能を補完する義足、車椅子、補聴器等を給付する。

　 障害福祉サービス

居宅介護 12名 7,200 千円

同行援護 1名 192 千円

生活介護 19名 50,160 千円

療養介護 4名 13,008 千円

短期入所 4名 600 千円

施設入所支援 18名 28,080 千円

共同生活援助 17名 23,460 千円

就労継続支援Ａ型 6名 7,560 千円

就労継続支援Ｂ型 35名 58,380 千円

就労移行支援 1名 516 千円

　 特定障害者特別給付費（施設入所） 18名 1,709 千円

　 特定障害者特別給付費（共同生活援助） 17名 2,040 千円

　 高額障害福祉サービス費 3名 150 千円

　 新高額障害福祉サービス費 168 千円

　 相談支援等給付費 1,995 千円

　 障害児通所給付 2名 144 千円

　 障害児相談支援等給付費 34 千円

○ 財　　源

・ 障害者自立支援給付費国庫負担金　（補助率1/2） 105,592 千円

・ 障害者自立支援給付費県負担金  　（補助率1/4） 52,795 千円

1356
障害者自立支援制度運営事
業

審査支払事務の国保連合会に対する手数料・レセプト審査手数料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,652 8,851 △ 199 5,189 0 0 3,463

○ 事業説明

　市町村が地域の実情に合わせて事業を実施する障害者地域生活支援事業において、必須事業である

相談支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業に加え日中一時支

援事業を実施する。また障がい者及びその家族、地域住民等による地域での自発的な取組を支援する。

　失語症者に対して、失語症者向け意思疎通支援者を派遣し、意思疎通及び情報獲得等を支援すること

で全体の福祉の増進を目指す。

○ 主な執行経費

報償費 法定後見人（補助、保佐、後見）報償費 240 千円

役務費 成年後見制度利用支援事業

成年後見制度利用が必要な知的又は精神障がい者の町長申立費用補助 67 千円

委託料 1,965 千円

相談支援事業 （障がい者からの一般相談業務） 1,506 千円

コミュニケーション支援事業（手話奉仕員等の派遣事業） 369 千円

意思疎通支援事業　（手話奉仕員、点訳朗読奉仕員の養成） 76 千円

成年後見制度法人後見支援事業・理解促進啓発事業 14 千円

負担金補助及び交付金 128 千円

自発的活動支援事業 100 千円

失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 27 千円

自立支援協議会ホームページ運営 1 千円

扶助費 6,252 千円

日常生活用具給付事業　（電動式たん吸引器、ストマ用装具、紙おむつ等）

重度の身体障がい者等への日常生活用具の給付 2,618 千円

移動支援事業　（余暇活動等の外出時の移動支援） 240 千円

日中一時支援事業（日中活動の場の確保・機能訓練余暇活動支援等） 3,394 千円

○ 財　　源

・ 地域生活支援事業国庫補助金 　（補助率35％） 3,027 千円

・ 地域生活支援事業県補助金 　　（補助率1/4） 2,162 千円

1457
地域生活支援事業

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,982 2,830 152 2,230 0 0 752

○ 事業説明

　精神又は身体に著しく重度の障がいがあり、在宅生活において常時特別の介護を必要とする特別障害

者に対して、精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手当を支給し福祉、生活の向上を図る。

○ 主な執行経費

役務費 郵券料 22 千円

扶助費 特別障害者手当等給付 9名 2,960 千円

○ 財　　源

・ 特別障害者手当等給付費国庫負担金 　（補助率3/4） 2,219 千円

・ 特別児童扶養手当事務取扱費交付金 11 千円

福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,280 4,906 374 2,000 0 0 3,280

○ 事業説明

安心生活創造推進事業（支え愛ネットワーク構築事業）

　・日南町社会福祉協議会に人員を配置し、地域、関係機関の連携をコーディネートするとともに、

　　要援護者の把握や見守り活動を行い、住民生活を包括的に支える体制を構築する。

　・日南町災害時における支え愛地域づくり推進事業（対策促進事業、ステップアップ事業、

　　対策継続支援事業）を実施する。

　　　○ 主な執行経費

会計年度任用職員報酬・職員手当等（１名分）　 2,386 千円

需用費 114 千円

役務費 電話・郵券料 27 千円

委託料 2,323 千円

安心生活創造推進事業（支え愛構築事業） 1,300 千円

　　 見守りシステム事業委託料 1,023 千円

負担金補助及び交付金 430 千円

50 千円

50 千円

330 千円

○ 財　　源

・ 生活困窮者自立支援事業費国庫負担金（1/2）　上限2,000千円 2,000 千円

災害時要支援者対策継続支援事業　10千円×33ヶ所

財　　　源　　　内　　　訳

1539
支え愛ネットワーク構築事
業

ロール紙（支え愛マップ作成用）、参考図書、事務消耗品

災害時要支援者対策促進事業　25千円×２ヵ所

災害時要支援対策ステップアップ事業　50千円×1ヶ所

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1509
特別障害者手当支給事務

03  款  民　生　費

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,059 2,042 17 1,207 0 0 852

○ 事業説明

　 ・生活保護受給者以外の生活困窮者を対象に生活相談、就労支援等を行い早期の生活自立につなげる。

・離職者で就労能力及び就労意欲のある者の内、住宅を失っている又は失う可能性のある者を対象と

　して原則６ヶ月間住宅確保給付金を支給し、就労支援を行う。

・町社会福祉協議会への委託により家計改善支援事業を実施し、生活困窮要因の支援を行う。
・急迫している困窮者に対して、本人了承の上で町から作業を依頼し、報酬により緊急支援を行う。

　　　○ 主な執行経費

報酬（821円×8時間×5ケース） 33 千円

需用費 20 千円

役務費 50 千円

委託費 1,200 千円

負担金補助及び交付金（就労支援員負担金） 552 千円

扶助費 （住宅確保給付金） 204 千円

○ 財　　源

・ 生活困窮者自立支援事業費国庫負担金（3/4） 607 千円

・ 生活困窮者自立支援事業費国庫負担金（1/2）　家計改善支援事業 600 千円

1540
生活困窮者自立支援事業

（家計改善支援事業：日南町社協委託）

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

01  目  社会福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,080 10,400 △ 320 4,900 5,100 0 80

○ 事業説明
　 　運転免許を保有しない在宅の高齢者や障がい者等に、「日南町お出かけタクシーチケット」を交付

し、日常生活の利便性向上、地域経済循環の向上、高齢者・障がい者の社会活動の拡大を図る。
交付枚数（400円×50枚）　　年間20,000円／人
対象者 ・70歳以上で運転免許を保有しない者　　

・障がいのある方で運転免許を保有しない者

　①70歳未満で、要介護・要支援認定を受けた者　

　②70歳未満で、身体障害者手帳1・2・3級の交付を受けた者

　③70歳未満で、療育手帳Ａ・Ｂの交付を受けた者

　④70歳未満で、精神障害者保健福祉手帳1・2級の交付を受けた者　
対象人数 　700人（想定対象者）

　　　○ 主な執行経費

役務費 タクシー助成券郵送料 400円(簡易書留)×700人 280 千円

扶助費 タクシー助成 9,800 千円

○ 財　　源
・ 過疎債ソフト（高齢者タクシー助成事業） 5,100 千円

・ 新たな地域交通体系構築支援補助金 4,900 千円

福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,231 2,207 24 1,346 0 0 885

　　　○ 事業説明

（１）長寿者敬老事業

白寿　8名、100歳以上祝　9名

（２）老人クラブ活動支援事業

町老人クラブ連合会に活動補助金を交付する。

単位クラブ(16クラブ）1,651千円、町連合会　369千円
　　　○ 主な執行経費

報償費 （敬老記念品） 85 千円

役務費 33 千円

負担金補助及び交付金 2,113 千円

（県シルバー人材センター負担金） 10 千円

（単位老人ｸﾗﾌﾞ、町老人ｸﾗﾌﾞ連合会補助金） 2,020 千円

西部広域行政管理組合負担金 83 千円

　　　○ 財　　源
・ 在宅福祉事業費（高齢者地域福祉推進事業）県補助金(2/3）　　　 1,346 千円

1279
高齢者いきがい促進事業

白寿（99歳）該当者及び100歳以上高齢者を表敬訪問し、祝詞と記念品を贈り長寿を祝う。

60歳以上の高齢者の仲間づくり、健康づくり、地域活動等を奨励するため、各単位老人クラブと

1557
高齢者等タクシー助成事業

700人×20,000円×0.7（利用率）

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,904 10,536 △ 1,632 0 0 2,850 6,054

○ 事業説明

　養護老人ホーム入所措置事業

　65歳以上の者で心身の状況、住宅等の環境により自宅で日常生活を営む事ができない者を保護措置

し、養護老人ホームに養護を委託する。入所の可否については、入所判定委員会で決定している。

養護委託者見込数 皆生エスポワール ４名

母来寮 １名

○ 主な執行経費

報償費 （入所判定委員会委員報償費） 24 千円

委託料 （２施設養護委託料） 8,880 千円

○ 財　　源

・ 入所者・家族措置費自己負担金 2,850 千円

1280
老人福祉施設入所措置事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

184,129 190,510 △ 6,381 8,364 5,500 0 170,265

○ 事業説明

（１）中山間地域介護サービス確保対策事業 8,000 千円

した場合、事業者に介護報酬基本単位の20％を助成する。

（２）高齢者居住環境整備事業補助 800 千円

高齢者が在宅生活を継続するために住宅改修が必要な者に対して補助を行う。2件。

　・補助要件：住民税非課税世帯で要介護認定を受けている者

　・補助金額：基準限度額　600千円×2/3＝400千円(補助限度額)

（３）介護保険特別会計繰出金 149,368 千円

介護保険特別会計に介護給付費町負担額等その他財源不足額を繰り出しする。

　繰出金 介護給付費 93,103 千円

職員給与費等 23,161 千円

事務費 8,420 千円

10,045 千円

4,253 千円

介護保険料低所得者軽減事業 10,386 千円

（４）介護サービス事業特別会計繰出金 20,861 千円

介護サービス事業特別会計に公債費償還に係る財源不足額及び指定介護予防支援事業

に係る職員給与費等を繰り出しする。

（５）介護保険利用者負担軽減事業 100 千円

社会福祉法人等利用者負担軽減（国庫補助事業）

低所得者に対し利用者負担軽減（介護利用料、食費、居住費の1/4等）を行っている

社会福祉法人に対して軽減額以内の額を補助する。

（６）介護福祉人材育成奨学金 5,000 千円

年間上限1,000千円×5人

 ○ 主な執行経費

負担金補助及び交付金 8,900 千円

貸付金 5,000 千円

繰出金 170,229 千円

○ 財　　源

・ 過疎債ソフト（中山間地域介護サービス確保対策事業） 5,500 千円

・ 介護保険料低所得者軽減事業補助金（国1/2） 5,193 千円

・ 介護保険料低所得者軽減事業補助金（県1/4） 2,596 千円

・ 訪問介護サービス緊急支援事業補助金（県1/2） 500 千円

・ 介護利用者負担軽減事業費補助金（県3/4） 75 千円

地域支援事業（介護予防事業）

地域支援事業（包括的支援・任意事業）

介護福祉士養成校の学費を支援し、町内に居住し町内事業所に勤務すると返還を免除
することができる。制度の見直しを検討する。

前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1281
介護保険事業

事業所から片道20分以上を要する地域に居住する利用者に訪問・通所系の介護サービスを提供

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度
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福祉保健課

03  目  老人福祉費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

931 5,931 △ 5,000 0 0 140 791

　　　○ 事業説明

安定と継続を図る。

（１）高齢者軽度生活援助事業

にサービス提供を委託し、高齢者世帯の在宅での自立生活の安定と継続を支援する。

利用世帯の住民税課税状況により、事業費の2割・3割・5割の自己負担あり。

（２）権利擁護・成年後見サポートセンター事業

　西部圏域を対象とするサポートセンターに利用相談及び研修会等の開催を県及び９市町村で

共同委託し、成年後見制度の推進を図る。

　　　○ 主な執行経費

委託料 931 千円

シルバー人材センター 700 千円

権利擁護・成年後見サポートセンター 231 千円

　　　○ 財　　源

・ 介護予防等支援手数料 140 千円

福祉保健課

04  目  老人福祉施設費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

777 936 △ 159 0 0 0 777

　　　○ 事業説明

　　　　 高齢者生活福祉センター「かすみ荘」を施設管理を行いつつ、活用について継続して検討を行う。

　　　○ 主な執行経費

需用費（電気料金、水道料金、下水道料金） 420 千円

役務費（電話料、保険料） 96 千円

261 千円

　　　

1287
高齢者生活福祉センター管
理運営事務

委託料（消防設備・電気保安協会）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1284
高齢者自立支援事業

　高齢者ひとり暮らし世帯及び高齢者のみ世帯を対象に、軽度生活援助等の支援を行い、自立生活の

　家事援助、買物援助、住宅維持管理など日常生活について、日南町シルバー人材センター

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費

01  項  社会福祉費
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0１　項　社会福祉費 福祉保健課

05　目　特別医療費助成費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

27,267 27,268 △ 1 13,143 0 1,800 12,324

○ 事業説明

　重度心身障がい者、精神障がい者、特定疾病者、小児、ひとり親家庭を対象に医療費を助成する。

○ 主な執行経費

委託料　　　（特別医療費審査支払委託料）　 685 千円

・国保連合会　　 83.7円×300件×12月＝ 301,320 円

・資格チェック手数料 3.3円×675件×12月＝ 26,730 円

・支払基金（医科）　 76.1円×300件×12月＝ 273,960 円

・支払基金（調剤） 40.3円×170件×12月＝ 82,212 円

扶助費　　　（特別医療）

　　　助成対象 26,582 千円

・重度心身障がい者、重度精神障がい者、小児（18才まで） 26,500 千円

　ひとり親家庭、特定疾病者

・小児医療訪問看護 82 千円

○ 財　　源

・ 特別医療審査手数料補助金 342 千円

・ 特別医療助成事業費補助金 12,801 千円

・ 高額医療費繰替戻入金 1,800 千円

1064
特別医療費助成事業

(補助率1/2、対象事業費 709千円)

(補助率1/2、対象事業費31,341千円)

(鳥取県後期高齢者医療広域連合）

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

33,367 34,723 △ 1,356 28,282 0 0 5,085

○

○

需用費 コピー用紙・封筒 32 千円

役務費 認定通知等郵券料（84円×135人×3回） 35 千円

扶助費 ［R3.11月対象者数参考］ 33,300 千円

　支給見込額 15,000円/月× 78人×12月＝ 14,040 千円

10,000円/月×169人×12月＝ 19,080 千円

5,000円/月×　3人×12月＝ 180 千円

　3歳児未満児 （被用者) 延 456人 国37/45・県4/45・町4/45

（非被用者) 延 84人 国2/3・県1/6・町1/6

　3歳以上～

延 1,344人 国2/3・県1/6・町1/6

　　小学校修了前（被用者・非被用者）第3子 延 396人 国2/3・県1/6・町1/6

　　中学生 延 564人 国2/3・県1/6・町1/6

　　特例給付（被用者）（非被用者） 延 36人 国2/3・県1/6・町1/6

計 2,880人

○

・ 児童手当国庫負担金（負担割合　 37/45　・　2/3） 23,264 千円

・ 児童手当県費負担金（負担割合　　4/45　・　1/6） 5,018 千円

財　　源

1066
児童手当支給事務

事業説明

　家庭における生活の安定に寄与するとともに、次世代の社会を担う児童の健全な育成及び
資質向上に資することを目的とし、児童を養育している方に手当を支給する。

主な執行経費

　　小学校修了前（被用者・非被用者）第1･2子

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

03  款  民　生　費
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02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,778 24,121 △ 343 7,907 5,700 0 10,171

○ 事業説明

　誰もが安心して子どもを産み育てることのできる町を目指し、子育て世帯への支援を行う。

（1）母子・父子家庭中学校卒業記念品支給

　　中学校を卒業する母子・父子家庭の生徒に記念品を贈り激励する。

（2）日南町いきいき定住促進条例出産祝金

　　いきいき定住促進条例に基づき少子化対策、子育て支援策として祝金を交付する。

（3）一人親家庭小・中学校入学支度金支給

　　一人親家庭の小・中学校に入学する児童・生徒に支度金20,000円を支給する。

（4）児童扶養手当の支給

（5）子育て世代就労支援事業所内保育事業への補助

（6）母子生活支援施設入所措置事業

（7）高等職業訓練促進給付事業

〇 主な執行経費

報酬 児童扶養手当受給者障害程度判断　嘱託医への報償費 9 千円

報償費 日南町いきいき定住促進条例出産祝金 875 千円

860 千円

　　　　 　　母子・父子家庭中学校卒業記念品支給　5,000円×3人 15 千円

需用費 消耗品 30 千円

役務費 郵券料 50 千円

負担金補助及び交付金 5,782 千円

・子育て世代就労支援 事業所内保育事業 運営費補助 5,500 千円

・事業所内保育　利用料軽減（半額補助） 282 千円

扶助費 17,032 千円

・一人親家庭小・中学校入学支度金20,000円×3人 60 千円

・災害等遺児への手当の支給 1,000円×2人×12月 24 千円

・助産施設・母子生活支援施設入所措置費（国県負担率3/4）

　　助産施設 320,000円×1人 320 千円

　　支援施設 350,000円×1人×12月 4,200 千円

・母子家庭自立支援給付金・父子家庭自立支援給付金（国県負担率3/4）

　　高等技能訓練 100,000円×1人×3月 300 千円

・児童扶養手当（国負担率1/3）　受給対象者見込　　22人

　 多子加算なし・全部支給　43,160円×16人×12月 8,287 千円

多子加算あり・全部支給　53,350円× 6人×12月 3,841 千円

○ 財　　源

・ 過疎債ソフト（子育て世帯就労支援事業所内保育事業） 5,700 千円

・ 助産施設・母子生活支援施設入所措置費（国負担率1/2） 2,260 千円

・ 児童入所施設措置等負担金（県費負担率1/4） 1,130 千円

・ 母子家庭自立支援給付金（国補助率3/4） 225 千円

・ 児童扶養手当（国負担率1/3） 4,042 千円

・ 子育て応援市町村交付金（県1/2） 250 千円

1288
母子父子福祉事務

　 　第1子30,000円×4人、第2子50,000円×5人、第3子以降70,000円×7人

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02  項  児童福祉費 福祉保健課

01  目  児童福祉総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

34,528 36,880 △ 2,352 9,164 1,800 4,971 18,593

○ 事業説明

　 (1)地域子育て支援（拠点）センター事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 8,940 千円

　(2)ファミリー・サポート・センター事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 100 千円

　(3)放課後児童クラブ事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 11,609 千円

利用料1/2軽減継続。

　(4)0歳児預かり保育事業（運営主体：日南町社会福祉協議会） 3,251 千円

　(5)親子絵本のお城事業 151 千円

  (6)病児及び病後児保育事業　　 350 千円

日南病院での病後児保育、日野病院での病児・病後児保育事業を実施する。

　(7)新生児誕生記念絵本配布事業 160 千円

　(8)こどもゆめ基金運営審議会委員報償費 105 千円

　(9)こどもの森事業損害賠償保険 57 千円

　(10)こどもゆめ基金の積み立て（基金利子の積み立て） 82 千円

　(11)ゆめ基金子育て講演会 2,240 千円

　(12)在宅育児世帯サポート事業 7,200 千円

　県1/2補助。 5,400 千円

・就学前の児童を家庭で保育する世帯に経済的支援を行う。単町。 1,800 千円

○ 主な執行経費

報償費 （運営審議会委員報酬） 105 千円

需用費 221 千円

役務費 （支援センター火災保険料・関連事業通信費） 289 千円

委託料 （子育て支援委託業務、ゆめ基金子育て講演会実施委託） 26,251 千円

備品購入費 （親子絵本のお城事業に係る図書購入） 130 千円

（病児病後児保育事業日野病院負担金） 250 千円

扶助費 （在宅育児世帯支援事業） 7,200 千円

積立金 （日南町こどもゆめ基金預金利子） 82 千円

・0歳児を家庭で保育する世帯に月30,000円の現金を給付し、家庭保育の経済的支援を行う
(18世帯分)。

　4歳未満児　30,000円/月(5世帯分)

（新生児誕生記念絵本ほか）

学校の長期休業中及び平日の放課後、就労や病気等の理由により昼間保護者が家庭にいない
児童に対して遊びや学習の場を提供し子育てを支援する。（対象年齢小学校1年生～6年生）

0歳児を育児している家庭の育児と就業の両立を支援するため、預かり保育を行う。
利用料1/2軽減継続。

乳幼児期における絵本との出会いは、親子での読書が最初の機会であり、その後の情操の成
長に大きな影響がある。これを促進するため、図書館読書指導事業として実施する。

新生児に絵本を配布し親子での読書が全ての子育て家庭に取り入れられる環境を提供する。

「尾木ママ流共感子育て講演会」を開催する。開催にあたっては新型コロナウイルス感染症
への対策を講じ、アシスト日南に実施業務を委託する。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1291
地域子育て支援事業

子育て家庭の育児不安解消と子育ての仲間づくりを図るため、いつでも自由に利用できる子
育て支援センターを開設。（開設日：祝祭日以外の月～土曜日）

子育て支援サービス利用会員と、サービス提供会員を登録・管理し、保育園の送迎など保護
者が一時的にサービスを必要とする場合、利用申込みの受付、提供会員の紹介など仲立ち役
となるセンターを運営する。

03  款  民　生　費

事　業　名 本年度 前年度

負担金補助及び交付金
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○

・ 子ども・子育て支援交付金（国1/3） 4,053 千円

・ 鳥取県子ども・子育て支援交付金（1/3） 4,053 千円

・ 鳥取県放課後健全育成事業補助金（1/2） 178 千円

・ 鳥取県病児保育事業補助金（1/2） 50 千円

・ 在宅育児世帯支援事業費補助金（県1/2） 750 千円

・ 子育て応援市町村交付金（県1/2） 80 千円

・ 放課後児童保育施設利用料 1,495 千円

・ 病児病後児保育事業自己負担金 25 千円

・ ０歳児預かり保育施設利用料 72 千円

・ 日南町こどもゆめ基金繰入金 2,397 千円

・ 日南町こどもゆめ基金利子収入 82 千円

・ 子育て支援センター太陽光発電売電収入 900 千円

・ 過疎債ソフト（在宅育児世帯支援事業（単町事業分）） 1,800 千円

03  項  生活保護費 福祉保健課

01  目  生活保護総務費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,882 21,896 △ 3,014 491 0 0 18,391

○ 事業説明

・関係職員等研修・啓発事業

　所内研修・県・国が主催する研修に参加することにより、生活保護現業員の資質向上を図る。

・被保護者に対する見舞金支給事務（鳥取県からの委託事業）

　生活保護受給者に対して見舞金を支給する。

○ 主な執行経費

報酬 （精神科・歯科嘱託医） 326 千円

職員給料 8,621 千円

職員手当等 4,877 千円

共済費 2,758 千円

旅費 （扶養義務調査、職員研修） 338 千円

需用費 349 千円

役務費 （調査等手数料、郵券料、携帯電話利用料等） 825 千円

委託料 （内科嘱託医派遣委託、システム保守管理等） 183 千円

備品購入費 （訪問用携帯電話1台購入費） 29 千円

（就労支援員共同設置負担金） 360 千円

扶助費 （見舞金） 216 千円

○ 財　　　源

・ 生活困窮者自立支援事業費国庫負担金 270 千円

・ 見舞金支給県委託金（県：10/10） 218 千円

・ 生活保護調査費委託金 3 千円

（研究図書、消耗品、印刷製本費、燃料等）

1506
生活保護総務費

　生活保護の適正実施に努め、被保護者等の最低限度の生活の保障及び自立を助長するという

生活保護法の目的を達成するため、保健・医療・福祉に係る関係機関及び民生委員等との連携の

もと、総合的な保護の実施の推進に努める。

（査察指導員１名・現業員１名・会計年度任用職員１名）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

負担金補助及び交付金

財　　源

03  款  民　生　費
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03  款  民　生　費

03  項  生活保護費 福祉保健課

02  目  生活保護扶助費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

74,854 64,398 10,456 56,966 0 1,714 16,174

○ 事業説明

被保護者に生活費、住宅費、医療費等の保護費を適正に給付し生活の安定と自立支援を促進する。

○ 主な執行経費

扶助費 74,854 千円

　生活扶助費（生活扶助費、被服費等）　 16,740 千円

　住宅扶助費（家賃、地代、住宅修繕費等） 3,204 千円

　教育扶助費（教材費、学校費、給食費等） 240 千円

　医療扶助費（医療費、移送費、治療材料代等） 37,065 千円

　介護扶助費（介護保険対象、同対象外） 6,600 千円

　出産扶助費 259 千円

　生業扶助費（高等学校学校費等） 276 千円

　葬祭扶助費 390 千円

　施設事務費（救護施設入所者） 10,080 千円

○ 財　　　源

・ 生活保護費国庫負担金（国３/４）

医療扶助費負担金 27,798 千円

生活扶助費負担金 23,139 千円

介護扶助費負担金 4,950 千円

・ 県負担金（居住地不明者分・県１/４） 1,079 千円

・ 生活保護費返還金・徴収金 1,714 千円

1507
生活保護扶助費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

04  款  衛　生　費

01  項  保健衛生費 福祉保健課

01  目  保健衛生総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

38,590 41,646 △ 3,056 0 0 156 38,434

○ 事業説明

健康福祉センターほほえみの里（地域包括支援センターを併設）の管理運営を行う。

○ 主な執行経費

職員給与等 （保健担当職員6名分） 31,852 千円

旅費 （専門職研修旅費） 152 千円

需用費 （施設維持消耗品、光熱水費等） 2,996 千円

役務費 （施設維持点検費等） 1,143 千円

委託料 （施設管理委託料等） 1,412 千円

使用料及び賃借料 （コピー機使用料、ＡＥＤリース等） 322 千円

負担金補助及び交付金（一部事務組合負担金等） 633 千円

公課費 （車両重量税） 80 千円

○ 財　　源

・ 諸収入 （看護学生受け入れ実習指導料） 152 千円

・ 私用コピー料 4 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1296
健康福祉センター管理運営
事務

保健・医療・福祉の連携を基本とする住民の健康づくりと保健福祉サービスの拠点施設である

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

04  款  衛　生　費

01  項  保健衛生費　 福祉保健課

02  目  予　防　費　　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,117 16,793 2,324 3,145 0 1,508 14,464

○ 事業説明

１.予防接種一般

・ 予防接種法に基づき実施（すべて個別接種）。

・ 目的：その疾病の個人の発病または重症化を防止し、併せてまん延を予防する。

（１） 定期の予防接種・Ａ類疾病

（２） 定期予防接種・Ｂ類疾病

（３） 任意予防接種

２.新型コロナウイルスワクチン接種

・

３.狂犬病予防接種

・ 狂犬病予防及び犬の登録を行う。

・ 飼い主に飼い犬、飼い猫のマナーの啓発を行う。

・ 飼い主のいない猫の不妊去勢手術を行う者に対して費用の一部を助成する。

○ 主な執行経費
給料等 （新型コロナウイルスワクチン接種に係る会計年度任用職員） 1,557 千円
需用費 187 千円

役務費 1,113 千円

委託料 14,634 千円

負担金補助及び交付金 1,626 千円

○ 財　　源

・ 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業国庫補助金 2,382 千円

・ 国保会計繰入金（国保被保険者インフルエンザ費用負担金） 1,411 千円

・ 子育て応援市町村交付金（県1/2、任意接種費用助成等） 500 千円

・ 感染症予防事業費等国庫負担（補助）金（風しん追加的対策事業） 210 千円

・ 風しんワクチン接種費緊急助成事業補助金（県1/2） 23 千円

・ 飼い主のいない猫対策推進費補助金（県1/2） 30 千円

・ 狂犬病予防注射手数料 97 千円

（任意予防接種（高校生以下インフルエンザﾞ、風しん、おたふくかぜ、
Ｂ型肝炎）に係る費用助成、高齢者肺炎球菌ワクチン接種に係る日南病院
利用促進事業、飼い主のいない猫不妊去勢手術費助成）

　予防接種法に定めはないが、生活保護世帯及び高校生以下のインフルエンザ、風しん（妊婦の
配偶者・同居者、妊娠を希望する女性及び配偶者・同居者、平成2年4月2日以前に生まれた者）、
おたふくかぜ、Ｂ型肝炎のワクチン接種を希望する者に対して費用助成を行う。

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種を令和3年2月17日から令和4年9月30日までの期間
で実施。感染拡大防止及び重症化予防を目指す。初回接種及び追加接種を全額公費負担で実施。

（感染症対策業務消耗品、予防接種案内通知用紙、狂犬病予防接種済証、
印刷製本費等）

（予防接種通知送付に係る郵券料、新型コロナウイルスワクチン接種イン
ターネット予約システムに係る通信運搬費）

（予防接種医療機関委託料、犬の鑑札及び狂犬病予防注射票交付事務並び
に手数料収納事務委託料）

1298
予防衛生一般事業

　ジフテリア、百日せき、破傷風、急性灰白髄炎（ポリオ）、麻しん、風しん、日本脳炎、結
核、ＨｉＢ感染症、肺炎球菌感染症（小児限定）、ヒトパピローマウイルス感染症、水痘、Ｂ型
肝炎及びロタウイルスの計14種類の疾病予防のためワクチン接種を実施。

【事業延長】風しん追加的対策事業（風しん第5期定期接種）：令和元年度から令和3年度の3カ年
事業を令和6年度まで延長し、抗体保有率の目標達成を目指す。対象者は変更なし（昭和37年4月2
日から昭和54年4月1日生まれの男性）

【積極的接種勧奨の再開】子宮頸がん予防接種（ﾋﾄﾊﾟﾋﾟﾛｰﾏ感染症）：平成25年6月から、接種後
の副反応の影響により積極的勧奨を差し控え。令和4年4月から積極的接種勧奨が再開となる。

　インフルエンザ（高齢者に限る）、肺炎球菌感染症（高齢者に限る）のワクチン接種を実施。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,776 15,252 524 564 0 0 15,212

○ 事業説明

事業内容

・

・

・

・ 検診種別

取り組み内容

・ 集団検診を６.５日間（年１０回）実施する。

・

・

・

・

・

・

・

・

○ 主な執行経費

報償費 （胃内視鏡画像読影医師） 32 千円

需用費 （がん検診事業に係る事務用品、検査容器等） 118 千円

印刷製本費 （医療機関検診用 子宮・乳・胃がん検診受診票等） 128 千円

役務費 郵券料（医療機関検診受診票、結果等） 155 千円

委託料 （鳥取県保健事業団、医療機関） 15,333 千円

使用料及び賃借料 （コピー機使用料） 10 千円

○ 財　　源

・ 鳥取県休日がん検診実施支援補助金（県2/3） 213 千円

・ 市町村と連携して行う胃がん対策事業補助金（県1/2） 211 千円

・ 鳥取県大腸がん検診特別推進支援補助金（県1/2） 140 千円

全国健康保険協会（協会けんぽ）鳥取支部との健康づくり事業に関する包括連携協定を締結して
いることから、明確化している日南町の健康課題の解決に向け、両者が協働して健康づくりを推
進する。今年度も引き続き、健診・がん検診の啓発・受診勧奨を中心に、働き盛り世代の健康づ
くりに重点を置き、さまざまな方法（啓発物の工夫等）で取り組む。また、事業所へ向けた受診
勧奨など協会けんぽ保健師と連携した働き盛り世代の健康づくりに取り組む。

鳥取県が実施する「市町村と連携して行う胃がん対策事業（補助事業）」を活用し、ピロリ菌検
査によるリスク層別化検査を実施し、胃がん対策に取り組む。対象は２０～６５歳で、過去に検
査を受けたことがない人であるが、４０歳以上は胃がん検診とあわせて検査を実施をする。
ピロリ菌検査をきっかけとした胃がん検診受診率増加や、ピロリ菌陽性者の除菌を勧めることに
より、将来的な胃がん発症のリスク低下や死亡の減少を目指す。

「鳥取県大腸がん検診特別推進支援補助金」を活用し大腸がん検診受診率向上を目指す。具体的
には、検査キットの郵送や訪問により手渡しし、集団検診日に受診できない方等の受診につなげ
る。特に、モデル地区介入時に活用する。

集団検診は予約制とし、待ち時間の短縮、感染対策等行い、安心・安全な検診を実施する。

検診自己負担金は無料とし、セット検診、休日検診（２日、土・日）、女性検診医療機関（西伯
病院・日野病院）委託、胃がん検診医療機関（西伯病院・江尾診療所・日南病院・日野病院）委
託、大腸がん検診の窓口受付により受けやすい体制をつくる。

集団検診とあわせて、午後同会場で働き盛り向けの健康づくりセミナーを開催する日を設ける。

地区診断を行い、地区保健委員や協会けんぽ保健師と連携して、住民や事業所への啓発活動に重
点的に取り組む。

町内７地域のうちモデル地区を設定し、重点的に検診受診勧奨を行う。近年受診率が低い地域を
モデル地区とし、より効果的な受診勧奨を考え、受診率向上につなげる。

1301
がん検診事業

がん対策基本法に基づき、集団検診（中央１か所、セット検診）にて、各がん検診を実施する。

子宮がん及び乳がん検診の医療機関検診（西伯病院）を実施する。

胃がん検診の医療機関検診（日南病院、日野病院、西伯病院及び江尾診療所）を実施する。

胃がん（４０歳以上）、肺がん（４０歳以上）、大腸がん（４０歳以上）
子宮がん（２０歳以上・女性）、乳がん（４０歳以上隔年・女性）

01  項  保健衛生費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,503 7,130 373 790 300 7 6,406

○ 事業説明

・ 主に母子保健法、発達障害者支援法及び子ども子育て支援法に基づき事業実施する。

（１） 乳幼児健診

（２） その他母子保健相談指導事業

（３） 母子健診相談指導事業との連携事業

（４） 子育て支援アプリ情報配信サービスの提供

（５） 乳幼児期からの食育推進事業

○ 主な執行経費

報酬 （健診介助、育児教室介助者等） 128 千円

報償費 （健診医師、育児教室講師等） 1,418 千円

旅費 費用弁償（巡回発達相談指導事業） 16 千円

需用費 130 千円

印刷製本費 20 千円

役務費 （郵券料・子育て支援アプリ情報配信通信費） 270 千円

委託料 3,061 千円

使用料及び賃借料 （医師送迎タクシー） 372 千円

負担金補助及び交付金 （不妊治療費助成、ｱｰﾄｽﾀｰﾄ活動支援事業補助等） 1,440 千円

扶助費 648 千円

○ 財　　源

・ 市町村子育て応援交付金（県1/2） 501 千円

・ 未熟児養育事業費国庫負担金（国1/2） 146 千円

・ 未熟児養育事業費県負担金（県1/4） 73 千円

・ 鳥取県アートスタート活動支援事業補助金（県1/2） 70 千円

・ 過疎債ソフト（家庭看護力向上支援事業） 300 千円

・ 未熟児養育事業費自己負担金 7 千円

　育児教室（離乳食幼児食講習会）において、食育推進計画に基づき、子育て支援セ
ンター及び食育推進協議会と連携して健やかな食育支援を行う。

（育児教室消耗品費、健診教材費、離乳食講習会教材費等）

（歯科衛生士業務、1歳半3歳児健診精密検査、妊婦健診、
新生児聴覚検査、産後ケア事業）

（未熟児養育医療費、妊婦歯科健診費用助成、生後1ヶ月
母子健診費用助成）

1302
母子健診相談指導事業

 　乳児（4か月･7か月･10か月･12か月）、1歳6か月児、3歳児及び5歳児を対象に健康
診査を実施。各種健診、合計12回実施。

　健診以外に、不妊治療費や未熟児養育医療費の助成事業、母子健康手帳及び妊婦健
診受診券・新生児聴覚検査受診券･産後健診受診券の交付、妊婦歯科健診費用助成、
産後ケア事業、育児教室（赤ちゃんを迎えるためのパパママ応援教室、離乳食幼児食
講習会、おやこふれあい教室、家庭看護力向上支援事業）や乳児期の歯科保健対策事
業、訪問事業等を実施。

　子育て支援、発達支援、児童虐待及び配偶者等による暴力防止対策等を行うにあた
り、適宜、開業助産師や子育て支援センター、保育園、小中学校、教育委員会、鳥取
大学、その他外部支援機関等と連携協同して事業を実施する。

　子育て支援サービスとして、スマートフォン向けアプリケーションを提供し、妊娠
中の記録、乳幼児健診等の子どもの成長記録や、予防接種のスケジュール管理を簡単
に行う。妊娠・子育て等に関する情報が適時に得られることで、妊娠期から切れ目な
く安心安全な子育て支援を行い、子育て・育児負担の軽減及び不安や孤立化の解消を
図る。

01  項  保健衛生費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－68－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

04  款  衛　生　費

福祉保健課

03  目  健康対策費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,353 1,929 424 627 0 0 1,726

○ 事業説明

（１）にこにこ健康にちなん２１
・

・

・ 計画に係る啓発媒体を作成・活用し、地域の健康教育等で計画推進を行う。

（２）食育推進事業

　１．食育推進地区活動
・

・

・ 地域での課題やニーズに応じた自主的な活動の支援を行う。

　２．親子の食育体験
・

　３．食育推進員研修
・

（３）健康増進事業

　健康増進法に基づき、以下の事業を実施し、住民の健康づくりと疾病予防を積極的に行う。

　１．健康手帳の交付
・ 健康手帳や健康管理ファイルを交付することで、経年的に健康管理を進める。

　２．健康診査
・

・

・

・ 鳥取県保健事業団に健診事業を委託し、実施にあたっては日南町国保と共同実施する。

・ 検診種別

検査等リスク層別化検査、⑦風しん抗体検査

　３．健康教育
・

・

・

　４．健康相談
・ 随時、電話相談、来所相談など、個々の相談に応じて必要な指導や助言を行う。

・ 集団検診会場で、歯と口腔の健康相談、骨密度測定、血管年齢測定の個別相談を行う。

地域の健康教室や病態別教室（生活習慣病予防、歯周病予防、骨粗鬆症予防、糖尿病予防、住民
主体の健康教室、こころの健康づくり等）などを実施。また、日南町国保と連携してノルディッ
ク・ウォークを推進する（ノルディック・ウォーク＆ラジオ体操教室は国保会計で継続実施）。

日南町の健康課題である働き盛り世代の健康づくりを重点に取り組む。

特定健康診査結果より、日南町国保の特定保健指導対象者に対し、集団での保健指導（健康教
育、個別相談）を行う。

①特定健康診査（４０～７４歳）、②高齢者の健康診査（７５歳以上）、

③一般健康診査（健康増進法に基づく健診：４０歳以上の生活保護受給者等、

２０～３９歳で健診を受ける機会がない者）、④Ｂ・Ｃ型肝炎ウイルス検診

（４０～６０歳で５歳きざみの未受検者）、⑤各がん検診、⑥ピロリ菌抗体

　※③④⑤⑥⑦の実施主体は市町村

将来を担う子どもへの食育、そして子どもの成長に大きくかかわる保護者や地域、小中学校・保
育園、子育て支援センターと連携を図り食育を推進する。

住民参加型の食生活改善を進める健康づくりを連携して行うため、食育推進員の育成と組織運営
を支援する（教育研修を年４回開催）。

集団検診を中央１か所（総合文化センター）にて、セット検診で６.５日間（年１０回）実施。

健康診査を受ける機会がない２０～３９歳の者や生活保護受給者等に対して健康診査を実施。

未受検者で検査を希望した方へＢ・Ｃ型肝炎ウイルス検診を実施。

1304
健康増進事業

各法律に基づき令和2年度に策定した健康増進計画、食育推進計画及び自死対策計画を一体化した
「にこにこ健康にちなん２１」（令和3～11年度）を基本に日南町民の健康づくりを推進する。
年１回推進委員会を開催し、計画の進捗管理を行う。推進委員会において、次年度の重点活動方
針について協議する。

食育基本法（平成１７年制定）に基づき、生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育
むための食育を推進し、食について関心を持ってもらう。

令和３～７年度までの５年間を対象として国が策定する第４次食育推進基本計画や、「にこにこ
健康にちなん２１」に基づいて食育を推進する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

01  項  保健衛生費
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　５．機能訓練

・

　６．訪問指導
・

・

（４）働き盛りの健康づくり事業

　１．働き盛りの健康づくり 参加型健康セミナー
・

・

○ 主な執行経費

報酬 （会計年度任用職員パート、検診介助者等） 329 千円

報償費 （健康づくり計画推進に係る医師・講演会講師、

　　　　 　働き盛りの健康づくり 参加型健康セミナーLIVE 等） 645 千円

需用費 （保健事業及び食育推進等に係る教材、消耗品等） 339 千円

印刷製本費 （健康づくり計画書 概要版冊子、精密検査紹介状） 441 千円

役務費 （包丁研ぎ代） 170 千円

（郵券料：健康相談、食育推進、肝炎ウイルス検査、糖尿病教室等）

委託料 （保健事業団委託：一般健康診査、肝炎ウイルス検査等） 379 千円

使用料及び賃借料 （コピー代） 50 千円

○ 財　　源

・ 健康増進事業県補助金（県2/3） 627 千円

特定健康診査結果より、日南町国保の特定保健指導対象者に個別訪問し、指導を行う。

日南町の健康課題である「働き盛り世代の健康づくり」の解決に向けて、働き盛り世代が運動習
慣を持つきっかけを作り生活習慣改善につなげ、健康づくりに取り組む者を増やすことを目的と
して、参加型健康セミナーを実施する。働き盛り世代の住民検診受診率向上にも期待して、休日
検診日の午後に検診会場にて働き盛り世代向けの健康づくりセミナーを開催する。受講後の支援
や個別相談は保健師・管理栄養士が実施する。

近年の状況を考慮し、開催時期等によっては、感染症対策を図れるよう、オンラインでの参加型
セミナーも開催できるよう計画する。

身体又は精神機能が低下している者を対象に、年２回交流学習会（ほほえみの会）を開催し、作
業療法等を通して、閉じこもり防止等の社会的リハビリテーションを行う。

保健師、管理栄養士等が対象者に応じた相談・支援を行う（生活相談、住民検診後の精密検査受
診勧奨、独居・虚弱高齢者、身体・知的・精神障がい者、災害時の安否確認および不安の緩和
等）。
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04  款  衛　生　費

福祉保健課

01 目  病院費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

371,697 426,792 △ 55,095 1,675 0 24,984 345,038

○ 事業説明

日南病院運営に係る補助及び負担金

○ 主な執行経費

負担金補助及び交付金　（鳥取県自治体病院補助金） 1,675 千円

日南病院事業会計負担金　（繰出金） 369,269 千円

積立金　（地域医療総合確保基金預金利子積立） 753 千円

○ 財　　源

・ 鳥取県自治体病院補助金（県1/2） 1,675 千円

・ 地域医療総合確保基金繰入金 15,948 千円

・ 売電収入 8,283 千円

・ 地域医療総合確保基金利子収入 753 千円

1306
病院運営事業

04  項  病院費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費  

01　項　農 　業 　費  農業委員会

01　目　農業委員会費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬（農業委員・農地利用最適化推進委員報酬） 8,448 千円
報償費（各種啓発活動謝金等） 60 千円
需用費、印刷製本費 122 千円
役務費（電話料、郵券料、通信費） 205 千円
使用料及び賃借料（コピー機使用料） 2 千円
負担金補助及び交付金 154 千円

県農業会議拠出金、県会長協議会負担金、西部会長協議会負担金等

○ 財　　源

20 千円

鳥取県農地利用最適化交付金（国　補助率定額） 4,030 千円

農地集積・集約化対策事業費補助金（国　補助率定額） 258 千円

06　款　農林水産業費  

01　項　農 　業 　費  農業委員会

01　目　農業委員会費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬（会計年度任用職員　2か月分） 300 千円

役務費（電話料、郵券料） 50 千円

使用料及び賃借料（コピー機使用料） 40 千円

○ 財　　源

農業者年金業務受託収入（国　定額補助） 200 千円

0 200 190

　（独）農業者年金基金が行う農業者年金業務の受託事務を行う。併せて、農業者年金への
加入促進や友の会組織の活性化等についても取り組む。

1200
農業者年金事務受託事務

390 390 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 0 4,683

　農業委員会総会（年12回）及び各部会（農政、農地、農年）を開催し、農地法や農業経営
基盤強化促進法に基づく認可及び決定等を行う。
　農業委員及び農地利用最適化推進委員の活動として、人・農地プランの見直しや農地利用
最適化の推進、情報紙「いなほ」の発行による農家への積極的な情報提供などに取り組む。

農業経営基盤強化措置特別会計事務取扱交付金(国　定額補助）

1197
農業委員会事務

8,991 8,821 170 4,308

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費  

01　項　農 　業 　費  農業委員会

01　目　農業委員会費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬（会計年度任用職員　6か月分） 900 千円

職員手当（会計年度任用職員） 400 千円

共済費（会計年度任用職員） 330 千円

旅費 391 千円

　全国農業委員会会長大会参加旅費（2回） 305 千円

　会計年度任用職員分、通勤手当 86 千円

役務費（ドローン撮影業務） 30 千円

○ 財　　源

農地集積・集約化対策事業費補助金 76 千円

06　款　農林水産業費  

01　項　 農 　業 　費  農業委員会

02　目　農業総務費  （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

給料 7,899 千円

職員手当等 5,348 千円

共済費 　 2,698 千円

需用費（消耗品費、印刷費） 100 千円

○ 財　　源

鳥取県農業委員会補助金（職員設置費に係る補助金　国　定額補助） 2,212 千円

0 0 13,833

　農業委員会事務局に一般事務職員を２名配置し、農地法関連事務や農業者年金関連事務等
に従事する。農地行政の適切な運用を図るため、税務所管課と連携して非農地通知事務を行
う。

1201
農業総務一般事務

16,045 15,914 131 2,212

0 0 1,975

　鳥取県農業農村担い手育成機構と連携を図ることで、優良農地を確保し農地の有効利用を
推進して担い手への農地の集積・集約化を促進する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1568
機構集積支援事業

2,051 2,879 △ 828 76

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費  

01　項　 農 　業 　費  農業委員会

03　目　農業振興費  （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 3,000 千円

○ 財　　源

過疎債ソフト 3,000 千円

3,000 0 0

　 認定農業者等の担い手が農地を賃借契約により新規に借りる場合に助成金を交付（10a当
たり10千円）することにより、経営規模拡大意欲を喚起し、担い手への農地集積の促進と遊
休農地の防止を図るとともに、農地の流動化と安定的な農業経営体の育成を推進する。

1203
規模拡大農業者支援事業

3,000 4,000 △ 1,000 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

02　目　農業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

①職員給料・手当等 39,091 千円

 （職員6名、再任用1名、鳥獣被害対策チーフ1名、実施隊員1名）

②共済費 8,125 千円

③旅費 104 千円

④需用費 ・現代農業図書代、日本農業新聞代等 45 千円

・鳥獣被害対策実施隊員活動資材費 200 千円

⑤委託料 農業集落支援モデル事業(多里地区、2年目) 3,500 千円

35 千円

・日野郡産米改良協会負担金 23 千円

・鳥取県農業士連絡協議会会費 12 千円

○ 財源

・日野郡鳥獣被害対策協議会からの負担金 3,103 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①委託料 農業後継者育成事業 28,897 千円

6,972 千円

・新規就農者農地賃借料助成事業補助金 250 千円

・農業次世代人材投資資金（継続2名、新規1名） 5,092 千円

・担い手育成対策事業補助金 630 千円

・収入保険制度支援対策事業補助金 1,000 千円

○ 財源

①農業次世代人材投資資金　 　　（補助率10/10） 5,092 千円

②過疎債ソフト 1,000 千円

　農地利用の最適化や担い手の育成確保を通じて地域の農業振興を図ることを目的に、集落
支援員制度を活用した集落支援のモデル事業を実施する。

1108
農業総務一般事務

51,100 53,946 △ 2,846 0

②負担金補助及び交付金

・平成２１年度から実施している日南町農業研修生制度により、農業技術習得のための研修
事業を委託により実施し、新規就農者の育成を図る。

・認定新規就農者が行う農業用施設・機械等の導入に対しての支援及び就農後のフォロー
アップを関係機関と連携して実施する。

・就農初期段階の青年就農者に対して、農業次世代人材投資事業により就農直後の所得を確
保し、農業経営の安定化を支援する。県や農協、指導農業士、農業委員等関係機関によるサ
ポート体制を強化する。

・集落営農組織の法人化の促進や法人経営の安定・強化を目的に、新規に雇用する従業員に
対し、その保険料の一部を助成する。

・近年増加傾向の各種災害や価格変動、病気やけがなどによる収入減少を補填する制度とし
て創設された収入保険制度の加入促進を図り、農業者や農業法人の経営安定のため、その掛
金の一部を助成する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

財　　　源　　　内　　　訳

1140
農業後継者育成対策事業

35,869 38,890 △ 3,021 5,092 1,000 0 29,777

⑥負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

0 3,103 47,997

　町内の農家、農業団体、農業関連機関等との連携を図り、農業の振興を図る。
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06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

02　目　農業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

○ 事業説明

　　　○ 執行経費

負担金補助及び交付金 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業交付資金 216 千円

　対象野菜：夏秋トマト、夏秋ピーマン、ブロッコリー

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

○ 事業説明

　　　○ 執行経費　

①負担金補助及び交付金 36,246 千円

　　・がんばる農家プラン事業費補助金（補助率1/2） 32,233 千円

　（１）プラン継続分　5件 事業費： 59,120 千円

　（２）プラン新規分　1件 事業費： 5,346 千円

　　・日南町意欲ある農業者支援助成金 3,000 千円

（事業費の1/3　上限500千円）  6件

　　・スマート農業社会実装促進事業（補助率1/2） 1,013 千円

○ 財源

①鳥取県がんばる農家プラン事業費補助金（補助率1/3) 21,488 千円

②スマート農業社会実装促進事業補助金　（補助率1/3) 675 千円

③過疎債ソフト 3,000 千円

3,000 0 11,083
1146
21世紀水田農業確立対策事
業

36,246 33,245 3,001 22,163

　野菜価格が著しく低落した場合、生産者の経営に及ぼす影響を緩和するため、生産者に対
し価格差補給金を交付して野菜価格の安定を図り、特定野菜の集団産地の発展育成を推進す
る。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

・がんばる農家プラン支援事業
　元気で意欲のある農業者や農業団体による創意工夫を活かした積極的な取り組みを支援
し、優良担い手の育成と営農体制の整備を図る。
・スマート農業社会実装促進事業
　高齢化等による担い手の減少が急速に進む中、スマート農業技術の現場への普及拡大を支
援することにより、作業等の省力化を図り、もって持続可能な農業を実現する。
・日南町意欲ある農業者支援事業
　農業者の所得の向上及び地域農業の振興、農地の有効活用を図るために、販売を目的に行
う農業生産に必要な農機具等を導入する農業者に導入費用の一部を助成する。なお、令和元
年度から補助金の上限額を５０万円に増額しており、３年の営農計画を達成していれば、さ
らに３年間の営農計画に対し助成を行う。

財　　　源　　　内　　　訳

1141
特定野菜等供給産地育成価
格差補給事業

216 0 216 0 0 0 216

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

－76－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①役務費（火災保険料3施設分） 334 千円

②積立金（ブロイラー団地基金積立金、利子分） 10 千円

　　　○ 財源

①施設管理経費受入金（ブロイラー団地火災保険料） 313 千円

②基金利子収入（ブロイラー団地基金） 10 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 農業経営基盤強化資金分（1名・3件分） 80 千円

　　　○ 財源

農業経営基盤強化資金利子補助金（補助率1/2、対象事業費80千円） 40 千円

0 0 40

　経営改善計画を達成するために認定農業者が農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）を
借り入れるに当たり、経営を圧迫する金利負担を軽減し、生産拡大等に意欲的に取り組む農
業者の経営を支える。

1151
資金利子補給事業

80 87 △ 7 40

0 323 21

　農業振興施設（日南ブロイラー団地）の維持管理を実施する。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1148
小規模零細地域対策事業

344 344 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－77－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①役務費 247 千円

・火災保険料等 69 千円

・ドーザ保険料 178 千円

3,692 千円

・施設管理運営委託料 3,675 千円

・消火器点検料（年2回） 17 千円

③工事請負費（建設改良） 8,800 千円

　 ・堆肥舎屋根張替工事 8,800 千円

3,000 千円

　　　○ 財源

①堆肥生産施設事業資金貸付金元利収入 3,000 千円

②過疎債 8,800 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

4,325 千円

　ゆうきまんまん構想推進事業（堆肥助成）（単町）

　　事業実施主体：鳥取西部農協

　 　・水稲・販売野菜（トマト・ピーマンを除く） 1,200t×2,700円 3,240 千円

　 　・家庭菜園・果樹等　 　　　　　　　　　　　　 70t×2,000円 140 千円

　 　・トマト・ピーマン　　　　　　　　　　　　　 350t×2,700円 945 千円

　　　○ 財源

4,300 千円

　町内産堆肥の利用による減農薬・減化学肥料、有機多投型栽培の普及を推進し、安心・安
全な野菜・水稲等の農産物の生産振興を図る。

負担金補助及び交付金

過疎債ソフト

財　　　源　　　内　　　訳

1158
ゆうきまんまん構想推進事
業

4,325 4,190 135 0 4,300 0 25

④貸付金（運営資金）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

8,800 3,000 3,939

　堆肥生産施設の管理運営を委託し、耕畜連携として畜産由来の堆肥を生産することで有機
質多投農業による減農薬、減化学肥料による農業振興を図る。

②委託料

1157
堆肥生産施設管理運営事業

15,739 7,074 8,665 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－78－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①需用費（消耗品、車両燃料代） 130 千円

②役務費（電話料、郵券料） 100 千円

③使用料及び賃借料 1,344 千円

（農政事務支援システムリース）　月額94千円×12ヶ月 1,128 千円

（コピー機使用料） 216 千円

④負担金補助及び交付金 209,780 千円

（1）本体交付金　　　　　（集落協定　５０協定） 180,800 千円

　　 基礎単価　急傾斜：720ha×21千円/10a

　　 　　　　　緩傾斜：370ha× 8千円/10a 

3,780 千円

1,500 千円

5,100 千円

18,600 千円

　　　○ 財源

農地を守る直接支払事業費交付金 157,935 千円

（3）集落協定広域化加算　　　： 50ha×3千円/10a

（4）集落機能強化加算　　　　：170ha×3千円/10a

（5）生産性向上加算　　　　　：620ha×3千円/10a

0 0 53,419

　日本型直接支払制度の一つのメニューとして位置づけられ、第５期対策の３年目を迎え
る。農業生産活動を通して国土の保全・水源の涵養・良好な景観形成等の多面的な機能の確
保を図ることを目的に「集落協定」を策定し、永続的な営農及び耕作放棄地の発生を防止す
る活動を行うものに対し交付金を交付する。
　第５期対策において、交付金加算措置等の追加、返還要件の緩和等、従来からの大幅な制
度変更があった。引き続き、各集落の取組に応じた支援を継続する。

（2）超急傾斜農地保全管理加算： 63ha×6千円/10a

1159
中山間地域等直接支払推進
事業

211,354 211,354 0 157,935

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－79－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①需用費（道の駅共同加工室消耗品費） 31 千円

②役務費（道の駅火災保険料） 545 千円

③委託料　 25,330 千円

・道の駅運営委託、出荷者割 20,000 千円

・道の駅トイレ等清掃委託料 4,352 千円

・その他道の駅保守管理委託料 978 千円

④使用料及び賃借料（道の駅機器等リース料：AED、ｼﾞｬﾝｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ、吊り輪） 700 千円

⑤負担金補助及び交付金 1,560 千円

・道の駅連絡会会費（中国、全国） 60 千円

 ・道の駅にちなん特産品販売施設活性化事業費補助金 1,000 千円

・特産品PRイベント開催に係る補助金 500 千円

　　　○ 財源

①過疎債ソフト 1,500 千円

②諸収入（道の駅トイレ等火災保険料　鳥取県負担分） 62 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

負担金補助及び交付金 （補助率　県1/3、町1/6） 15,270 千円

　　対象地区　３地区 （事業費） 30,539 千円

　　　○ 財源

鳥取県集落営農体制強化支援事業費補助金（補助率　県1/3） 10,179 千円

0 0 5,091

　集落営農を目指す組織に対し、機械設備等の整備を支援することにより、集落営農活動の
発展、地域の水田農業の維持を図る。集落の対象面積の５０％以上集積することを目標とし
た集落営農組織に助成を行う。

1474
集落営農支援事業

15,270 9,956 5,314 10,179

1,500 62 26,604

・道の駅管理運営
　農林産物直売所、加工所等道の駅を拠点とする交流人口、誘客の増加に事業者と連携して
努める。
・特産品PRイベント開催に係る補助金
　農産物等のブランディング、販路拡大、まちづくりのプロモーション等、広く展開するた
めの取り組みとして、「にちなん日和」等のPRイベントの開催を支援する。
・特産品販売施設活性化事業
　道の駅にちなん直売所のオープンから７年目を迎えるにあたり、道の駅の指定管理者等と
のより一層の連携や積極的な情報発信、イベント等の実施を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1472
にちなんブランド化促進事
業

28,166 1,574 26,592 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－80－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①給料等　　会計年度任用職員1名 1,990 千円

②共済費　　会計年度任用職員1名 370 千円

③旅費　　　会計年度任用職員1名（通勤手当） 260 千円

500 千円

⑤委託料　　土地改良事業計画策定調査業務委託料（阿毘縁地区） 3,000 千円

⑥負担金補助及び交付金 52,778 千円

　・経営所得安定対策推進事業費補助金（農業再生協議会） 7,552 千円

　・中心経営体農地集積促進事業費補助金（阿毘縁地区）（補助率10/10） 226 千円

　・印賀地区県営土地改良事業　工事費負担金（10%） 5,500 千円

　・白谷地区県営土地改良事業　工事費負担金（10%） 5,000 千円

　・折渡地区県営土地改良事業　実施設計・換地計画作成費町負担金（10%） 5,000 千円

　・折渡地区県営土地改良事業　実施設計・換地計画作成費地元分担金（5%） 2,500 千円

　・米づくり応援特別補助金（4,000円/10a） 27,000 千円

　　　○ 財源

①経営所得安定対策推進事業費補助金　　（補助率10/10） 7,552 千円

②鳥取県農業経営高度化支援事業補助金　（補助率10/10） 226 千円

③しっかり守る農林基盤交付金 1,500 千円

④土地改良事業費分担金（地元分担金） 2,500 千円

⑤過疎債 15,500 千円

⑥新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（一般財源扱い） 27,000 千円

15,500 2,500 31,620

・需要に応じた米生産による主食用米作付面積の確保を図るとともに、米以外の作物につい
ても、経営所得安定対策を活用することにより、水田のフル活用を目的とし、事業実施主体
である日南町農業再生協議会に補助金の助成を行う。
・阿毘縁地区県営基盤整備事業の事業完了に伴い、中心経営体への農用地の集積・集約化に
向けた促進支援を図る目的に補助金を交付する。
・印賀・白谷地区でＲ２年度から実施されている県営土地改良事業の工事費に係る負担金の
支払いを行う。
・折渡地区でＲ２年度から実施された県営土地改良事業の実施計画策定業務に引き続き、Ｒ
４年度からは実施設計・換地計画作成費に係る負担金・地元分担金の支払いを行う。
・阿毘縁地区（２期）で要望されている基盤整備事業について、費用対効果分析等を行うた
めに事前調査を委託して実施する。
・コロナ禍による外食産業での米の消費減退も加わり、米の在庫量が増加したことにより米
価が大幅に下落し、水稲農家の経営を悪化させている。臨時交付金を活用した補助金により
新年度に引き続き水稲を作付けする農家を応援する。

④需用費　　貸し出し用草刈り機修繕料

1514
経営所得安定対策事業

58,898 34,948 23,950 9,278

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－81－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①報償費（捕獲奨励金…国庫、単県／有害鳥獣駆除許可期間中） 8,695 千円

　・イノシシ（成獣）600頭×12,000円 7,200 千円

　・イノシシ（幼獣） 50頭× 8,000円 400 千円

　・シカ（猟期外）  40頭×17,000円 680 千円

　・ヌートリア  15頭× 3,000円 45 千円

　・小動物全般 160頭× 2,000円　　　　 320 千円

　・鳥類  50羽× 1,000円 50 千円

②需用費 11,005 千円

　鳥獣被害防止対策事業（国庫事業）8地区

　・ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵(ﾒｯｷ加工) 13,294ｍ 国補助：定額 10,787 千円

　・電気柵 1,000ｍ 国補助：定額 218 千円

③委託料

　有害鳥獣駆除委託料（クマ錯誤捕獲時対応委託料を含む） 4,668 千円

　・イノシシ 650頭×  6,000円 3,900 千円

　・ニホンザル   3頭× 50,000円 150 千円

　・クマ（捕獲） 　3頭× 25,000円 75 千円

　・クマ（薬殺） 　2頭×180,000円 360 千円

　・日南町猟友会協力費 3,000円×61人 183 千円

④負担金補助及び交付金 4,626 千円

（１）日野郡鳥獣対策協議会負担金 563 千円

（２）煙火消費保安手帳取得講習会負担金 11 千円

　　(農林課職員3人 新規1名 継続2名)

（３）イノシシ被害防止柵設置補助金　　　（単県） 686 千円

　　・事業費：1,028千円×2/3 県補助：1/3

（４）イノシシ被害防止柵設置補助金　（単町） 2,500 千円

（５）集落づくり推進支援事業 300 千円

　　・事業費：300千円×1集落 県補助：1/2

（６）猟銃所持許可補助金　（単町） 　事業費：74千円× 3名×1/2 111 千円

（７）くくり罠購入費補助金（単町） 　事業費：69千円×12人×1/2 414 千円

（８）煙火消費保安手帳受講料補助金　（単町） 16 千円

　　・事業費：(5,500円-1,500円）×4名分　　　　　　　　　　　　　　　　　

（９）日野川水系漁協へのカワウ対策事業補助金（単町） 25 千円

　　　○ 財源

①鳥獣被害防止総合対策事業補助金（国　定額） 15,534 千円

②有害鳥獣対策事業費補助金　　　（県） 2,570 千円

1頭につき国補助：1,000円 県補助：3,500円

1頭につき国補助：7,000円 県補助：5,000円

県補助：1/2（1,500円）

　　・事業費：7,500千円×1/3

0 0 10,890

・有害鳥獣の捕獲従事者の増員を行うことを目的として、日南町猟友会と連携し、猟銃所持
許可等に係る各種手続き費用の助成と、委託契約による駆除を行う。
・ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵、電気柵等の設置を助成し、有害鳥獣被害からの農家負担の軽減を図る。
・日野鳥獣被害対策協議会の活動を支援する。

1頭につき国補助：7,000円 県補助：2,500円

1516
鳥獣被害対策事業

28,994 28,412 582 18,104

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－82－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①需用費 事業推進費 50 千円

②役務費（郵券料） 〃 75 千円

③使用料及び賃借料 394 千円

　・多面的機能支払事務支援システム導入　月額27千円×12ヶ月 324 千円

　・コピー機使用料 70 千円

④負担金補助及び交付金 97,420 千円

94,780 千円

2,640 千円

5,000a×4,400円/10a

3,000a×  800円/10a

2,500a×  800円/10a

　　　○ 財源

71,604 千円

②環境保全型農業直接支払交付金 1,980 千円

　●環境保全型農業直接支払交付金

　　(1)堆肥の施用

　　(2)長期中干し

　　(3)秋耕

①多面的機能支払交付金

　　(1)農地維持支払 1,110ha×3,000円/10a

　　(2)資源向上支払（共同） 1,020ha×1,800円/10a

　　(3)資源向上支払（長寿命化）　980ha×4,400円/10a

0 0 24,355

　良好に維持保全された農地・農業用水等の資源や農村環境を守る維持活動と、これらの質
を高める地域での共同活動及び農業用施設の長寿命化のため、補修・更新等に取り組む活動
組織に対して交付金を交付する。
　令和元年度より設立した「日南町農地・水・環境保全広域協定」に所属する組織、各地域
で単独活動をする組織が、ともに町内の農用地及び施設の維持管理を継続的に実施できる体
制づくりのため、事業の推進や指導を引き続き行う。

　●多面的機能支払交付金

1517
多面的機能等支払事業

97,939 97,082 857 73,584

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

03　目　農業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①報酬 （会計年度任用職員４か月分） 600 千円

②需用費 （消耗品費、公用車燃料費等） 444 千円

③役務費 （電話料、郵券料） 79 千円

④使用料及び賃借料 （コピー機使用料、車両リース料） 754 千円

⑤負担金補助及び交付金 （機構集積協力金） 11,440 千円

　　地域集積協力金　　1地域（2,300a） 6,440 千円

　　経営転換協力金　　10戸 5,000 千円

　　　○ 財源

①農地中間管理機構業務受託事業収入 1,877 千円

②機構集積協力金交付事業費補助金（国　補助率10/10） 11,440 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

83,482 千円

　（１）野菜等振興事業 事業費：30,000千円　補助率：1/2 15,000 千円

　（２）トマト選果場利用促進事業 事業費：22,500千円　補助率：1/3 7,500 千円

　（３）園芸産地活力増進事業 事業費：86,165千円　補助率：2/3以内 53,082 千円

　（４）日南町農業振興事業 事業費：15,800千円　補助率：1/2 7,900 千円

　　　○ 財源

①園芸産地活力増進事業費補助金（補助率1/3、補助上限額20,000千円） 20,000 千円

②過疎債ソフト 22,500 千円

③過疎債 40,900 千円

63,400 0 82

　種苗費助成、トマト選果場利用促進事業など総合的な野菜の生産振興を図る。
　平成２３年度に今のトマト選果場の選果機を更新して１０年が経過し、機械設備の老朽化
とセンサー部の部品製造が終了するなど、継続・安定的な選果ができなくなる可能性が出て
きているため選果機の更新を行い、併せて選果場で働く職員の労働環境改善に対する施設改
修に対して支援する。

①負担金補助及び交付金

1532
旨い野菜の里づくり事業

83,482 35,294 48,188 20,000

0 1,877 0

　農業経営の規模拡大や農用地の集積、新規参入の促進等を図り、農業の生産性の向上に資
することを目的として、農地中間管理機構の業務を受託する。
　その一環として、機構に対し農地を貸し付けた地域及び個人に機構集積協力金を交付する
ことにより、機構を活用した担い手への農地集積・集約化を促す。
　また、地域の状況や将来像に合った人・農地プランとなるよう、地元に赴いて話し合いを
開催したり情報発信に務める。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1529
農地中間管理事業

13,317 22,837 △ 9,520 11,440

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－84－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

04　目　畜産業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

①使用料及び賃借料 1,259 千円

　（１）日南町畜産センター用地賃借料 1,154 千円

　（２）日南町畜産センター進入路土地賃借料（10年一括払い） 105 千円

617 千円

・鳥取県畜産推進機構負担金　 17 千円

・西部・県畜産共進会出品奨励金　10千円×10件分 100 千円

500 千円

③積立金 （畜産センター基金利息） 26 千円

④繰出金 （日南町繁殖素牛導入事業基金利息） 1 千円

　　　○ 財源

1,000 千円

②過疎債ソフト 500 千円

26 千円

1 千円

・日南町雌牛導入奨励事業（100千円上限×5頭）

①畜産センター使用料

③畜産センター基金利子

④繁殖素牛導入事業基金利子

500 1,027 376

　和牛生産農家、酪農経営者の意欲高揚を図るため、西部地区及び県共進会への出品の支援
を行うとともに、資源循環型農業の確立を図るため、耕畜連携に係る取組みを推進する。

②負担金補助及び交付金

1165
畜産振興対策事業

1,903 11,073 △ 9,170 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－85－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費

01　項　農　業　費 農 林 課

06　目　山村振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　　　○ 事業説明

　　　○ 執行経費

3,157 千円

42 千円

46 千円

（３）ゆきんこ村芝管理に係る肥料代等 500 千円

（４）消耗品費（消火器新設） 69 千円

（５）緊急修繕費 2,500 千円

3,050 千円

（１）役務費 ・消火器詰替及び廃棄（桜ヶ瀬会館、イチイ荘、日南邑） 16 千円

・指定管理施設周辺環境整備（指定管理範囲外区域） 1,726 千円

1,308 千円

17,183 千円

（１）施設管理委託料

6,700 千円

8,260 千円

　　・イチイ荘指定管理料　 1,200 千円

　　・桜ヶ瀬会館施設管理委託料 204 千円

131 千円

138 千円

（２）委託料（建設改良）

　　・日南邑バーベキューハウス屋根改修工事設計監理委託料 550 千円

④工事請負費 7,850 千円

（１）日南邑バーベキューハウス屋根改修工事 5,950 千円

（２）ゆきんこ村玄関サンデッキ改修工事 1,900 千円

⑤備品購入費 900 千円

（１）日南邑除雪機 900 千円

50 千円

鳥取県町村会山村振興部会負担金 50 千円

　　　○ 財源

①過疎債 9,300 千円

158 千円

　　・浄化槽管理委託料  （３施設）

⑥負担金補助及び交付金

②産地形成促進施設使用料

（２）建物共済保険料

③委託料

　　・日南邑施設指定管理料

　　・ゆきんこ村指定管理料

　　・消防施設管理委託料（４施設）

　ふるさと日南邑、ゆきんこ村といった山村振興施設の管理運営を指定管理者に委託、その
有効利用を図る。また、その他の山村振興施設についても、各管理者に管理運営を委託し、
既存施設の有効利用を図る。

①需用費

（１）電気料金

（２）水道料金

②役務費

財　　　源　　　内　　　訳

1168
山村振興一般対策事務

32,190 47,187 △ 14,997 0 9,300 158 22,732

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費 

農 林 課

01　目　林業総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

・一般事務 8,000 千円

人件費（給料、職員手当等、共済費）１名分 8,000 千円

・一般管理 50 千円

林業関係書籍 50 千円

・林業アドバイザー報償費 210 千円

・オロチ建物災害共済分担金 101 千円

・林地台帳及び林地台帳地図運用 198 千円

鳥取県森林システムクラウド利用料 198 千円

・森林経営管理法の施行に係る調査委託料 2,000 千円

・林業後継者育成（社会保険料掛金助成事業） 4,750 千円

4,750 千円

・林業労働者福祉向上推進事業 534 千円

負担金補助及び交付金《事業主体：(財)鳥取県林業担い手育成財団》 534 千円

・オロチ床コンクリート修繕補助金 5,000 千円

負担金補助及び交付金　《事業主体：（株）オロチ》 5,000 千円

　　※工場床沈下による修繕
・新たな森林管理システム推進センター負担金 600 千円

・日南町FSC等林業振興事業 300 千円

・不在村地主等山林集約化委託料 350 千円

・木育スタート事業需用費（積み木贈呈　20世帯） 330 千円

・林業加工品製作従事者確保支援事業委託料（地域おこし協力隊） 4,400 千円

・諸会費（負担金） 213 千円

負担金補助及び交付金

　鳥取県治山林道協会会費 142 千円

　林業・木材製造業労働災害防止協議会会費 3 千円

　みなと森と水ネットワーク会議負担金 50 千円

　鳥取県緑化推進委員会会費 18 千円

　○財　　源

・林業担い手育成対策事業費県補助金（補助率　県1/4） 2,375 千円

・過疎債 5,000 千円

・木材団地施設使用料 100 千円

5,000 100 19,561

・林地台帳及び林地台帳地図の運用により行政事務及び林業施業の効率化を図る。
・森林経営管理法の施行に係る意向調査を実施する。
・山林寄附事業を実施し、森林管理の適正化を図る。
・新規林業経営後継者雇用者に給与助成、社会保険助成、労働者共済年金掛け金の助成を行
い林業就労者の生活の安定と福祉の向上を図る。
・FSC、J-クレジット等の普及啓発、販売促進を図るため、森林組合等と連携した各種イベ
ント、販売戦略のためのツール等の作成を図るとともに、環境に配慮した適切な森林管理に
よる付加価値林業の構築を図る。

負担金補助及び交付金《事業主体：林業事業体等
補助率：1/2(県1/4、町1/4)》

1176
林業一般管理事務

27,036 49,200 △ 22,164 2,375

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　項　林　業　費
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

06　款　農林水産業費 

農 林 課

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

・一般事務 4,617 千円

人件費（給料、職員手当等、共済費）１名分 4,617 千円

・町有林事業 87,497 千円

報酬費（経営審議会報酬） 70 千円

報償費（直営賃金、手当て等） 2,441 千円

需用費（ｿｰﾁｪｰﾝ、刈機刈刃、補植用麻縄、刈払機等燃料費） 108 千円

需用費（刈払機等燃料費） 10 千円

需用費（Ｊ－クレジット盾） 300 千円

役務費（Ｊ－クレジット盾レーザー加工代） 200 千円

役務費（請負事業費） 81,856 千円

役務費（直営作業労災保険料） 82 千円

使用料及び賃借料（作業道使用料） 100 千円

原材料費（研修、補植用苗木代） 780 千円

負担金（分収造林地主配当金等） 1,550 千円

《事業の内訳》皆伐・新植 8.2ha （請負）

下刈り 39.9ha （請負）

間伐 30.9ha （請負）

補植 10.0ha （直営）

1,321 千円

旅費（FSC、日通共生の森、企業活動誘致等にかかる旅費） 441 千円

役務費（J-クレジット販売手数料） 880 千円

　○財　　源　

【国県支出金】

・森林環境保全整備事業補助金（補助率2/5～1/2[国3/10、県1/10～1/5]） 25,936 千円

・間伐材持出支援事業（県単　＠2,400円/㎥） 7,748 千円

【その他】

・素材販売収入（町有林皆伐、間伐収入） 59,751 千円

0 59,751 0

・町有林の保育施業の適正な実施により、木材の利用促進と環境保全への寄与を図る。
・FSC認証制度及びJ-クレジットの活用促進を図るため、企業と連携したSDGsの取り組みや
CSR活動の展開、誘致に向けた取り組みを行う。

・森林資源活用関連費用

1178
町造林事業

93,435 98,317 △ 4,882 33,684

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－88－
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06　款　農林水産業費 

農 林 課

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

・一般事務  12 千円

郵券料 12 千円

・日南町民有林新植経費補助金 23,300 千円

負担金補助及び交付金《事業主体：日南町森林組合、新植面積35.0ha》 23,300 千円

・美しい森づくり基盤整備交付金 7,049 千円

7,049 千円

・森林山村多面的機能発揮対策交付金 63 千円

負担金補助及び交付金 63 千円

・鳥取県松くい虫等防除事業（ナラ枯れ対策事業） 11,000 千円

委託費《立木伐採・シート被覆、補助率：県10/10》 2,000 千円

負担金補助及び交付金《立木伐採、補助率：県10/10》 9,000 千円

・緑と水の活性化基金積立金 9 千円

・J-クレジット基金積立金 5 千円

・森林整備基金利子積立金 16 千円

　○財　　源

【国県支出金】

・美しい森づくり基盤整備交付金（国1/2） 5,076 千円

・美しい森づくり基盤整備推進補助金（県1.5～2/10） 1,973 千円

・鳥取県松くい虫等防除事業補助金(ナラ枯れ対策事業) 11,000 千円

【その他】

・緑と水の活性化基金繰入金・J-クレジット基金繰入金（利子分含む） 30 千円

・カーボンオフセットクレジット売払収入 10,000 千円

0 10,030 13,375

・皆伐再造林について、国・県の造林事業補助金を受けた場合の自己負担分を助成し、民間
高齢林の更新を推進する。
・地域住民が実施する里山の保全、森林資源の利活用、森林教育に係る取り組みを支援す
る。
・里山の保全を図るため、被害が拡大しているナラ枯れ被害の拡大防止を図る。

負担金補助及び交付金《事業主体：日南町森林組合、間伐等
22ha、補助率：国1/2、県1.5/10～2/10》

1183
森林保全総合対策事業

41,454 29,463 11,991 18,049

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費 

農 林 課

02　目　林業振興費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

　○執行経費

・林業アカデミー運営委託料 52,998 千円

・林業アカデミー施設管理費 230 千円

消防用設備等点検委託料 24 千円

環境林管理事務所浄化槽管理委託料 20 千円

建物災害共済費（校舎、環境林管理事務所） 186 千円

・緑の青年就業準備給付金 3,692 千円

負担金補助及び交付金 3,692 千円

　○財　　源　

・鳥取県緑の青年就業準備給付金 1,846 千円

0 0 55,074

・「にちなん中国山地林業アカデミー」の運営を一般財団法人日南町産業振興センターに委
託し、林業の担い手を育成する。

1569
林業後継者育成対策事業

56,920 51,647 5,273 1,846

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　項　林　業　費
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06　款　農林水産業費  

農 林 課

03　目　林　道　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

・町管理林道修繕計画に基づいて、計画的に林道橋梁を修繕して施設の長寿命化を図る。

　○執行経費

・一般林道管理 50 千円

需用費（刈刃・燃料等） 50 千円

・基幹林道維持管理

役務費 5,880 千円

　基幹林道等の路側刈払い 2,880 千円

　　（船通山線、窓山線、大林線、小熊谷線　36,008m）

　基幹林道等の維持管理 3,000 千円

・林道修繕事業 3,405 千円

工事請負費（船通山線、千谷山線、大草山線） 3,405 千円

・町管理林道橋梁修繕 14,923 千円

委託費（坂郷線　２橋梁） 2,794 千円

工事請負費（坂郷線　２橋梁） 12,129 千円

　○財　　源　

・鳥取県林道改良事業費補助金 7,461 千円

・過疎債 9,600 千円

06　款　農林水産業費 

農 林 課

04　目　林業構造改善費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

　○事業説明

・出立山キャンプ場、200年の森等の管理をし、森林学習・体験の場として活用する。

　

　○執行経費

・施設維持管理費 337 千円

需用費（出立キャンプ場電気料） 32 千円

役務費（出立ｷｬﾝﾌﾟ場、オロチの施設火災保険料） 16 千円

委託料（出立ｷｬﾝﾌﾟ場浄化槽管理） 34 千円

委託料（200年の森、出立キャンプ場の維持管理） 255 千円

0 0 337
1188
林業構造改善施設管理運営
事務

337 558 △ 221 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

02　項　林　業　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

9,600 0 7,197

・基幹林道等の路線維持管理をし、林業生産基盤整備によるコスト削減を図る。

02　項　林　業　費

1489
林道維持管理事業

24,258 25,946 △ 1,688 7,461
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,820 1,820 0 0 0 0 1,820

○ 事業説明
(１)事業の目的、目標

　 水道未普及地域の水源確保に対する整備費及び水質検査への助成により、生活環境の維持

及び向上を図る。

(２)事業の概要

　 施設整備及び主要設備であるポンプの更新、並びに水質検査にかかる費用の助成

○ 執行経費

さく井工事　 補助率1/3 （上限90万円） 1,200 千円

ポンプ更新　 　 〃　 1/3 （上限10万円） 600 千円

水質検査　  　 　 〃   1/2 （上限 5千円） 20 千円

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,069 11,593 △ 524 0 0 0 11,069

○ 事業説明
(１)事業の目的、目標

　 特定地域生活排水事業の企業債償還のため下水道事業会計（収益的収入）へ繰り出しを行う。

　 浄化槽整備事業の建設費補填のため下水道事業会計（資本的収入）へ繰り出しを行う。

(２)事業の概要

　 特定地域生活排水事業繰出金（企業債償還金分）

　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　（建設改良費分）

○ 執行経費

繰出金 企業債元利償還補填分 10,639 千円
事業費（浄化槽整備推進事業）補填分 430 千円

1106
合併処理浄化槽設置整備
事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

04 款　衛　生　費　
02 項　清　掃　費　

02 目　し尿処理費　

1394
井戸水等安定確保推進
事業

　 新たに、老朽化等による井戸ポンプ単独の更新費用も補助対象に追加する。

負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

04 款　衛　生　費　
01 項　保健衛生費　

04 目　環境衛生費　
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

46,185 52,281 △ 6,096 0 0 0 46,185

○ 事業説明
(１)事業の目的、目標

　 簡易水道事業にかかる企業債償還のため、簡易水道事業会計（収益的収入）へ繰り出しを行う。

(２)事業の概要

　 簡易水道事業繰出金（企業債償還金分）

○ 執行経費

繰出金 企業債元利償還補填分 46,185 千円

1107
簡易水道事業

03 項 　上水道費　
01 目　簡易水道費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

04 款　衛　生　費　
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06　款　農林水産業費
01　項　農　業　費 建 設 課

05　目　農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

16,360 3,302 13,058 16,114 0 0 246

○ 事業説明

・県営土地改良事業の内換地計画関係業務を受託し、農業基盤の整備を図る。

・防災重点ため池について適正に管理し、防災力の向上を図る。

　　ため池ハザードマップ作成委託　　3箇所

 　　　ヌリガンナ堤 （福塚） 、 築谷堤 （印賀） 、 小倉原堤 （花口）

　　ため池廃止工事測量設計委託　　2箇所　

 　　　上坂堤 （三吉） 、 口﨏田堤 （神福）

○ 執行経費

・職員給与費 会計年度任用職員 979 千円

・報償費 換地委員報償費 126 千円

・需用費 事務消耗品、燃料代 240 千円

・役務費 電話料、郵券料 240 千円

・委託料 14,409 千円

換地計画関係業務委託料 5,893 千円

 　白谷地区 446千円、 折渡地区 5,447千円

ため池ハザードマップ作成委託料 1,702 千円

ため池廃止工事測量設計委託料 6,814 千円

・使用料及び賃借料 コピー機使用料 120 千円

・負担金補助及び交付金 協議会等負担金 246 千円

○ 財　　　源  

【国支出金】 農業水路等長寿命化・防災減災事業費補助金 8,516 千円

　 ため池ハザードマップ作成委託業務 （補助率：100％）

　 ため池廃止工事測量設計委託業務 （補助率：100％）

【県支出金】 県営基盤整備事業委託金 7,598 千円

 　白谷地区、折渡地区

1110
農用地総合整備事業

　　白谷地区　　 R1～R7　  受益面積　9.1ha

　　折渡地区　　 R4～R9　　受益面積　26.1ha

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費
01　項　農　業　費 建 設 課

05　目　農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,875 6,885 2,990 0 0 0 9,875

○ 事業説明

○ 執行経費

・需用費 トンネル、橋梁照明電気料等 255 千円

・委託料 広域農道伐採作業委託料 500 千円

・工事請負費 広域農道等維持工事（2工区：石見・福栄地区） 9,000 千円

・負担金 農道台帳賦課金 120 千円

1113
農道等維持管理事業

町が管理する農道等の維持管理を実施し、安心･安全な通行の確保を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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06　款　農林水産業費
01　項　農　業　費 建 設 課

05　目　農　地　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

126,011 153,497 △ 27,486 83,100 0 0 42,911

○ 事業説明

・日南町要調査面積　 315.70k㎡

・令和4年度閲覧予定　　茶屋、菅沢の一部 　 3.66k㎡

・令和4年度末見込　　進捗率　38.19％（令和3年度　37.03％）　　調査済面積　120.57k㎡

○ 執行経費

110,800 千円

　10地区 12単位区域   調査面積16.12k㎡

　・調査業務 （河上・菅沢・萩原地区）

　・測量業務 （菅沢・湯河・神戸上・福塚地区）

　・航測法による調査・測量業務  [リモセン手法]  （茶屋・豊栄地区）

地　区 面　積 区 分
河上C 1.30㎢ 山地 調査
河上C 0.11㎢ 平地 調査
茶屋E 1.83㎢ 山地 測量
菅沢C 1.83㎢ 山地 測量
菅沢D 1.87㎢ 山地 調査
菅沢D 0.15㎢ 平地 調査
湯河C 1.96㎢ 山地 測量
萩原A 1.29㎢ 山地 調査
神戸上F 1.70㎢ 山地 測量
神戸上G 0.42㎢ 平地 測量
福塚B 1.60㎢ 山地 測量
豊栄A 2.06㎢ 山地 調査

②調査事務費等 　 15,211 千円

・職員給与費 会計年度任用職員 4,426 千円

・報償費 推進委員謝金等 1,532 千円

・旅費 研修旅費 61 千円

・需用費 消耗品、燃料代 440 千円

・役務費 電話料、郵券料等 302 千円

・委託料 7,536 千円

認証支援業務委託料 6,382 千円

地籍管理システム保守委託料等 1,154 千円

・使用料及び賃借料 コピー機使用料、公用車リース料 664 千円

・負担金 鳥取県国土調査推進協議会会費 250 千円

　　　 　

○ 財　　　源

83,100 千円国土調査事業費補助金（補助率3/4［国1/2、県1/4］、対象事業費 110,800千円）

C、FⅠ、FⅡ-1
C、FⅠ、FⅡ-1

E（E1、E2） 航測法（リモセン）

C、FⅠ、FⅡ-1
E（E1、E2）

FⅡ-1

FⅡ-2、G、H 閲覧
E（E1、E2）

E2

E（E1、E2）
E（E1、E2）

FⅡ-2、G、H 閲覧　航測法（リモセン）

1114
国土調査事業

地籍調査の重要性を周知し、地籍の明確化を図るとともに、成果（地籍簿、地籍図等）の利活用と
事業の推進を図る。

①調査・測量等業務委託料

実　施　工　程 備　考

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

68,321 62,814 5,507 0 0 0 68,321

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　 農業集落排水事業の企業債償還のため下水道事業会計（収益的収入）へ繰り出しを行う。

（２）事業の概要

　 農業集落排水事業繰出金（企業債償還金分）

○ 執行経費

繰出金 企業債元利償還補填分 68,321 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,617 8,160 1,457 5,513 0 0 4,104

○ 事業説明

鳥取県しっかり守る農林基盤交付金を活用し、土地改良施設等を修繕し、農林業生産基盤の
整備を図る。

・日南町農林業生産基盤整備事業（地域施工方式・原材料支給）により、経費の削減と要望内容に

　沿った工事を実施する。

・平成27年度から地域施工方式の受益者負担率を30％から20％へ引き下げ、受益者の

　負担軽減を図っている。

○ 執行経費

 ・工事請負費 3,000 千円

日南町畜産センター放牧場修繕工事

 ・原材料費 600 千円

原材料支給（補助率：100％）

　事業費200千円×3箇所

 ・負担金補助及び交付金 6,017 千円

地域施工方式（補助率：80％）

　事業費7,520千円（4箇所）×80%

○ 財　　　源

【県支出金】

　　鳥取県しっかり守る農林基盤交付金（補助率：45～50％） 5,513 千円

1362
単県土地改良事業

1115
農業集落排水事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

05 目　農　地　費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

06 款　農林水産業費　
01 項　農　業　費　
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

66,600 66,800 △ 200 24,200 42,300 0 100

○ 事業説明

・単県小規模急傾斜地崩壊対策事業

・起債事業

地元要望による霞地区（横手谷）流路工整備に係る測量設計に着手する。

○ 執行経費

 【単県小規模急傾斜地崩壊対策事業】

・上萩山地区（つるぎ会館）

　　委託料 用地測量 4,100 千円

 　　工事請負費 斜面対策工事 50,000 千円

　　公有財産購入費 用地費 500 千円

　　補償補填及び賠償金 補償費 500 千円
・上萩山8地区
　　委託料 測量設計 5,500 千円

 【起債事業】

・霞地区（横手谷）流路工整備事業

 　　委託料 測量設計 6,000 千円

○ 財　　　源

【県支出金】

　単県小規模急傾斜地崩壊対策事業補助金 24,200 千円

対象事業費60,500千円×40％=24,200千円

【地方債】

　緊急自然災害防止対策事業債 42,300 千円

1187
治山事業

レッドゾーンに存在する人家等を保護するため、単県補助事業により斜面対策を実施し、レッドゾーンの解
消を図る。
令和4年度は、継続事業として上萩山地区（つるぎ会館）の用地測量及び対策工事を行う。また、新たに上
萩山8地区に事業着手し、測量設計を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

06 款　農林水産業費　
02 項　林　業　費　

03 目　林　道　費　
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06　款　農林水産業費
02　項　林　業　費 建 設 課

03　目　林　道　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

89,113 138,581 △ 49,468 47,600 38,500 0 3,013

○ 事業説明

・林道内方線開設事業

　　事業量　L=2051.7ｍ　W=4.0ｍ　　H27年度着手～R4年度完成予定

・林道船通山線落石対策事業

平成30年4月に発生した落石について、交付金を活用し、落石対策を行う。

　　事業量　L=172.0ｍ　　　H30年度着手～R4年度完成予定

○ 執行経費

職員給与費 正職員　1名 6,813 千円

需用費 事務消耗品等 60 千円

役務費 電話料等 120 千円

使用料及び賃借料 コピー機使用料等 120 千円

工事請負費 内方線開設・舗装工事 25,000 千円

船通山落石対策工事 57,000 千円

○ 財　　　源

【県支出金】

　　農山漁村地域整備交付金 47,600 千円

　　　林道内方線開設事業　　  　　 事業費25,000千円×65％=16,250千円

　　　林道船通山線落石対策事業　事業費57,000千円×55％=31,350千円

【地方債】

38,500 千円

1458
林道新設改良事業

国道183号と県営林道窓山線とを接続する林道内方線を整備し、木材団地へのアクセス強化を図り、森
林整備の促進を図る。
令和3年度工事完成を目指したが、軟弱地盤対策工事においてセメント添加量の変更が生じる等、工事
費の増額により年度内の完成が困難となったため、令和4年度において継続して工事を行い完成を目指
す。令和4年度は、終点側の林道窓山線接続部の改良・舗装工事を行う。

　　過疎債（ハード）

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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08　款　土　木　費
01　項　土木管理費 建 設 課

01　目　土木総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

27,915 27,382 533 0 0 32 27,883

○ 事業説明

○ 執行経費

　職員給与費 正職員　4名 27,320 千円

　需用費 積算関係書籍購入費 150 千円

　使用料及び賃借料 アメダス茶屋駐車場借地料 13 千円

　負担金補助及び交付金 各種期成会等負担金及び分担金ほか 400 千円

　積立金 土木建設機械整備基金利子積立金 32 千円

○ 財　　　源
【その他】
　土木建設機械整備基金利子収入 32 千円

08　款　土　木　費
02　項　道路橋梁費 建 設 課

01　目　道路橋梁総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,200 4,200 △ 1,000 0 0 0 3,200

○ 事業説明

交通安全施設整備事業

町道等の交通安全施設を設置し、交通事故防止を図り、安心・安全な交通網の整備を行う。

○ 執行経費

工事請負費　　　　　　　　　　　交通安全施設整備工事 3,200 千円

○ 財　　　源

参考：一般財源扱い 　交通安全対策交付金 668 千円

1117
道路橋梁事業

1116
土木一般管理事務

土木一般管理事務及び町内の基幹道路である国・県道、河川及び治水砂防等の整備促進を
図り、交通利便性の向上と住民生活の安心・安全確保に努める。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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08　款　土　木　費
02　項　道路橋梁費 建 設 課

02　目　道路維持費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

360,476 251,596 108,880 127,120 102,900 2,735 127,721

○ 事業説明

○ 執行経費
（１）道路維持管理事業 182,979 千円

　・職員給与費 正職員1名、会計年度任用職員 9,431 千円

　・需用費 道路照明電気料（福栄大橋・三国山ﾄﾝﾈﾙ・生山福長線） 830 千円

三国山トンネル照明等修繕料 200 千円

　・役務費 三国山トンネル非常設備電話料（日南町分及び共有分） 330 千円

　・委託料 町道除草委託（13自治会：単価12,000円/km） 648 千円

町道伐採作業委託（2地区） 1,000 千円

三国山トンネル非常用設備点検委託料 1,420 千円

　・委託料（建設改良） 木谷線（法面対策）測量設計費 6,000 千円

舗装修繕調査設計費 5,000 千円

　・工事請負費 霞福塚線法面対策工事（交付金） 60,000 千円

木谷線法面対策工事 30,000 千円

舗装修繕工事（尾郷印賀線・三国山線・上坂線） 27,000 千円

町道維持工事（6工区） 40,000 千円

　・原材料費 道路補修資材代 500 千円

　・公有財産購入費 土地購入費（法面対策事業） 300 千円

三国山トンネル建物災害共済保険料 20 千円

用地補償費（法面対策事業） 300 千円

（２）除雪事業 177,497 千円

　・需用費 建設機械消耗品等 6,500 千円

燃料費 5,000 千円

機械一般修繕、車両整備・修繕等 15,000 千円

道路修繕料 1,000 千円

　・役務費 回送料、保険料 2,457 千円

　・委託料 町道除雪委託料 50,000 千円

県道除雪委託料 80,000 千円

　・備品購入費 除雪機械（5ｔ級ドーザ）（交付金） 16,500 千円

鳥取県除雪機械運転手育成支援事業(250千円×5名×2/3) 840 千円

除雪補償費 200 千円　・補償補填及び賠償金

1118
道路維持管理事業

（1）道路維持管理事業
　　町道の維持・修繕・管理を行い安心安全な道路環境を維持する。また、道路施設の点検を行い
　　修繕計画を策定し、計画的な道路施設の修繕・対策を実施する。
（2）除雪事業
　　町道・生活道及び県から受託した県道の除雪を行い、住民及び通行者へ安心安全な冬期の
　　道路交通を確保する。

　・負担金補助及び交付金

　・補償補填及び賠償金

　・負担金補助及び交付金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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○ 財　　　源

【国支出金】 46,700 千円

　防災・安全社会資本整備交付金

　　　法面対策事業（対象事業費60,000千円×59.5％） 35,700 千円

　　　除雪機械（対象事業費16,500千円×2/3） 11,000 千円

【県支出金】 80,420 千円

　鳥取県除雪機械運転手育成支援事業（250千円×5名×1/3） 420 千円

　県道除雪委託料 80,000 千円

【地方債】 102,900 千円

　過疎債（ハード） 102,900 千円

　　　法面対策事業・舗装修繕事業・除雪機械購入事業

【その他】 2,735 千円

　除雪機械売却費 500 千円

1,200 千円

200 千円

　三国山トンネル維持管理費負担金（庄原市） 835 千円

08　款　土　木　費
02　項　道路橋梁費 建 設 課

03　目　道路新設改良費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

67,464 118,263 △ 50,799 29,750 22,700 0 15,014

○ 事業説明

　生山印賀線（印賀工区）　L=316.0m　W=5.5（7.0）ｍ　　H24年度着手～R4年度完成予定

○ 執行経費

　職員給与費 正職員　2名 13,872 千円

　需用費 図書代、事務用品費等 720 千円

　役務費 電話・郵券料等 297 千円

　使用料及び賃借料 コピー機・土木積算システム使用料等 1,575 千円

　工事請負費 生山印賀線（印賀工区）改良・舗装工事 50,000 千円

　公有財産購入費 土地購入費 500 千円

　補償費 用地補償費 500 千円

○ 財　　　源

【国支出金】

29,750 千円

【地方債】

　過疎債（ハード） 22,700 千円

1119
道路新設改良事業

町道の安心安全な道路網を整備するため、交付金を活用し道路改良工事を実施する。
令和4年度は、社会資本整備総合交付金により、継続事業である生山印賀線（印賀工区）の改良・舗装工
事を実施し、完成を目指す。

 　社会資本整備総合交付金（補助率 59.5%）

　　　対象事業費50,000千円×59.5％

　広瀬土木事務所除雪委託金

　南部町除雪委託金

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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08　款　土　木　費
02　項　道路橋梁費 建 設 課

04　目　橋梁維持費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

79,346 48,755 30,591 47,451 19,400 0 12,495

○ 事業説明

○ 執行経費

　職員給与費 正職員　1名 6,846 千円

　委託料 橋梁定期点検委託業務（2巡目　4橋） 2,000 千円

橋梁長寿命化修繕計画更新業務 20,000 千円

橋梁修繕設計委託業務（月瀬橋、坊橋、寶山橋） 10,000 千円

　工事請負費 橋梁修繕工事（北の原橋・津山橋） 40,500 千円

○ 財　　　源

【国支出金】

47,451 千円

【地方債】

　過疎債（ハード） 橋梁修繕（設計・工事） 19,400 千円

08　款　土　木　費
03　項　河　川　費 建 設 課

01　目　河川総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,022 2,022 6,000 0 8,000 0 22

○ 事業説明

町が管理する河川の清掃・護岸整備等を行い、河川施設の維持管理を行う。

令和4年度は、花口地区　普通河川二反田川の河床掘削工事を行う。

○ 執行経費

　委託料 河川管理清掃委託料 22 千円

　工事請負費 二反田川河床掘削工事 8,000 千円

○ 財　　　源

【地方債】

　緊急浚渫推進事業債 8,000 千円

1121
河川総務一般管理事務

1120
橋梁維持管理事業

町道橋219橋について5年毎に定期点検を行い、長寿命化修繕計画を策定する。
計画を基に橋梁修繕を実施し、橋梁の長寿命化を図り、安心安全な道路網を確保する。

  道路メンテナンス事業補助金(補助率65.45%)

　　　対象事業費72,500千円×65.45％

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

680 678 2 680 0 0 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　入居者の生活安定のため、低所得者向けの県営賃貸住宅の管理を代行する。

　安心な生活環境を維持するため、県の委託により家賃等の徴収事務及び設備修繕等を実施する。

【戸数】伯南第一団地　10戸、伯南第二団地　5戸

　

（２）事業の概要

　・料金収納事務

　・住宅の維持管理、入退去等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品、電気料、上下水道料 247 千円

建物設備修繕費 357 千円

　役務費 40 千円

24 千円

12 千円

○ 財　　　源

　県営住宅管理委託費 680 千円

　使用料及び賃借料 コピー機使用料

1122
県営住宅維持管理事務

請負作業（ハウスクリーニング）

郵券・電話料

01　目　住宅管理費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

08　款　土　木　費　
05　項　住　宅　費　
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,935 8,131 2,804 0 0 10,935 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

　生活安定及び福祉増進のため、住宅困窮者に対し条件に適した住宅環境を提供する。

　入居者の安心な生活環境を維持するため、修繕を実施するほか、家賃の徴収事務等の

　事務手続を行う。

【戸数】

（２）事業の概要

　・料金収納事務、住宅の維持管理、入退去等の事務手続

　・建物及び設備修繕

○ 執行経費

　需用費 消耗品 136 千円

電気料、燃料費、上下水道料 1,004 千円

建物設備修繕費（給湯器交換・屋根修繕ほか） 7,038 千円

　役務費 貯水槽定期検査及び清掃・水質検査 59 千円

郵券・電話料 48 千円

ハウスクリーニング及び周辺環境整備 328 千円

建物損害共済 349 千円

　委託料 消防設備点検、消火器詰替え 10 千円

　備品購入費 施設備品 100 千円

　負担金補助及び交付金 県住宅供給公社負担金（なごみの里分） 1,863 千円

○ 財　　　源

　町営住宅使用料等 10,935 千円

その他住宅（モデル住宅杉の家他）　7戸

1123
住宅管理事務

町営住宅（植松山、きりしま、こぶし、多里、多里第二）　47戸

特定公共賃貸住宅（カンファト日南、小原、田ノ原、北ノ原、なごみの里）　30戸

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

05　項　住　宅　費　
01　目　住宅管理費　

08　款　土　木　費　
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建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,127 530 2,597 0 0 787 2,340

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

【戸数】定住促進施設宿泊研修所いわみにし　6戸

（２）事業の概要

　・料金収納事務、住宅の維持管理、入退去等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品、電気料、上下水道料 177 千円

建物設備修繕料・換気型エアコン新設 2,808 千円

　役務費 郵券･電話料ほか 142 千円

○ 財　　　源

　定住促進施設使用料 787 千円

　【国支出金】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（一般財源扱い） 2,340 千円

建 設 課
（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,232 2,240 △ 8 0 0 2,232 0

○ 事業説明
（１）事業の目的、目標

【戸数】お試し住宅　6戸、高齢者ショートステイ住宅　6戸 

（２）事業の概要

　・料金収納事務、住宅の維持管理、入退去等の事務手続

○ 執行経費

　需用費 消耗品 100 千円

電気料、上下水道料、燃料費 1,474 千円

修繕料 150 千円

　役務費 電話料ほか 84 千円

建物損害共済 14 千円

ケーブルテレビ、インターネット使用料ほか 410 千円

○ 財　　　源

　短期滞在型専用住宅使用料 2,232 千円

　使用料及び賃借料

財　　　源　　　内　　　訳

1538
短期滞在型専用住宅管理
事務

　移住定住の促進と高齢者福祉の増進のため、短期間滞在することが可能な住宅環境を提供する。

01　目　住宅管理費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

08　款　土　木　費　
05　項　住　宅　費　

1508
定住促進施設維持
管理事務

　移住定住を促進するため、一定期間滞在が可能な施設環境を提供する。

01　目　住宅管理費　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

08　款　土　木　費　
05　項　住　宅　費　
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11　款　災害復旧費
01　項　農林水産施設災害復旧費 建 設 課

01　目　耕地災害復旧費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,000 6,000 0 0 0 0 6,000

○ 事業説明

　豪雨等により被災した農地及び農業用施設の災害復旧を行う。

○ 執行経費

　　委託料 災害測量設計費 6,000 千円

11　款　災害復旧費
01　項　農林水産施設災害復旧費 建 設 課

02　目　林業災害復旧費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,000 5,000 0 0 5,000 0 0

○ 事業説明

○ 執行経費

　　委託料 災害測量設計費 5,000 千円

○ 財　　　源

【地方債】

　　補助災害復旧事業債 5,000 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1461
林道災害復旧事業

　豪雨等により被災した町が管理する林道の災害復旧を行う。

1125
耕地災害復旧事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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11　款　災害復旧費
02　項　公共土木施設災害復旧費 建 設 課

01　目　公共土木施設災害復旧費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,500 9,000 2,500 0 11,500 0 0

○ 事業説明

○ 執行経費

　　委託料 災害測量設計費 11,500 千円

○ 財　　　源

【地方債】

　　補助災害復旧事業債 11,500 千円

1126
公共土木施設災害復旧事
業

　豪雨等により被災した日南町が管理する公共土木施設の災害復旧を行う。

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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03　款　民　生　費

02　項　児童福祉費 教育委員会

05　目　認定こども園費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

178,456 174,574 3,882 5,791 2,300 2,650 167,715

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 パートタイム会計年度任用職員 12,254 千円

給料 正職員、フルタイム会計年度任用職員 81,272 千円

職員手当 30,660 千円

共済費 23,724 千円

報償費 職員研修等外部講師謝金 240 千円

旅費 職員旅費 840 千円

需用費 光熱水費、給食費、備品等修繕料、建物設備等修繕料 19,312 千円

役務費 1,993 千円

委託料 嘱託医師、施設管理、施設消毒作業、設備点検保守等 3,609 千円

使用料及び賃借料 1,359 千円

備品購入費 山の上未満児用遊具、全園年長児用 机・椅子等 2,778 千円

負担金補助及び交付金 西部保育協議会・学校体育健康会・人権同和保育解放連盟 415 千円

  ※ 令和４年度入所予定者数

(単位：人)

区  分 にちなん十色 石見分園 山の上分園 合  計

５歳児 11 5 1 17

４歳児 13 1 1 15

３歳児 9 2 2 13

２歳児 14 4 1 19

１歳児 12 0 1 13

１歳児（中途入所） 6 2 2 10

合  計 65 14 8 87

○ 財　　　源

保育所運営費保護者負担金(保護者会負担金、広域入所者） 124 千円

一時保育利用料 24 千円

（県）保育サービス多様化促進事業補助金 117 千円

（県）中山間地域保育料無償等モデル事業費補助金（補助率 1/2） 4,762 千円

（県）低年齢児受入保育士配置費補助金（補助率 1/2） 822 千円

（県）保育教諭確保のための幼稚園免許状取得支援事業補助金（補助率１/２） 90 千円

雑入（共食費実費負担金、学校健康会、広域入所費受入金等） 2,502 千円

過疎債 2,300 千円

1575
認定こども園管理運営事務
（旧保育園管理運営事務）

・町内の認定こども園（３園・うち２分園）で教育・保育事業を行い、小学校就学前までの子ど
もの主体性や学ぶ力の基礎を育む。また、計画的に小学校や地域との連携を図り、町の将
来を担う子どもの育成に努める。
・認定こども園にちなん十色（本園）で一時保育事業を行い、家庭への子育て支援をする。
・本年度も保育料を無償化し、子育て世代への支援の充実を図る。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教育委員会

01 目　　教 育 委 員 会 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

委員会開催　　　年間15回程度

計画訪問　　 　　認定こども園（各園）・小・中学校　　各1回

○ 執行経費

報酬 委員報酬 1,728 千円

需用費 12 千円

負担金補助及び交付金 84 千円

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教育委員会

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

103,124 96,998 6,126 0 0 0 103,124

○ 事業説明

学校教育と社会教育の連携を図りながら、教育環境・体制の充実と振興を図る。

○ 執行経費 　

報酬　　 348 千円

給料 特別職給 1名 6,840 千円

一般職給　 11名 42,520 千円

職員手当 25,764 千円

共済費 15,937 千円

旅費 513 千円

需用費 35 千円

役務費 320 千円

使用料及び賃借料 367 千円
負担金補助及び交付金 281 千円

退職手当組合負担金 10,199 千円

1207
教育委員会事務局一般管理
事務

パートタイム会計年度任用職員　1名

研修旅費等

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

0 0 1,824

日南町の学校教育及び社会教育の向上と充実を図るため、毎月1回の定例委員会と随時の
委員会を開催し、審議・研究・協議を行う。
また、各種研修会に参加し、委員の資質向上と委員会の活性化を図る。

1206
教育委員会一般管理事務

1,824 1,824 0 0

負担金（西部就学指導推進協、日野高校魅力向上推進協負担金等）

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

－110－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教育委員会

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

415 415 0 0 0 306 109

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 水道・下水道料金 304 千円

建物設備等修繕料 100 千円

役務費 火災保険料 11 千円

○ 財源

住宅使用料 306 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

19,138 15,695 3,443 3,951 0 0 15,187

○ 事業説明

・教職員の授業等でのＩＣＴ活用能力の向上を支援し、ＩＣＴ活用教育の充実による学力向上を目指す。

・放課後や長期休業中の学習・体験活動の実施、ふるさと教育の充実。

・スクールソーシャルワーカー(SSW)の配置による、課題を抱える児童生徒への一貫した支援。

・家庭教育推進員の配置により、保護者啓発や家庭教育支援の充実を図る。

・学校運営協議会（ＣＳ）を核とした学校・家庭・地域の連携。

・地域コーディネーターの配置、ＣＳサポーターによる地域学校協働活動の実施。

・ＣＳ推進員（兼社会教育推進員）を配置し、ＣＳと社会教育の一体的な推進を図る。

・教育環境の充実や学校の負担軽減を図るための各種業務委託を行う。

○ 執行経費 　

報酬 パートタイム会計年度任用職員 7,030 千円

　　ＳＳＷ(2名)・家庭教育推進員（1名）・ＣＳ推進員兼社会教育推進員（1名）

職員手当 パートタイム会計年度任用職員 650 千円

共済費 パートタイム会計年度任用職員 1,440 千円

報償費 1,212 千円

旅費 普通旅費（ボランティア旅費等）、費用弁償（会計年度任用職員）　 776 千円

需用費 学校支援事業消耗品、パンフレット印刷 141 千円

役務費 保険料、インターネット利用料、フィルタリングソフト利用料等 834 千円

委託料 7,026 千円

保守（学校ネットワーク、学校支援システム、学校ＨＰ、タブレット等）
負担金補助及び交付金 授業目的公衆送信保証金制度負担金 29 千円

○ 財源

学校・家庭・地域連携協力推進事業補助金(国1/3・県1/3・町1/3) 831 千円

スクールソーシャルワーカー活用事業補助金(国1/3・県1/3・町1/3) 3,120 千円

1500
生き抜く力育成事業

　学校を支える教育環境を充実させるとともに、学校・家庭・地域が連携し、子どもたちの「生き抜く
力」の育成を目指した園・小・中一貫教育の推進を図る。

地域コーディネーター、学校運営協議会委員、学生ボランティア等

森林教育、学校ICT活用支援業務、学校消毒作業委託、

財　　　源　　　内　　　訳

1209
教員住宅管理運営事務

町外在住教職員の通勤時間の短縮と冬期間の雪道運転への不安を解消するため、また通
勤時間の短縮による教育効果の拡大を図るため、5戸の教員住宅を維持管理し小修繕を行
う。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
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10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教育委員会

02 目　　事　務　局　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,191 12,171 20 0 2,700 1,024 8,467

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 パートタイム会計年度任用職員（ＡＬＴ） 3,520 千円

職員手当 ＡＬＴ住居手当 239 千円

共済費 ＡＬＴ社会保険料 620 千円

旅費 ＡＬＴ研修旅費 27 千円

役務費 ＡＬＴ保険負担金 40 千円
負担金補助及び交付金 負担金（英語検定料、自治体国際化協会会費） 322 千円

補助金（海外派遣等のシアトル交流） 7,399 千円

積立金 国際交流基金積立金 24 千円

○ 財源

国際交流基金利子収入 24 千円

国際交流基金繰入金 1,000 千円

過疎債（ソフト） 2,700 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,085 5,840 12,245 0 7,700 0 10,385

○ 事業説明

○ 執行経費 　

需用費 建物設備等修繕料 4,725 千円

役務費 学校情報機器撤去処分 495 千円

委託料 学校無線LAN電波調査・移設整備 6,672 千円

備品購入費 学校UTM装置、教員用PC・サーバー 6,193 千円

○ 財源

過疎債 7,700 千円

1573
教育施設営繕改良事業

　児童・生徒の学校生活の充実を図るため、小学校・中学校・学校給食センターの施設、設
備について必要な修繕、改修を行い、安全・安心な教育環境を整備する。
　また、令和3年度に策定した教育施設整備修繕計画をもとに、計画的な改修等を実施す
る。

（小学校トイレ、更衣室、中学校漏電遮断器、保健室床、

給食ｾﾝﾀｰの扉・床塗装・手洗い温水化、緊急修繕費）

1572
外国語教育推進事業

　海外派遣事業や英語検定の受検等により、外国語教育の推進を図る。
　児童生徒の国際理解教育の充実及び生きた外国語教育実践の為、外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）を配置する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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10 款　　教　　育　　費

01 項　　教 育 総 務 費 教育委員会

03 目　　育 英 事 業 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,334 15,875 △ 541 1,463 3,700 10,134 37

○ 事業説明

　　・日南町人材育成奨学金　　日南町の人材の充実及び確保を図るため、奨学金を貸与する。

　　・高校生通学費等助成　　　高校生等に通学費等の助成をする。

○ 執行経費
負担金補助及び交付金 高等学校等通学費補助（高校生80人分） 5,200 千円

貸付金 令和4年度奨学金貸付（17人分） 6,800 千円

積立金 令和4年度奨学金償還見込額 3,334 千円

○ 財源

（県）鳥取県高校生通学費助成金 1,463 千円

わかもの定住促進基金繰入金 6,800 千円

人材育成奨学金貸付元利収入 3,334 千円

過疎債（ソフト） 3,700 千円

　

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小  学  校  費 教育委員会
01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

26,561 29,813 △ 3,252 0 0 0 26,561

○ 事業説明

○ 執行経費

給料 フルタイム会計年度任用職員 10,163 千円

職員手当 フルタイム会計年度任用職員 2,590 千円

共済費 フルタイム会計年度任用職員 2,597 千円

報償費 卒業記念品 25 千円

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、建物設備等修繕料 6,407 千円

役務費 1,468 千円

委託料 警備委託、消防施設設備点検、プール施設点検 2,886 千円

高圧受電設備保守委託　空調施設設備保守等

使用料及び賃借料 コピー機使用料等　 381 千円
負担金補助及び交付金 22 千円

通学支援交付金　1人 22 千円

1218
学校管理運営事務

（学校支援員1名、特別支援教育支援員3名、学校図書館司書1名）

電話料、火災保険、窓ガラス清掃、校舎床ワックス、バルク検査等

負担金（諸会費）

1217
日南町人材育成事業

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

高校や大学・専門学校等で学ぶ学生や家庭を経済的に支援し、将来の日南町を担う人材を育成する。

　児童が健康で安全な学校生活を送れるよう、施設・設備の維持管理に努める。
　特別支援教育支援員、学校図書館司書等を配置し、児童の支援や学校の教育機能の充実を図る。
　令和4年4月1日推定　児童数　116人
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10 款　　教　　育　　費

02 項　　小  学  校  費 教育委員会

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,571 1,586 △ 15 0 0 51 1,520

○ 事業説明

　学校の保健・衛生について安全な管理を図る。

○ 執行経費

報酬 学校歯科医報酬 184 千円

需用費 学校保健消耗品、医薬品等 340 千円

役務費 健康診断料、環境・衛生検査等手数料 347 千円

委託料 学校医・学校薬剤師委託料 529 千円
負担金補助及び交付金 災害共済給付負担金 114 千円

57 千円

○ 財源

学校健康会徴収金 51 千円

10 款　　教　　育　　費
02 項　　小　学　校　費 教育委員会

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,001 4,604 397 145 0 0 4,856

○ 事業説明

○ 執行経費 　 　

報償費 外部講師謝金等 40 千円

需用費　 教材消耗品、標準学力調査、教材備品修繕料等 1,091 千円

役務費 デジタル教科書Web版通信費 176 千円

委託料 文化芸術教室 300 千円

使用料及び賃借料 プログラム学習教材レンタル、デジタル教材使用料 781 千円

備品購入費 教材備品、児童図書 390 千円

負担金補助及び交付金 学校教育事業補助金 2,223 千円

○ 財源

（県）鳥取県ｅラーニング教材活用等支援事業補助金 95 千円

（県）鳥取県内修学旅行等支援事業費補助金 50 千円

1221
学習指導事務

　学習教材や図書等を整備し、教育効果や学習指導の質の向上を図る。
　教育事業補助金により、児童の各種大会や校外学習等への参加、教職員の研修の充実、
地域の特性を生かした特色ある学校教育の取り組みを支援する。

1220
保健安全管理事務

負担金（諸会費）

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

02 項　　小　学　校　費 教育委員会

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

680 1,466 △ 786 95 0 0 585

○ 事業説明

○ 執行経費

扶助費 準要保護児童援助費補助、特別支援学級就学奨励費補助 680 千円

（学用品費等、修学旅行費、医療費、給食費、通学用品購入費等）

○ 財源 95 千円

（国）特別支援教育就学奨励費補助金

10 款　　教　　育　　費

03 項　　中　学　校　費 教育委員会

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

18,348 17,358 990 0 0 126 18,222

○ 事業説明

○ 執行経費

報酬 1,836 千円

給料 フルタイム会計年度任用職員（特別支援教育支援員） 1,977 千円

職員手当 フルタイム会計年度任用職員 756 千円

共済費 フルタイム会計年度任用職員 780 千円

報償費 卒業記念品 37 千円

旅費 費用弁償（会計年度任用職員） 86 千円

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料 7,934 千円

役務費 1,637 千円

委託料 警備・消防設備点検（中学校、寄宿舎）、空調施設設備保守等 2,149 千円

使用料及び賃借料 コピー機使用料等 358 千円

備品購入費 スチールブックトラック、生徒用机・椅子 654 千円
負担金補助及び交付金 郡中学校会負担金等 144 千円

○ 財源　

学校施設使用料 126 千円

1229
学校管理運営事務

　生徒が健康で安全な学校生活を送れるよう、施設・設備の維持管理に努める。
　特別支援教育支援員、学校図書館司書等を配置し、生徒の支援や学校の教育機能の充
実を図る。
　令和4年4月1日推定　生徒数　61人

パートタイム会計年度任用職員（作業員、学校図書館司書）

電話料、火災保険、窓ガラス清掃、校舎床ワックス、バルク検査等

1223
就学奨励事業

　経済的理由により就学困難な児童に対して、学用品費等の一部を補助する。
　新入学児童学用品等購入費については入学前支給をする。
　また、特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱に基づき、特別支援学級の児童に対し
て、就学奨励費を支給し、特別支援教育の充実を図る。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

03 項　　中　学　校　費 教育委員会

01 目　　学 校 管 理 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,163 1,168 △ 5 0 0 25 1,138

○ 事業説明

　学校の保健・衛生について安全な管理を図る。

○ 執行経費

報酬 学校歯科医報酬 128 千円

需用費 学校保健消耗品、医薬品等 151 千円

役務費 健康診断料、環境・衛生検査等手数料 383 千円

委託料 学校医・学校薬剤師委託料 439 千円
負担金補助及び交付金 災害共済給付負担金等 62 千円

○ 財源

学校健康会徴収金 25 千円

10 款　　教　　育　　費
03 項　　中　学　校　費 教育委員会

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,376 8,905 △ 1,529 516 0 0 6,860

○ 事業説明

○ 執行経費 　 　

報酬 パートタイム会計年度任用職員（部活動指導員２名） 874 千円

報償費 外部講師等謝金 30 千円

旅費 部活動指導員出張旅費 49 千円

需用費 教材消耗品、標準学力調査、教材備品修繕料等 1,259 千円

役務費  部活動指導員保険料 4 千円

委託料  文化芸術教室 160 千円

備品購入費 教材備品、図書 664 千円
負担金補助及び交付金  負担金（統一模試受験料） 92 千円

 補助金（学校教育事業補助金） 4,244 千円

○ 財源

（県）鳥取県内修学旅行支援事業費補助金 50 千円

部活動指導員配置活用事業（国1/3・県1/3・町1/3） 466 千円

財　　　源　　　内　　　訳

1232
学習指導事務

　学習教材や図書等を整備し、教育効果や学習指導の質の向上を図る。
　教育事業補助金により、生徒の各種大会や校外学習等への参加、教職員の研修の充実、
地域の特性を生かした特色ある学校教育の取り組みを支援する。
　部活動指導員を配置し、部活動の充実と教職員の負担軽減を図る。

1231
保健安全管理事務

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費
03 項　　中　学　校　費 教育委員会

02 目　　教 育 振 興 費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,267 726 541 177 0 0 1,090

○ 事業説明

○ 執行経費

扶助費 準要保護児童援助費補助、特別支援学級就学奨励費補助 1,267 千円

（学用品費等、修学旅行費、医療費、給食費、通学用品購入費等）

○ 財源　 （国）特別支援教育就学奨励費補助金 177 千円

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教育委員会

01 目　社会教育総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,136 4,870 266 0 3,500 0 1,636

○ 事業説明

１）生涯学習講座

地域の課題解決、町民のニーズに沿った「にちなん町民大学」の開催（年12回）

「やさしい国語」（年6回）、オンライン文化教室（年6回）。

２）婚姻奨励事業

３）生涯学習学級「人生学園」

○ 執行経費

報　酬 社会教育委員報酬　16人×3回 168 千円

報償費 生涯学習講座等講師謝金 180 千円

旅　費 費用弁償 161 千円

需用費 消耗品（ポスタープリンター用品等） 438 千円

役務費 郵券料 221 千円

委託料 婚姻奨励事業委託料 1,067 千円
負担金補助及び交付金 負担金（結婚相談所登録助成） 850 千円

諸会費（県社会教育協議会等負担金等） 47 千円

2,004 千円

○ 財源　 過疎債（ソフト） 3,500 千円

1242
生涯教育総合推進事業

町民が生涯学習活動を通じて、学び合い、教え合い、個々の教養の向上、健康の増進等を効果的
に高めることができるよう学習機会の提供に努める。

①セミナーの実施（親向け・独身者向け・自己啓発など）　②婚活イベント(1泊2日バスツアー)
③登録相談会の実施、相談所登録助成など

①生涯学習学級「人生学園」の開催　②冊子「あゆみ」の発行

補助金（特色ある地域活動、活力ある文化団体等活動助成、人生学園）

1234
就学奨励事業

　経済的理由により就学困難な生徒に対して、学用品費等の一部を補助する。
　新入学生徒学用品等購入費については入学前支給をする。
　また、特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱に基づき、特別支援学級の生徒に対し
て、就学奨励費を支給し、特別支援教育の充実を図る。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教育委員会

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

12,485 7,439 5,046 3,240 4,200 0 5,045

○ 事業説明

１）文化財保護行政全般

・ 文化財保護審議会の開催(年3回） ・ 指定文化財等の管理

・ 古文書解読講座の開催（毎月） ・ 立木補償調査業務委託

・ オオサンショウウオ生息分布調査

・ 日南町指定文化財看板の修繕および新設（計２件）

・ 埋蔵文化財周知看板の作成
２）郷土資料館

・ トイレ修繕工事

○ 執行経費

報　酬 文化財保護審議会委員報酬、指定文化財管理報酬 86 千円

報償費 講師および文化財専門家謝金 368 千円

旅費 職員旅費 50 千円
需用費 資料修繕、古文書解読講座消耗品、燃料代、文化財看板修繕費 463 千円

役務費 郵券料 13 千円

委託料 指定文化財管理委託料（4件） 112 千円

下谷中山鉄山跡　立木補償調査業務委託 1,718 千円

指定文化財・埋蔵文化財看板作成設置委託業務 298 千円

オオサンショウウオ生息分布調査 5,093 千円

工事請負費 郷土資料館トイレ修繕工事 4,284 千円

〇 財源　

　（国）文化財等保存整備費補助金（1/2） 2,700 千円

  （県）鳥取県文化財等保存・保護事業補助金（1/10） 540 千円

　過疎債 4,200 千円

1247
郷土芸能文化財保護対策事
業

郷土の文化財を適切に保護管理するとともに、地域の宝である文化や歴史の保存・活用を
図り後世へ残す。
オオサンショウウオの生息分布調査（阿毘縁地区・大宮地区）を行い、その調査結果を『保護
管理指針』へ反映し、地域ごとの生息状況に見合った保護対策を進める。
新しく町指定となった文化財の看板の新設、老朽化した文化財看板の修繕等を行い文化財
の周知を図る。
郷土資料館のトイレを修繕し、講座開催時・災害時など施設利用者に快適な利用を提供す
る。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教育委員会

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

792 994 △ 202 0 0 68 724

○ 事業説明

１）青少年体験活動

にちなんっ子クラブなどを通して、体験学習や郷土に愛着が持てるような地域学習を行う。

２）成人式

　対象者：R4年34人

　内　容：式典、交流会、記念撮影

○ 執行経費

報償費 成人式記念品 75 千円

青少年体験活動　講師謝金 35 千円

旅　費 青少年育成会議・研修会出席旅費（会員） 6 千円

需用費 消耗品、生花、印刷製本費（しおり印刷、記念写真代）等 226 千円

成人式交流会食糧費 41 千円

役務費 記念行事謝礼、郵券料等 85 千円
負担金補助及び交付金 負担金 青少年育成鳥取県民会議負担金 4 千円

補助金 日南町青少年育成協議会補助金 30 千円

町スポーツ大会等派遣費補助金 270 千円

町スポーツ少年団本部補助金 20 千円

○ 財源　

成人式参加料 　 68 千円

1249
青少年健全育成事業

将来、地域の担い手となるような人材の育成や、日南町に愛着と誇りをもって生きる青少年の健全
育成を目指した取り組みを実施する。

社会人としての自覚を高めるとともに、郷土に誇りを持ち、これからの人生を自らの力と自主
的な判断で歩んでいこうとする町内出身・在住の新成人を祝う。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

－119－



令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

05　項　社会教育費 教育委員会

01 目　社会教育総務費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,031 5,002 △ 1,971 2,272 0 0 759

○ 事業説明

文化財保護法に基づき、開発事業予定箇所において埋蔵文化財の試掘調査を実施する。

　１）大原川平山たたら跡

　２）折渡遺跡

○ 執行経費

報酬 発掘作業員・整理作業員・バックホーオペレーター 1,756 千円

共済費 発掘作業員・整理作業員労災保険料 6 千円

報償費 発掘調査専門家助言謝金 20 千円

旅費 発掘調査専門家旅費 20 千円

需用費 発掘調査消耗品、試掘調査報告書印刷製本費、燃料代 590 千円

役務費 トイレ汲取り料、郵券料、機材運搬料 231 千円
使用料及び賃借料 バックホー、光波測量機、仮設トイレ、借地料 408 千円

○ 財源　

　（国）埋蔵文化財緊急調査費補助金（1/2） 1,515 千円

  （県）鳥取県文化財等保存・保護事業補助金（1/4） 757 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,383 8,200 1,183 0 0 0 9,383

○ 事業説明

○ 執行経費

給料 フルタイム会計年度任用職員（公設塾講師　1名） 2,187 千円

職員手当 551 千円

共済費 545 千円

報償費 塾補助員 319 千円

旅費 塾講師　研修会参加旅費 132 千円

需用費 消耗品、光熱水費 1,306 千円

役務費 コピー機移設、電話、郵券、インターネット 220 千円

使用料及び賃借料 施設賃借料、コピー機使用料 903 千円

備品購入費 塾備品 608 千円
負担金補助及び交付金 日野郡ふるさと教育推進協議会・コーディネーター負担金 2,234 千円

研修・講習受講料、水道再加入負担金 54 千円

「ふるさと教育」塾講師　住居費補助金 324 千円

1570
日野郡ふるさと教育推進事
業

引き続き、日野郡３町が連携し、「ふるさと教育」を推進する。高校生を対象とした公設塾での
学びを通し、生涯の仲間が生まれ、ふるさとに対する誇りを持ち続けることができる人材の育
成を目指す。
新たに日南町内にも拠点を設け、より高校生が利用しやすい環境を整える。また、中学生ま
での「ふるさと学習」を継続、発展させるため、小中学校と連携した学習を進める。
公設塾では、①個に応じた学習支援　②地域資源を活用した探究学習　③さまざまな人たち
との交流　④キャリア教育(進路の選択肢を広げる）　⑤高校生の居場所づくり 等を行う。

1384
遺跡詳細分布調査事業

砂防堰堤工事（鳥取県）に先立ち、同地内にある大原川平山たたら跡の範囲を確認する。（トレンチ2本）

農業競争力強化農地整備事業（鳥取県）に先立ち、同地内にある折渡遺跡の範囲を確認する。（トレンチ20本）

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　育　費

05　項　社会教育費 教育委員会

03　目　文化振興費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

72,536 69,234 3,302 0 3,100 300 69,136

○ 事業説明

○ 執行経費

役務費 火災保険料 438 千円

委託料 指定管理業務委託料 68,796 千円

備品購入費 プロジェクター、多目的ホール遮光カーテン 3,302 千円

○ 財源　

総合文化センター施設使用料 300 千円

過疎債 3,100 千円

国県支出金 地方債 その他 一般財源

790 793 △ 3 0 0 0 790

○ 事業説明

　

１）日南町文化協会の活動支援

　　日南町文化協会への補助

　　第９回にちなん文化展の開催

２）日南町内の文化振興事業

　　ふる里まつり等各種事業への作品出品、舞台発表の促し

○ 執行経費

需用費 消耗品、チラシ印刷等 110 千円

役務費 チラシ新聞折込料、白布クリーニング代等、運搬費 61 千円

使用料及び賃借料 折りたたみ机借り上げ代 24 千円

　 負担金補助及び交付金 日南町文化協会補助金 595 千円

1259
文化振興企画運営事業

　活力あふれる郷土づくり、町内の文化継承のために町内文化団体等の日々の活動を支援
する。また、にちなん文化展等を通じて町内の文化活動の情報を発信し、団体や会員数の増
加を目指す。
　町内で文化活動に親しんでいる個人や団体が集まり、活動の成果を発表する場とするとと
もに、町民誰もが楽しみながら交流を深めたり学んだりすることのできる町の文化の祭典とし
て、ふる里まつりを開催する。

1258
総合文化センター管理事務
費

日南町総合文化センターについて、指定管理者制度を活用して管理・運営を委託する。
また、日南町総合文化センターを町民の文化芸術活動の場として、積極的な利用を促進し、
町民の生涯学習や文化芸術活動を推進する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　育　費

05　項　社会教育費 教育委員会

04　目　図書館費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

22,656 21,779 877 0 0 0 22,656

○ 事業説明

・ 町民の求める資料を提供し、心と暮らしを豊かにする読書活動を推進する。
・

・ 行政資料を含めた地域の歴史文化に関わる資料の収集と情報発信に努める。
・ 林業アカデミー等とも連携しながら、農林業分野の資料の充実と利用促進を図る。

○ 執行経費

給料 司書2名、フルタイム会計年度任用職員1名 10,339 千円

職員手当 3,946 千円

共済費 3,052 千円

報償費 図書館運営協議会委員（5名×2回） 35 千円

需用費 新聞、雑誌、貸出用ＣＤ・ＤＶＤ等 794 千円

図書装備用品等その他の需用費 161 千円

印刷製本費（バーコードラベル） 27 千円

役務費 電話料、郵券料等 175 千円

通信運搬費（図書データベース使用料） 264 千円

委託料 図書管理システム保守料（ソフト） 1,294 千円

備品購入費 図書購入費 2,541 千円
負担金補助及び交付金 日本図書館協会費、鳥取県図書館協会費 28 千円

1262
図書館管理運営事務

読書バリアフリー法に基づき、視覚障がい者への録音図書の提供等、個々のニー
ズを踏まえたサービスを強化する。

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　育　費　

05 項　　社会教育費　　 教育委員会

05 目　　美術館費　　 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

45,473 11,977 33,496 0 27,100 4,140 14,233

○ 事業説明

主な展覧会事業 　(１)特別展「キャシー中島キルト展（仮題）」

　(２)特別展「つちやあゆみ木のアート展　歯車と音の遊園地」

　(３)企画展「現代作家のクレパス画展」

　(４)企画展「第９回にちなん文化展・【同時開催】赤木真理書道展」

　(５)巡回展「第66回鳥取県美術展覧会」

　(６)所蔵品展

主な教育普及事業など  （１)大人のためのクレパス画教室　初参加コース1回、マスターコース１回

 （２）子どものためのクレパス画教室　2回

 （３）にちなんっ子クラブ　小学生を対象とした長期休暇期間

 （４）絵画教室「こどものアトリエ」　小学生を対象にした放課後

 （５）佐武賞表彰式事業

施設改修 美術館1階の壁面展示ケース扉とケース内照明の故障に対する改修工事を行う。

○ 執行経費

報酬 展覧会監視員 748 千円

給料 学芸員1名、フルタイム会計年度任用職員１名 6,107 千円

職員手当 学芸員1名、フルタイム会計年度任用職員１名 2,188 千円

共済費 学芸員1名、フルタイム会計年度任用職員１名 1,710 千円

報償費 講師、展示協力者への謝金 224 千円

需用費 消耗品、印刷製本費（チラシ、ポスターなど）など 941 千円

役務費 1,484 千円

委託料 展覧会・教育普及事業、佐武賞事業 4,688 千円

ガラス張り壁面展示ケース改修設計監理委託 1,656 千円

使用料及び賃借料 赤木真理作品借用、井上靖関連資料借用料、コピー機使用料 203 千円

工事請負費 ガラス張り壁面展示ケース改修工事 25,507 千円

負担金補助及び交付金 鳥取県ﾐｭｰｼﾞｱﾑ･ﾈｯﾄﾜｰｸ年会費 2 千円

積立金 美術振興基金利子積立金 15 千円

○ 財源　

美術館入館料 1,200 千円

美術振興基金利子収入 15 千円

美術館物品販売収入 150 千円

美術振興基金繰入金 1,180 千円

芸術文化振興基金助成金 1,000 千円

雑入［特定財源］（クレパス画教室、子どものアトリエ参加費） 95 千円

エネルギア文化・スポーツ財団助成金 500 千円

過疎債 27,100 千円

1263
美術館管理運営事務

日南町の木育推進事業と連携した木のアート展に取り組む。著名な人気作家の作品展を開
催し、美術館への興味関心を高めることを目的にキャシー中島のキルト展を開催。美術館の
特色である「クレパス」に関する教育普及事業の継続実施。所蔵品の公開や郷土作家の紹
介など、日南町美術館の特色ある事業運営に取り組む。

HP維持管理費、会場設営作業、郵券料、広告料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　育　費　

06 項　保健体育費　　 教育委員会

01 目　保健体育総務費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,050 2,450 △ 400 0 0 0 2,050

○ 事業説明

日野郡民総合体育大会：江府町　　　

四県四郡市総合体育大会：新見市

中国地区スポーツ推進委員研究大会　開催県：島根県

全国スポーツ推進委員研究大会　開催県：滋賀県

○ 執行経費

報酬 スポーツ推進委員報酬 320 千円

報償費 推進員活動謝礼等 169 千円

旅費 各種大会・研修会等旅費 84 千円

需用費 各種大会消耗品等 132 千円

役務費 保険料等 38 千円
負担金補助及び交付金 負担金（日野郡等体育協会負担金　等） 250 千円

1,057 千円

10 款　　教　育　費　

06 項　保健体育費　　 教育委員会

02 目　体育施設費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32,834 4,909 27,925 0 27,400 54 5,380

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費 消耗品、光熱水費、修繕料 4,298 千円

役務費 冬季水道管理、体育施設保険料等 211 千円

委託料 電気設備保安業務・消防設備点検・施設管理 661 千円

武道館屋根修繕工事監理設計委託料 2,440 千円

使用料及び賃借料 体育館モップ、玄関用埃吸着マット、ＡＥＤ 204 千円

工事請負費 武道館屋根修繕工事 24,970 千円

備品購入費 少額備品 50 千円

○ 財源　

保健体育施設使用料 体育施設使用料（町外利用者） 4 千円

雑入〔特定財源〕 自販機販売手数料 50 千円

過疎債 27,400 千円

1268
社会体育施設管理運営事務

社会体育施設の適正な管理運営と利便性の向上を図る。日南町体育館は中学校の部活動
や各種団体が利用しやすい施設となるように、利用調整や施設管理に努める。
中長期修繕計画に基づき、社会体育施設に適切な修繕工事を行う。

1264
生涯スポーツ振興事業

町民が自らの健康や体力づくりに関心を持ち、スポーツに親しむ環境づくりを行う。
スポーツ団体をはじめ、学校や地域団体及び関連機関と連携してスポーツ活動の活性化
や、スポーツ推進委員の活動の充実に取り組み、体育諸活動・各種スポーツの普及と振興、
体力づくりの推進を図る。

補助金（日南町体育協会補助金、富田杯陰陽ソフトテニス大会補助金）

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比較
財　　　源　　　内　　　訳

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度一般会計当初予算説明資料

10 款　　教　　育　　費

06 項　　保健体育費 教育委員会

03 目　　学校給食費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

42,695 44,438 △ 1,743 0 1,500 0 41,195

○ 事業説明

○ 執行経費
需用費 給食センター消耗品 光熱水費 備品等修繕料 5,869 千円

建物設備修繕料（グレーチング、渡り廊下修繕） 178 千円

役務費 各種検査手数料、電話料、保険料等 1,029 千円

委託料 給食配送業務委託料、施設管理委託料 33,347 千円
使用料及び賃借料 コピー機使用料等 215 千円

備品購入費 少額備品 200 千円
負担金補助及び交付金 保存食負担金・支払手数料負担・給食費負担等 1,857 千円

○ 財源　

過疎債（ソフト） 1,500 千円

1240
学校給食運営事務

　平成8年度よりセンター方式の給食を実施。調理・配送業務を民間委託し、小中学校に給
食を提供している。安全な学校給食の提供を図る。
　食材の価格上昇により、給食費の値上げの必要があるが、保護者の経済的負担増大を抑
制し、給食の質の向上を図るため、食材費の一部を負担する。

事　　　業　　　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01 款　　総　務　費 　

01 項　　総務管理費 住　民　課

01 目　　一般管理費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

職員人件費、委託料及び事務費、連合会への負担金を計上する。

○ 執行経費

・職員給与費等（２人分） 11,008 千円

・需用費 228 千円

・役務費 534 千円

・委託料 5,036 千円

・使用料及び賃借料 109 千円

・負担金補助及び交付金 国保連合会負担金等 636 千円

退職手当組合負担金 855 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 6,871 千円

督促手数料 29 千円

諸収入 498 千円

一般会計繰入金 11,008 千円

01 款　　総　務　費

03 項　　運営協議会費 住　民　課

01 目　　運営協議会費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

国保運営協議会の開催に要する経費（委員報酬）※委員9名の内2名は病院関係者であるため除く。

【内訳】 委員　3,500円×7名×2回＝49,000円

○ 執行経費

報酬 49 千円

○ 財      源

国民健康保険税 49 千円

49 0
1075　国保運営協議会
        運営事務

49 49 0 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1071　国保事業一般管理
        事務

18,406 16,412 1,994 0 0

令和４年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

7,398 11,008
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令和４年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

02 款　　保険給付費 住　民　課

01 項　　療　養　諸　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・ 療養給付費

・ 療養費

・ 審査支払手数料

国保連合会への審査・支払委託手数料。レセプト　１件あたり　63円

○ 執行経費

・負担金補助及び交付金 381,000 千円

・委託料 1,046 千円

○ 財　　　源

382,046 千円

0 0

国民健康保険事業の目的として行う医療給付。現物給付として行う療養の給付等に要する経費から、一部負担
金（義務教育就学前　２割、義務教育就学から７０歳未満　３割、７０歳以上の前期高齢者２割または３割に相当
する額）を控除した額を負担する。
会計年度：３月診療分～翌年２月診療分

国民健康保険における補完的医療給付であり、基本は現金給付として行うが、柔道整復施術分については現物
給付も行う。
基本的には、コルセット、あんま、はり、マッサージ等保険医療機関が現物給付を行っていない場合及び被保険
者証を提出できない理由が、緊急、その他やむを得ないと認められる場合に支給する。
会計年度：４月支給決定分～翌年３月支給決定分

（県）保険給付費等交付金（普通交付金）

05　審査支払手数料
     (1080)

1,046 1,046 0 1,046 0

0 0

03　一般被保険者療養費
     (1078)

1,000 1,000 0 1,000 0 0 0

01　一般被保険者療養給
　　 付費(1076)

380,000 380,000 0 380,000 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

－127－



令和４年度国民健康保険特別会計当初予算説明資料

02 款　　保険給付費 住　民　課

02 項　　高額療養費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・被保険者の一部負担金の限度額を超えた部分を支給する。(H30年8月から限度額見直し)

・会計年度：４月支給決定分～翌年３月支給決定分

（１）70歳未満被保険者自己負担限度額(国保世帯単位)

上位所得者　（ア）

上位所得者　（イ）

一　　　　般　（ウ）

一　　　　般　（エ） 　　57,600円　(多数該当　44,400円）

住民税非課税世帯　（オ） 　　35,400円　(多数該当　24,600円）

（２）70歳以上被保険者自己負担限度額　

外来(個人単位) 外来＋入院（世帯単位）

　　18,000円

　※年間上限14.4万円

住民税非課税(低Ⅱ) 　24,600円

住民税非課税(低Ⅰ) 　15,000円

（３）血友病、人工透析の必要な慢性腎不全など長期疾病は、自己負担限度額　１ヶ月10,000円

　　　　　 　 　　  一定以上所得者　１カ月20,000円　　　 一定以上所得者　１ヶ月20,000円

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 70,300 千円

○ 財　　　源

（県）保険給付費等交付金（普通交付金） 70,300 千円

　　 8,000円

課税所得　380万円以上
               690万円未満

　167,400円＋（医療費－558,000円）×1％　(多数該当　93,000円）

課税所得  145万円以上
               380万円未満

 　 80,100円＋（医療費－267,000円）×1％　(多数該当　44,400円）

一　　　　般 　57,600円　（多数該当　44,400円）

・医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合に、国保、介護保険それぞれの年間の自己負担
　額を合算し限度額を超えた部分を国保と介護保険で按分し支給する。

　252,600円＋（医療費－842,000円）×1％　(多数該当　140,100円）

　167,400円＋（医療費－558,000円）×1％　(多数該当　93,000円）

 　 80,100円＋（医療費－267,000円）×1％　(多数該当　44,400円）

課税所得　690万円以上 　252,600円＋（医療費－842,000円）×1％　(多数該当　140,100円）

0 0

03　一般被保険者高額介
      護合算療養費(1494)

300 300 0 300 0 0 0

01　一般被保険者高額療
      養費(1081)

70,000 70,000 0 70,000 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02 款　　保険給付費 住　民　課

04 項　　葬　祭　諸　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

条例の定めによる被保険者の葬祭を行う者に支給する。（１件　20,000円　　 年間　15件）

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 300 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 300 千円

02 款　　保険給付費 住　民　課

05 項　　移　送　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 5 千円

○ 財　　　源

（県）保険給付費等交付金（普通交付金） 5 千円

0 0

 負傷、疾病等により移動が困難な患者が、医師の指示により一時的、緊急的な必要性があって、移送された場
合に要した経費を支給する。

01 一般被保険者移送費
    (1084)

5 5 0 5 0

300 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

01 葬　祭　費 (1083) 300 300 0 0 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02 款　　保険給付費 住　民　課

06 項　　出産育児諸費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

条例の定めによる出産に対して支給する。　( １件　420,000円　　年間見込み　2件）

※産科医療保障制度に加入していない医療機関にて出産した場合は404千円

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 840 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 280 千円

一般会計繰入金 560 千円

04 款　　共同事業拠出金

0１ 項　　共同事業拠出金 住　民　課

05 目　　その他共同事業拠出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

退職者医療制度の資格を有する被保険者を適正に適用するための、共同事業の拠出金。

○ 執行経費

負担金補助及び交付金 1 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 1 千円

1 01090 その他の共同事業 1 0 1 0 0

280 560

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

01 出産育児一時金(1086) 840 840 0 0 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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07 款　　諸　支　出　金 住　民　課

01 項　　償還金及び還付加算金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

・保険税還付金

　過誤納となった現年度賦課以外の保険税還付金

○ 執行経費

償還金利子及び割引料 423 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 423 千円

07 款　　諸　支　出　金

02 項　　繰　出　金 住　民　課

01 目　　病院事業会計繰出金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

（県）特別調整交付金（市町村分） 10,816 千円

0 0

・病院事業会計への繰出金。
　特別調整交付金で交付される直営診療施設の施設・設備整備の補助及び運営費の補助相当額については、
　一度国保特別会計に受け入れてから病院事業会計に繰り出す。

1096  病院運営整備事業 10,816 1,638 9,178 10,816 0

423 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

01  一般被保険者保険税
     還付金(1092)

423 423 0 0 0

科　目　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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07 款　　諸　支　出　金

03 項　　積　立　金 住　民　課

01 目　　基金積立金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

〇 執行経費

・基金積立金 1298 千円

・基金積立金利子 391 千円

○ 財　　　源

国民健康保険税 1,298 千円

財産収入（預金利息） 391 千円

08 款　　保 健 事 業 費

01 項　　保　健　事　業　費 住　民　課

01 目　　保健衛生普及費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

報酬（食育推進員3人×3講座、2人×1講座） 38 千円

報償費(各種教室謝金及び旅費） 336 千円

需用費（教材、印刷製本費他) 185 千円

役務費（医療費通知、ジェネリック差額通知、人間ドック案内他) 328 千円

委託料(医療費通知、ジェネリック医薬品差額通知作成） 114 千円

委託料(メタボリックシンドローム対策事業委託料） 127 千円

委託料（保健事業実施のためのﾃﾞｰﾀ分析委託料) 2,601 千円

負担金補助及び交付金

4,736 千円

○ 財　　　源　

（県）保険給付費等交付金（特別交付金）特別調整交付金分（市町村分） 1,500 千円

（県）県繰入金（２号分） 3,608 千円

（県）保険給付費等交付金（特別交付金）保険者努力支援分 1,925 千円

国民健康保険税 1,432 千円

1,432 0

 保健衛生普及活動に係る経費。被保険者の健康的な生活、ひいては保険財政の安定に資するため、各種の
保健事業を行う。
・生活習慣病予防や糖尿病予防、重症化予防のため、ノルディック・ウォーク教室及び栄養教室を実施する。
・疾病の早期発見、早期治療のため、日南病院において人間ドックを実施する。
・国保被保険者分のインフルエンザ予防接種補助を実施する。
・医療費通知、ジェネリック医薬品差額通知を行う。
・医療費分析を行い、効果的な保健事業の実施に資する。

   (国保人間ﾄﾞｯｸ、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種補助、国保連合会保健事業負担金)

1099 保健衛生普及活動
       事務

8,465 7,560 905 7,033 0

1,689 0

国民健康保険の年度中途における医療費の増嵩に対応するため、また保健事業の充実をはかるための積立
金。

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1097  財政調整基金積立
        金管理

1,689 256 1,433 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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08 款　　保 健 事 業 費

02 項　　特定健康診査等事業費 住　民　課

01 目　　特定健康診査等事業費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・保健衛生普及活動に係る経費。受診しやすい体制づくりに努め、特定健診の受診率向上を目指す。

需用費(受診券用紙代、窓開き封筒印刷代等) 100 千円

役務費 郵券料（特定健診受診券、受診結果等送付用） 240 千円

委託料(特定健診委託料、受診率向上事業委託料等) 4,954 千円

負担金補助及び交付金（行政ポイント） 228 千円

○ 財　　　源

（県）県繰入金（２号分） 2,950 千円

（県）保険給付費等交付金（特別交付金）特定健診等負担金 436 千円

（県）保険給付費等交付金（特別交付金）保険者努力支援分 600 千円

（県）保険給付費等交付金（特別交付金）特別調整交付金分（市町村分） 1,308 千円

国保財政調整基金繰入金 228 千円

12 款　　国民健康保険事業費納付金

0１ 項　　医療給付費分 住　民　課

01 目　　一般被保険者医療給付費分 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 52,483 千円

一般会計繰入金（基盤安定税軽減分） 10,251 千円

一般会計繰入金（基盤安定保険者支援分） 6,041 千円

一般会計繰入金（財政安定化支援事業） 7,719 千円

52,483 24,011

・一般被保険者の医療給付費分の納付金。
  県が医療給付費等の見込みをたて、公費等で賄われる部分を除いた額を国民健康保険事業費納付金として
  各市町村分を決定し、各市町村から県へ納付するもの。
  決定にあたっては、市町村毎の年齢調整後の一般被保険者の医療費水準、所得水準が考慮されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去３年間の平均）

1559　一般被保険者医療
給付費分

76,494 107,089 △ 30,595 0 0

228 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1480 特定健康診査等事
務

5,522 5,792 △ 270 5,294 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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12 款　　国民健康保険事業費納付金

02 項　　後期高齢者支援金等分 住　民　課

01 目　　一般被保険者後期高齢者支援金等分 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 24,026 千円

一般会計繰入金（基盤安定税軽減分） 4,754 千円

一般会計繰入金（基盤安定保険者支援分） 3,115 千円

12 款　　国民健康保険事業費納付金

03 項　　介護納付金分 住　民　課

01 目　　一般被保険者介護納付金分 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 財　　　源

国民健康保険税 6,580 千円

一般会計繰入金（基盤安定税軽減分） 1,161 千円

一般会計繰入金（基盤安定保険者支援分） 700 千円

6,580 1,861

・一般被保険者の介護納付金分の納付金。
  県が介護納付金額の見込みをたて、公費等で賄われる部分を除いた額を国民健康保険事業費納付金として
  各市町村分を決定し、各市町村から県へ納付するもの。
  決定にあたっては、市町村毎の一般被保険者（４０歳から６４歳）の所得水準が考慮されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去３年間の平均）

1564　一般被保険者介護
納付金分

8,441 9,589 △ 1,148 0 0

24,026 7,869

・一般被保険者の後期高齢者支援金分の納付金。
  県が後期高齢者支援金額の見込みをたて、公費等で賄われる部分を除いた額を国民健康保険事業費納付金
  として各市町村分を決定し、各市町村から県へ納付するもの。
  決定にあたっては、市町村毎の一般被保険者の所得水準が考慮されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（過去３年間の平均）

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳

1561　一般被保険者後期
高齢者支援金等分

31,895 32,755 △ 860 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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90 款　　予　備　費

90 項　　予　備　費 住　民　課

90 目　　予　備　費 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 科目説明

国保特別会計の特殊性により、年度中途における医療費の増嵩に対応するための予算を計上する。

○ 財　　　源

国民健康保険税 4,000 千円

4,000 01361　予備費 4,000 4,000 0 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　項　総務管理費 福祉保健課

01　目　一般管理費 02　目　連合会負担金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,759 25,889 △ 1,130 0 0 0 24,759

1,963 1,734 229 0 0 0 1,963

　　○ 科目説明

1 一般管理事務

職員人件費、事務経費を計上

　　○ 執行経費

職員人件費（一般職２名、会計年度職員１名） 20,840 千円

旅費 86 千円

役務費（電算サービス利用料等） 1,063 千円

2,661 千円

使用料（コピー機） 24 千円

需用費 85 千円

計 24,759 千円

　　○ 科目説明

2 連合会負担金

国保連合会委託事務経費を計上

　　○ 執行経費

委託料（主治医意見書審査支払・資格管理他） 1,963 千円

　　○ 財　　　源

・一般会計繰入金 26,722 千円

02　項　徴　収　費 福祉保健課

01　目　賦課徴収費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

226 226 0 0 0 10 216

○ 事業説明

・介護保険料賦課徴収に要する事務費を計上

○ 執行経費

・特別徴収データ国保連合会送受信通信料 12 千円

・賦課決定通知等送付郵券料 214 千円

○ 財　　　源

・督促手数料 10 千円

・一般会計繰入金 216 千円

令和４年度介護保険特別会計当初予算説明資料

01　款　総　務　費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1310　賦課徴収事務

1308　一般管理事務

1309　国保連合会委託事務

委託料（介護保険システム、総合行政システム保守）

01　款　総　務　費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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03　項　介護認定審査会費 福祉保健課

01　目　介護認定審査会費 02　目　認定等調査費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,921 1,899 22 0 0 0 1,921

420 336 84 0 0 0 420

　１．介護認定審査会事務

○ 事業説明

・要介護認定審査会業務を西部圏域共同で西部広域行政管理組合に委託して審査判定を行う。

○ 執行経費

・西部広域行政管理組合負担金 1,921 千円

　２．介護認定等調査事務

○ 事業説明

・要介護認定調査に係る事務的経費を計上。要介護認定調査は、介護給付費適正化対策として

　基本的に保険者職員が調査を実施する。

○ 執行経費

・要介護認定調査委託料（遠隔地） 73 千円

・役務費（主治医意見書作成料） 27 千円

・通信、運搬費等 142 千円

・需用費（公用車燃料） 152 千円

・コピー機使用料 26 千円

○ 財　　　源

・一般会計繰入金 2,341 千円

05　項　計画策定委員会費 福祉保健課

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

67 67 0 0 0 0 67

○ 事業説明

・介護保険運営協議会の開催（年１回）

　　○ 執行経費

・介護保険運営協議会委員手当(委員１５名）　 53 千円

・役務費 7 千円

・コピー機使用料 7 千円

　　○ 財　　　源

・一般会計繰入金 67 千円

1314　介護保険事業計画進行
         管理事務

財　　　源　　　内　　　訳

1311  介護認定審査会事務

1312  介護認定等調査事務

01　款　総　務　費

01　目　計画策定委員会費

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

科　目　名 本年度 前年度 比　　較

01　款　総　務　費
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福祉保健課

01　項　介護サービス等諸費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

157,322 165,842 △ 8,520 67,256 0 68,789 21,277

50 50 0 22 0 23 5

150 150 0 64 0 66 20

800 800 0 342 0 350 108

1,200 1,500 △ 300 513 0 525 162

28,223 30,396 △ 2,173 12,066 0 12,340 3,817

40 40 0 17 0 18 5

62,004 59,848 2,156 26,508 0 27,112 8,384

50 50 0 21 0 23 6

653,876 662,094 △ 8,218 279,536 0 286,110 88,230

○ 事業説明

・介護給付費に係る介護サービス提供費用の利用者負担分を除く保険給付費を負担する。

・介護給付費 653,876 千円

・要介護１～５の要介護認定者がサービス計画に基づいて提供された居宅・施設サービス給付費負担

　※居宅介護福祉用具購入費及び居宅介護住宅改修費は償還払いにより給付。

　　○ 財源内訳

施設・その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

県 施設・その他

施設・その他

施設・その他

計 653,876千円

交付金 204,793千円

介護給付費負担金 102,620千円

町
負担金（介護保険料低所得
者軽減負担繰入を含む）

88,230千円

１号被保険者保険料 81,317千円

1425
09．地域密着型介護サービス
      給付費

1426
10．特例地域密着型介護サービ
      ス給付費

合　　計

国
介護給付費負担金 109,889千円

財政調整交付金 67,027千円

54,446

1318
04．特例施設介護サービス給付費

1319
05．居宅介護福祉用具購入費

1320
06．居宅介護住宅改修費

1321
07．居宅介護サービス計画給付費

1322
08．特例居宅介護サービス計画
      給付費

1315
01．居宅介護サービス給付費

1316
02．特例居宅介護サービス給付費

1317
03．施設介護サービス給付費

404,037 403,418 619 172,727 0 176,864

02　款　保険給付費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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03　項　その他諸費 福祉保健課

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

875 897 △ 22 374 0 382 119

○ 事業説明

・審査支払手数料

国保連合会への審査・支払委託手数料（レセプト１件９５円） 875 千円

　　○ 財源内訳

施設・その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

県 施設・その他

施設・その他

施設・その他

福祉保健課

04　項　高額介護サービス等費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 21,000 △ 1,000 8,550 0 8,745 2,705

50 50 0 21 0 23 6

20,050 21,050 △ 1,000 8,571 0 8,768 2,711

　　○ 事業説明

・介護サービス利用者の一部負担金が一定額を超える場合にその越えた部分を保険給付する。　

20,050 千円

　被保険者の利用者負担段階により一部負担限度額を償還払いする。

　　○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

計 20,050千円

交付金 6,280千円

介護給付費負担金 2,506千円

町
負担金 2,711千円

１号被保険者保険料 2,488千円

1330
01．高額介護サービス費

1435
02．高額介護予防サービス費

合計

国
介護給付費負担金 4,010千円

財政調整交付金 2,055千円

計 875千円

02　款　保険給付費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

交付金 274千円

介護給付費負担金 116千円

町
負担金 119千円

１号被保険者保険料 108千円

1329　審査支払事務

国
介護給付費負担金 168千円

財政調整交付金 90千円

02　款　保険給付費

01　目　審査支払手数料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

06 項 特定入所者介護サービス等費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

46,500 49,307 △ 2,807 19,879 0 20,332 6,289

30 30 0 12 0 12 6

100 100 0 42 0 43 15

20 20 0 9 0 8 3

46,650 49,457 △ 2,807 19,942 0 20,395 6,313

　　○ 事業説明

・特定入所者介護サービス給付費（負担金） 46,650 千円

・施設利用者（短期入所の利用者含む）の食費・居住費（滞在費）について、利用者負担段階が

第１段階～第３段階の者（市町村民税世帯非課税）について負担上限額を定め、補足給付により

保険給付する。低所得者に対し食費・居住費の負担軽減を行う。

　　○ 財源内訳

施設・その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

県 施設・その他

施設・その他

施設・その他

計 46,650千円

介護給付費負担金 8,120千円

町
負担金 6,313千円

１号被保険者保険料 5,785千円

介護給付費負担金 7,040千円

財政調整交付金 4,782千円

交付金 14,610千円

1420
01．特定入所者介護サービス費

1421
02．特例特定入所者
      介護サービス費

1436
05．特定入所者介護
      予防サービス費

1437
06．特例特定入所者介護
     予防サービス費

合計

国

02 款 保険給付費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

07　項　介護予防サービス等諸費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,010 13,960 △ 950 5,562 0 5,689 1,759

30 30 0 13 0 12 5

1,200 1,200 0 513 0 525 162

20 20 0 9 0 8 3

600 500 100 257 0 262 81

1,200 1,300 △ 100 513 0 525 162

4,243 3,762 481 1,814 0 1,855 574

20 20 0 9 0 8 3

20,323 20,792 △ 469 8,690 0 8,884 2,749

○ 事業説明

・介護予防給付費 20,323 千円

・要支援１・２の要支援認定者がサービス計画に基づいて提供された居宅系サービス給付費負担　　

※介護予防福祉用具購入費及び住宅改修費は償還払いにより給付。

　　

　　○ 財源内訳

施設・その他

施設・その他

支払基金 施設・その他

県 施設・その他

施設・その他

施設・その他

計 20,323千円

交付金 6,365千円

介護給付費負担金 2,566千円

町
負担金 2,749千円

１号被保険者保険料 2,519千円

1433
07．介護予防サービス計画給付費

1434
08．特例介護予防サービス
      計画給付費

合　　計

・予防給付に係る介護予防サービス提供費用の利用者負担を除く保険給付費を負担する。H27年度から介
護予防サービス給付の内、訪問サービス、通所サービスは地域支援事業へ移行している。

国
介護給付費負担金 4,040千円

財政調整交付金 2,084千円

1427
01．介護予防サービス給付費

1428
02．特例介護予防サービス給付費

1429
03．地域密着型介護
　　 予防サービス給付費

1430
04．特例地域密着型介護
　 　予防サービス給付費

1431
05．介護予防福祉用具購入費

1432
06．介護予防住宅改修費

02　款　保険給付費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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福祉保健課

08　項　高額医療合算介護サービス等費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000 3,000 0 1,283 0 1,312 405

50 50 0 21 0 23 6

3,050 3,050 0 1,304 0 1,335 411

　　○ 事業説明 3,050 千円

　　○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

計 3,050千円

交付金 956千円

介護給付費負担金 381千円

町
負担金 411千円

１号被保険者保険料 379千円

1524
01．高額医療合算介護サービス費

1525
02．高額医療合算介護
　　 予防サービス費

合　　計

・介護保険の利用者負担額と、医療保険・後期高齢者医療の一部負担金等の合計額が高額のとき支給。
・１年間の介護保険と医療保険・後期高齢者医療のなお残る負担額を基準日（７月３１日）時点での医療の
世帯で合算し、所得区分に応じた限度額を超えた部分を払い戻す。

国
介護給付費負担金 610千円

財政調整交付金 313千円

02　款　保険給付費

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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05　款　地域支援事業費

01　項　介護予防・生活支援サービス事業費

01　目　サービス事業費 福祉保健課

02　目　介護予防ケアマネジメント事業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,709 10,822 △ 113 4,960 0 4,220 1,529

34,129 34,642 △ 513 15,807 0 13,449 4,873

125 125 0 57 0 49 19

200 200 0 93 0 79 28

100 100 0 47 0 39 14

12,631 11,647 984 5,646 0 4,803 2,182

57,894 57,536 358 26,610 0 22,639 8,645

　　○ 事業説明

＜１．サービス事業費＞ 45,263 千円

①訪問型サービス事業 10,709 千円

・地域支援事業における現行相当の訪問介護サービス　　　　　 9,600 千円

・地域支援事業における住民主体等の訪問型サービスＢ 168 千円

・地域支援事業における専門職・短期集中訪問型サービスＣ 41 千円

・地域支援事業における訪問型サービスＤ 900 千円

（通所型サービスＢへの参加を移動支援）

②通所型サービス事業 34,129 千円

・地域支援事業における現行相当の通所介護サービス 33,000 千円

・地域支援事業における短期集中予防サービス・日南病院 983 千円

・執行経費（需用費99千円、役務費35千円、使用料12千円） 146 千円

③生活支援サービス事業費 125 千円

・地域支援事業における見守りサービス

　　120円×52週×1回×10人 62 千円

　　120円×52週×2回×5人 63 千円

④総合事業審査支払手数料 200 千円

⑤高額介護サービス費相当事業 100 千円

合計

1439　訪問型サービス事業

1440　通所型サービス事業

1441　生活支援サービス事業

1543　総合事業審査支払手数料

1544　高額介護サービス費相当
         事業

1445　介護予防ケアマネジメント
         事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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（前ページより）

＜２．介護予防ケアマネジメント事業費＞ 12,631 千円

・要支援１・２の者で総合事業のみ利用している者と事業対象者に対して、

　介護予防マネジメントを行う。

・保険者が直営で運営する地域包括支援センターが契約と介護予防マネ

　ジメントを実施する。または、地域包括支援センターが契約を行い居宅

　支援事業所へ委託して行う。

　　○ 主な執行経費

・人件費（職員給与等） 7,950 千円

・需用費 40 千円

・役務費 24 千円

・委託料 4,266 千円

・使用料及び賃借料 36 千円

・住所地特例者予防マネジメント国保連負担金、介護支援専門員研修受講料 315 千円

　　○ 財源内訳

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

計 57,894千円

地域支援事業交付金 15,512千円

地域支援事業交付金 7,180千円

町
負担金 8,645千円

１号被保険者保険料 7,127千円

国
地域支援事業交付金（総

合事業調整交付金を含む）
17,177千円

保険者機能強化推進交付金等 2,253千円
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05 款　地域支援事業費  福祉保健課

02 項 一般介護予防事業費 （単位：千円）

01　目　一般介護予防事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

612 114 498 284 0 241 87

17,762 7,761 10,001 7,719 0 6,566 3,477

5,591 6,753 △ 1,162 2,590 0 2,203 798

24 24 0 10 0 9 5

24 24 0 10 0 9 5

24,013 14,676 9,337 10,613 0 9,028 4,372

　　○ 事業説明
＜１．一般介護予防事業費＞ 24,013 千円
①介護予防把握事業

　介護予防に資する者の把握に努める。３年に１回、ニーズ調査実施年度。 612 千円

・執行経費（需用費141千円、役務費411千円、使用料及び賃借料60千円）

②介護予防普及啓発事業 17,762 千円

・全高齢者を対象として一次予防のための介護予防事業を行う。

　地域において介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるよう、

　健康教育・相談等を通じて介護予防に関する知識の普及・啓発を行う。

・人件費（職員給料等） 16,111 千円

・報償費（介護予防啓発講座講師謝金） 52 千円

・旅費 86 千円

・需用費（介護予防調理教室教材費、消耗品費、印刷製本費） 963 千円

　「もしもの時のしあわせノート（簡易版）」「あなたと一緒に介護保険」

・役務費 30 千円

・委託料（介護予防教室指導：日南病院理学療法士） 400 千円

・使用料及び賃借料 120 千円

1545　介護予防把握事業費

1546　介護予防普及啓発事業費

1547　地域介護予防
　　　　活動支援事業費

1548　一般介護予防
　　　　事業評価事業費

1549　地域リハビリテーション
　　　　活動支援事業費

合計

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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③地域介護予防活動支援事業 5,591 千円

・住民主体の集い会場で出前講座隊による介護予防講座の実施。

　出前講座隊は日南病院、日南福祉会、日南町社会福祉協議会、福祉保健課・

　地域包括支援センター職員等が講師として集いの場に出向く。

・生活支援ボランティアを養成し、地域支え合いの機運を高めるとともに、

　高齢者の不便を解消する。

・報償費（生活支援ボランティア養成講座・スキルアップ講座講師謝金） 57 千円

・需用費 30 千円

・役務費 63 千円

・使用料及び賃借料 48 千円

・負担金補助及び交付金 5,393 千円

　「住民主体通所型サービス」

　　　〇参加人数による補助費 1,768 千円

　　　　・週１回開催 1，500円×3ヵ所×50週

1，000円×20ヵ所×50週

　　500円×21ヵ所×50週

　　　　・月１～２回開催） 　　500円×1回×12ヵ月×1ヵ所

　　500円×2回×12ヵ月×2ヵ所

　　　〇活動補助費 100，000円×35ヵ所 3,500 千円

　「生活支援ボランティア活動ポイント（行政ポイント）」 125 千円

④一般介護予防事業評価委事業 24 千円

・地域包括支援センター業務検討会や地域包括ケア会議、企画会議、認知症作業部会等で

　地域包括支援センターだけでなく日南病院、日南福祉会、日南町社会福祉協議会と一緒に

　介護予防事業の評価を行う。

・需用費12千円、使用料及び賃借料12千円 24 千円

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 24 千円

・地域包括支援センター理学療法士や日南病院リハビリテーション職員、日南福祉会リハ

ビリテーション職員が自立支援検討会、地域包括ケア会議企画会議、認知症作業部会、

出前講座隊として会議の参画や地域へ出向く。

・需用費12千円、使用料及び賃借料12千円 24 千円

　　○ 財源内訳　　

その他

その他

支払基金 その他

県 その他

その他

その他

計 24,013千円

地域支援事業交付金 2,865千円

町
負担金 4,372千円

１号被保険者保険料 2,842千円

国
地域支援事業交付金 6,852千円

保険者機能強化推進交付金等 896千円

地域支援事業交付金 6,186千円
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05　款　地域支援事業費 福祉保健課

03　項　包括的支援事業・任意事業　 （単位：千円）

01　目　総合相談事業費

02　目　権利擁護事業費

03　目　包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費

04　目　任意事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

30 30 0 20 0 3 7

40 90 △ 50 25 0 5 10

9,502 9,437 65 5,432 0 1,093 2,977

1,140 1,240 △ 100 702 0 142 296

629 629 0 387 0 78 164

96 96 0 59 0 12 25

11,437 11,522 △ 85 6,625 0 1,333 3,479

　　○ 事業説明

＜1．総合相談事業＞ 30 千円

・高齢者の心身の状況など必要な情報を把握して相談に応じ、保健・医療・福祉

　サービスなど適切な支援につなげる。また、関係者間のネットワーク構築に努める。

・需用費12千円、役務費6千円、使用料及び賃借料12千円 30 千円

＜２．権利擁護事業＞ 40 千円

・高齢者が地域で尊厳のある生活を安心して送れるよう、専門的・継続的視点から、

　権利擁護のため必要な支援を行う。

　　・高齢者虐待への対応。老人福祉施設等への措置支援。

　　・困難事例への対応

　　・消費者被害の防止

・需用費16千円、役務費12千円、使用料及び賃借料　12千円　　 40 千円

＜３．包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費＞ 9,502 千円

・高齢者が住み慣れた地域で暮らし続ける事ができるよう、多職種の連携・協働体制を

　充実し、介護支援専門員への支援を行う。

　　・医療機関を含めた関係機関との連携体制の充実。

　　・介護支援専門員（ケアマネジャー）や介護サービス（ヘルパー、デイサービス等）職員の

　　　自立支援の視点を養う、研鑽する機会として「自立支援検討会」を月２回実施する。

　　・介護支援専門員のネットワーク構築として、年１～２回、町内居宅介護支援事業所連絡

　　　会を開催する。

　　・介護支援専門員に対して支援困難事例等への指導・助言等を実施する。

※必置専門職：主任介護支援専門員、社会福祉士、保健師の３職種

・人件費（職員給料等） 9,378 千円

・需用費 42 千円

・役務費 18 千円

・使用料及び賃借料 24 千円

・負担金（主任介護支援専門員資格取得研修受講料） 40 千円

合計

1446　総合相談事業

1447　権利擁護事業

1448　包括的・継続的ケア
　　　　  マネジメント支援事業

1452　家族介護支援事業

1453　成年後見制度
　　　　利用支援事業

1551　認知症サポーター
　　　　等養成事業

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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＜４．任意事業＞ 1,140 千円

　　　①　家族介護支援事業（名称変更） 390 千円

･委託料

   ・家族介護教室の開催    　　・・・・日南福祉会に事業委託　 240 千円

     　適切な介護知識・技術の習得等の教室を開催し、家族介護支援を行う。

   ・家族介護者交流事業    　　・・・・日南福祉会に事業委託 150 千円

　    　家族の身体的・精神的等の負担軽減を目的として介護者の交流を行い、

　　　　在宅介護を支援する。

・扶助費 750 千円

   ・家族介護用品の支給 　 750 千円

　    対象者：住民税非課税世帯で要介護認定4又は5の者

　　　　　　　　　及び介護者も住民税非課税世帯の者

　　②　成年後見制度利用支援事業 629 千円

　・成年後見制度利用が必要な高齢者について町長申立てに係る経費を計上。

・報酬　　成年後見人等報酬助成 480 千円

・需用費 10 千円

・役務費 133 千円

・使用料及び賃借料 6 千円

③ 　認知症サポーター等養成事業 96 千円

・需用費 72 千円

・役務費 12 千円

・使用料及び賃借料 12 千円

　　○ 財源内訳　　

その他

その他

県 その他

その他

その他

計 11,437千円

地域支援事業交付金 2,068千円

町
負担金 3,479千円

１号被保険者保険料 1,333千円

国
地域支援事業交付金 4,136千円

保険者機能強化推進交付金等 421千円
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05　款　地域支援事業費 福祉保健課

04　項　包括的支援事業（社会保障充実分）　 （単位：千円）

01　目　在宅医療・介護連携推進事業

02　目　生活支援体制整備事業費

03　目　認知症初期集中支援推進事業費

04　目　地域ケア会議推進事業費

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,187 3,051 △ 1,864 731 0 147 309

1,718 1,886 △ 168 1,060 0 213 445

146 146 0 90 0 19 37

8,025 4,463 3,562 4,950 0 996 2,079

276 445 △ 169 169 0 34 73

11,352 9,991 1,361 7,000 0 1,409 2,943

　　○ 事業説明

＜1．在宅医療・介護連携推進事業＞ 1,187 千円

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供

するために、医療機関と介護事業所等の関係機関と連携を推進する。

・人件費（医療・介護連携コーディネーター） 1,153 千円

・需用費 10 千円

・役務費 12 千円

・使用料及び賃借料 12 千円

＜2．生活支援体制整備事業＞ 1,718 千円

・医療・介護のみならず、ＮＰＯ法人、民間企業、協同組合、ボランティア、社会福祉協議会、

地縁組織、シルバー人材センター、老人クラブ、商工会、民生委員等の生活支援を担う事業

主体と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加

の推進を一体的に図っていく。

・旅費　　（いきがい・助け合いサミットin東京） 64 千円

・生活支援コーディネーターを町社会福祉協議会に配置　 1,632 千円

・需用費 10 千円

・役務費 6 千円

・使用料及び賃借料 6 千円

　

＜3．認知症初期集中支援推進事業＞ 146 千円

・認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし

続けられるために、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を

配置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築する。

・旅費　　（認知症初期集中支援チーム員研修　大阪） 30 千円

・需用費 34 千円

・役務費 18 千円

・使用料及び賃借料 24 千円

・負担金（認知症初期集中支援チーム員研修参加負担金） 40 千円

1552　在宅医療・介護
　　　　連携推進事業

1553　生活支援体制整備事業費

1554　認知症初期集中
　　　　支援推進事業費

1555　認知症地域支援・
　　　　ケア向上事業

1556　地域ケア会議推進事業

合計

科　目　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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＜４．認知症地域支援・ケア向上事業＞ 8,025 千円

　 ・医療や介護の支援機関及び地域の支援組織の間の連携を図るための支援や認知症の

人やその家族を支援する相談業務を行う認知症地域支援推進員を配置し、医療・介護等

の連携強化等による地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図る。

・人件費（認知症地域支援推進員） 7,049 千円

・報償費 306 千円

　（認知症カフェ、個別相談会、講師・医師謝金、　

　　認知症の人を介護する家族の交流会、認知症啓発イラスト作成）

・需用費（認知症啓発グッズ、パンフレット購入、消耗品費、 272 千円

　　認知症啓発冊子印刷製本

・役務費 18 千円

・委託料（啓発映画「ぼくのおばあちゃん」上映　アシスト日南委託） 165 千円

・使用料及び賃借料（啓発映画DVDの賃借料165千円、コピー機12千円） 177 千円

・負担金（認知症地域支援推進員研修負担金） 38 千円

＜５．地域ケア会議推進事業＞ 276 千円

・介護支援専門員（ケアマネジャー）、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、

民生委員その他の関係者、関係機関及び関係団体により構成される地域ケア会議の設置

に努める。

・個別ケースを検討する地域ケア会議（地域ケア個別会議）として、「在宅支援会議」

　「自立支援検討会」を実施する。

・地域課題の解決を検討する地域ケア会議（地域ケア推進会議）として、「地域包括ケア会議」

　「地域包括ケア会議企画会議」を実施する。

・報償費　　（東京講師謝金124千円、米子講師謝金26千円） 150 千円

・需用費 60 千円

・役務費 30 千円

・使用料及び賃借料 36 千円

　　○ 財源内訳　　

その他

その他

県 その他

その他

その他

06　款　公　債　費　　

01　項　公　債　費　　 福祉保健課

02　目　利　　子　　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

50 50 0 0 0 0 50

　　○ 事業説明

１．公債費償還事務

・保険給付等の歳計現金不足による一時借入に係る利子償還を行う。

償還金利子及び割引料 50 千円

　　○ 財　　　源

・一般会計繰入金 50 千円

1333　公債費償還事務

計 11,352千円

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

地域支援事業交付金 2,185千円

町
負担金 2,943千円

１号被保険者保険料 1,409千円

国
地域支援事業交付金 4,370千円

保険者機能強化推進交付金等 445千円
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08　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

02　目　第１号被保険者保険料還付金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

300 300 0 0 0 300 0

　　○ 事業説明
１．保険料還付事務

・過年度賦課に係る介護保険料で過誤納となった介護保険料の還付を行う。

償還金利子及び割引料 300 千円

　　○ 財　　　源

・繰越金 300 千円

08　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 福祉保健課

03　目　償還金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 16,000 4,000 0 0 20,000 0

　　○ 事業説明

・国庫支出金返還金 10,000 千円

・県支出金返還金 5,000 千円

・支払基金交付金返還金 5,000 千円

　　○ 財　　　源

・繰越金 20,000 千円

09　款　基金積立金

01　項　介護給付費準備基金積立金 福祉保健課

01　目　介護給付費準備基金積立金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

262 165 97 0 0 262 0

　　○ 事業説明
・介護給付費準備基金から発生した預金利息を積立てる。
基金積立金 262 千円

　　○ 財　　　源

・財産収入（介護給付費準備基金利子収入） 262 千円

1459　介護給付費準備
　　　　基金積立金

1364　国県支出金
　　　　過年度分返還事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1334　保険料還付事務

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02  款  サービス事業費

01  項  居宅介護事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護事業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,128 2,739 4,389 0 4,900 616 1,612

○ 事業説明

・指定管理施設である特別養護老人ホームあかねの郷等の修繕工事を実施し、介護サービス

　提供に支障をきたさないよう整備する。　

○ 執行経費

需用費

・建物設備等修繕料 1,000 千円

役務費 618 千円

・郵券料 2 千円

・火災保険料（あさひの郷、あかねの郷） 616 千円

委託料

・あかねの郷防火設備定期検査業務委託料 121 千円

工事請負費

・あかねの郷自家発電設備改修工事 4,950 千円

備品購入費

・あかねの郷徘徊検知システム更新 439 千円

○ 財　　　源

・日南福祉会負担金（火災保険料分） 616 千円

・地方債（介護サービス事業債、過疎対策事業債） 4,900 千円

・一般会計繰入金 1,612 千円

1407　居宅介護事業

令和４年度介護サービス事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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02  款  サービス事業費

02  項  居宅介護支援事業費 福祉保健課

01  目  居宅介護支援事業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

8,866 8,868 △ 2 0 0 3,906 4,960

　　○ 事業説明

・指定居宅介護予防支援事業所（地域包括支援センター）において支援する介護予防サービス計画の

　立案と事後評価に係る費用を計上

　　・介護予防支援対象者：要支援１及び要支援２と認定された被保険者の一部

　　・介護予防サービス・支援計画の一部を指定居宅介護支援事業所に委託

（委託先：日南福祉会、日南病院、町外の事業所）

　　○ 執行経費

・職員人件費（一般職１名） 4,501 千円

・介護予防サービス・支援計画作成業務委託料 4,122 千円

　（介護予防支援のｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務委託料）

・介護予防サービス・支援計画作成事務費

　需用費 172 千円

　役務費 59 千円

　使用料及び賃借料 12 千円

　　○ 財　　　源

・介護予防サービス計画費収入（介護報酬）等 3,906 千円

・一般会計繰入金 4,960 千円

03  款  公　債　費

01  項  公　債　費 福祉保健課

01  目  公　債　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

42,328 43,066 △ 738 0 0 28,039 14,289

　　○ 事業説明

・あかねの郷建設及び改修のため借入した過疎債、介護サービス事業債の元利償還金

・あかねの郷備品購入（介護ベッド、特浴等）のため借入した過疎債、介護サービス債の元利償還金

　　○ 執行経費

償還金利子及び割引料　（元金） 42,015 千円

・過疎債元金償還金

償還金利子及び割引料　（利子） 313 千円

・過疎債利子償還金

　　○ 財　　　源

・諸収入（指定管理者日南福祉会負担金） 28,039 千円

・一般会計繰入金 14,289 千円

1337　公債費償還事務費

1336　居宅介護支援事業

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　総　務　費

01　項　総務管理費 住　民　課

01　目　一般管理費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明
・後期高齢者医療被保険者への被保険者証や各種通知の送付に係る郵券代

・広域連合との住民異動情報、保険料収納情報等の連携に用いる後期高齢者医療システムの保守委託料

・後期高齢者の健康診査実施に係る委託料

・後期高齢者の健康増進事業に係る助成

・重複・頻回受診者訪問指導事業に係る費用

○ 執行経費
・報償費 　重複・頻回受診者訪問指導事業の相談員賃金 73 千円

・需用費 　重複・頻回受診者訪問指導事業に係る消耗品等 51 千円

・役務費　　　　　　 　被保険者証、各種届出書類の広域連合への進達に係る郵券料 1,315 千円

・委託料　　 　後期高齢者医療システムに係る保守等委託料 655 千円

　 　　　　　　　 　後期高齢者の健診委託料及び費用決済手数料（250人分） 1,800 千円

　独自追加項目（血清アルブミン付加検査） 55 千円

　医療費通知事務分（国保連合会） 1 千円

　重複・頻回受診者訪問指導事業に係るコピー機使用料 4 千円

○ 財　　　源
・事業受託収入（広域連合より受入分） 1,675 千円

・重複・頻回受診者訪問指導事業受託収入 98 千円

・制度改正に伴う被保険者証発送受託収入 693 千円

・一般会計繰入金 1,488 千円

01　款　総　務　費

02　項　徴　収　費 住　民　課

01　目　徴　収　費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・後期高齢者医療被保険者への保険料に係る各種通知、納付書の発送に係る郵券料

○ 執行経費

・役務費　　　　　 　保険料の徴収及び還付に係る郵券料　 197 千円

○ 財　　　源

・督促手数料 6 千円

・一般会計繰入金 191 千円

0

6 1911483  徴収費 197 197 0 0 0

令和４年度後期高齢者医療特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

2,466 1,488

・使用料及び賃借料

1482  一般管理費 3,954 3,267 687 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度後期高齢者医療特別会計当初予算説明資料

02　款　後期高齢者医療広域連合納付金

01　項　後期高齢者医療広域連合納付金 住　民　課

01　目　後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・徴収した保険料（普通徴収、特別徴収、滞納繰越分）を広域連合へ毎月納付する。

・後期高齢者医療制度の安定的な運用を図るため、保険基盤安定負担金を広域連合に支出する。

・鳥取県後期高齢者医療広域連合の運営に係る経費の負担金を支出する。

○ 執行経費

・負担金補助及び交付金 納付保険料（現年度分、特徴及び普徴） 64,879 千円

納付保険料（滞納繰越分、普徴） 50 千円

基盤安定負担金 29,894 千円

広域連合共通経費負担金(一般会計、特別会計分） 5,721 千円

○ 財　　　源

・後期高齢者医療保険料（特別徴収、普通徴収、滞納繰越分) 64,928 千円

・一般会計繰入金 35,616 千円

03　款　諸支出金

01　項　償還金及び還付加算金 住　民　課

01　目　保険料還付金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

・保険料の過誤納による過年度分保険料の還付金

○ 執行経費

・償還金利子及び割引料 過年度分保険料還付金(歳出還付） 100 千円

○ 財　　　源

・広域連合還付金（10/10) 100 千円

100 01486  保険料還付金 100 100 0 0 0

64,928 35,616

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

1485  後期高齢者医療
         広域連合納付金

100,544 89,806 10,738 0 0

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　発電事業費

01　項　発電事業費 住　民　課

01　目　発電事業費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費（消耗品等） 150 千円

電気料 456 千円

発電所電気料 312 千円

石見地域街灯電気料 144 千円

建物設備等修繕料 3,000 千円

役務費 144 千円

発電機オイル交換代 75 千円

郵券・通信料 36 千円

損害保険料 33 千円

施設管理委託料 2,516 千円

自家用電気工作物管理委託料 534 千円

導水路等管理委託料 1,982 千円

財務書類作成支援業務委託料 286 千円

使用料及び賃借料 222 千円

鳥取県流水占用料 222 千円

負担金（諸会費） 170 千円

中国小水力発電協会　会費 100 千円

鳥取県小水力発電協会　会費 42 千円

鳥取県地域振興対策協議会（小水力発電振興部会）　会費 18 千円

ダム所在地市町村全国協議会　会費 10 千円

起債償還金（元金） 1,396 千円

起債償還金（利息） 115 千円

基金積立金 3,045 千円

基金積立金利息 15 千円

予備費 500 千円

〇 財　　　源

発電所売電料 12,000 千円

基金利子収入 15 千円

12,015 0

・新石見小水力発電所の安心・安全な運用と適正な管理に努める。

1536 再生可能エネル
       ギー発電事業

12,015 12,006 9 0 0

令和4年度再生可能エネルギー発電事業特別会計当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出　

01　項　建設改良費　 建　設　課

01　目　水道改良事業費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,000 16,500 △ 10,500 0 0 0 6,000

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　水道施設設備の更新にかかる費用。

　（２）事業の概要

　○執行経費

　　・施設設備費 6,000 千円

01　款　資本的支出　

02　項　固定資産購入費　 建　設　課

02　目　無形固定資産購入費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,983 0 4,983 1,661 0 0 3,322

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　・簡易水道事業の施設台帳のデジタル化を図り、管路等をはじめとする施設の安定的な管理を図る。

　（２）事業の概要

　○執行経費

　　・その他無形固定資産 4,983 千円

　○財源

　　・国県補助金（水道事業運営基盤強化推進等事業補助金） 補助率1/3 1,661 千円

簡易水道事業
（無形固定資産購入費）

  　　・水道施設管理システム（電子台帳）の新規導入。

簡易水道事業
（水道改良事業費）

　　　取替等の必要な施設設備について機器の更新を行う。

  　　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

令和４年度日南町簡易水道事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出　

02　項　企業債償還金　 建　設　課

01　目　企業債償還金　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

84,066 71,550 12,516 0 0 84,066 0

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　簡易水道事業にかかる企業債元金について、計画に基づき償還を行う。

　　

　（２）事業の概要

　○執行経費

  　・償還金（元金） 84,066 千円

簡易水道事業
（企業債償還金）

　　　企業債元金償還額　53件　  84,066千円

令和４年度日南町簡易水道事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出　

01　項　建設改良費　 建　設　課

01　目　管路建設改良費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 2,500 △ 500 0 0 1,000 1,000

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　農業集落排水施設の支障移転等の要望に対応できるよう予算化を行う。

　（２）事業の概要

　○執行経費

　　・委託料　　 1,000 千円

 　 ・施設設備費 1,000 千円

　○財源

　　・工事負担金（補償費） 1,000 千円

01　款　資本的支出　

01　項　建設改良費　 建　設　課

02　目　処理場建設改良費　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

16,100 14,820 1,280 1,840 10,800 1,664 1,796

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　生活排水の適正処理による生活環境の改善を図るため、合併処理浄化槽の整備を行う。

　　　また、老朽化が進む農業集落排水処理場の機器更新等を行う。

　（２）事業の概要

　○執行経費

　　・工事請負費（合併処理浄化槽）　 8,700 千円

 　 ・　　〃　　（農業集落排水処理場） 7,400 千円

　○財源

　　【特定地域生活排水処理事業】

　　　・企業債（特定地域生活排水処理事業債、過疎対策事業債） 5,400 千円

　　　・国県補助金（循環型社会形成推進交付金） 1,840 千円

　　　・負担金等（受益者負担金） 1,234 千円

　　　・他会計補助金（一般会計繰入金） 430 千円

　　【農業集落排水事業】

　　　・企業債（下水道事業債、過疎対策事業債） 5,400 千円

下水道事業
（処理場建設改良費）

　　　・合併処理浄化槽設置　５基

  　　・農業集落排水処理場　生山・霞浄化センター屋根修繕、処理場機器更新　

下水道事業
（管路建設改良費）

　　　支障移転の初動対応にかかる設計委託料及び工事請負費の計上。
  　　

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

令和４年度日南町下水道事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出　

02　項　企業債償還金　 建　設　課

01　目　企業債償還金　 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

71,623 72,209 △ 586 0 0 71,623 0

　○事業説明

　（１）事業の目的、目標

　　　農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業にかかる企業債元金について、計画に基づき

　　　償還を行う。
　　
　（２）事業の概要

（事業内訳）

・特定地域生活排水処理事業分　　32件　10,445千円

　○執行経費

  　・償還金（元金） 71,623 千円

下水道事業
（企業債償還金）

　　　企業債元金償還額　69件　  71,623千円

・農業集落排水事業分　　　　　　37件　61,178千円

令和４年度日南町下水道事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日南病院

01　目　病院施設改良費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,859 5,670 10,189 1,980 10,800 0 3,079

○ 事業説明及び執行経費

〇執行経費 15,859 千円

工事請負費 15,496 千円

①日南病院療養病棟衝撃吸収床張替工事 1,980 千円

　　現在、療養病棟は全13室の内、5室が衝撃吸収床となっている。

　　入所者やショート利用者の高齢化と介護度が高い患者が増えており、転倒のリスクも高い。医療事故報告書

　　でも転倒やずり落ちなどの報告が増えている。すでに衝撃吸収床になっている病室では転倒しても骨折事故に

　　至っていないことから有用と考え、療養病棟の全病室を衝撃吸収床に張り替える。

②日南病院屋根防水改修工事（本館） 10,516 千円

　　屋上の防水シートが劣化しており、毎年雨漏り等が発生している。その中でも、完全にシートが剥がれている

　　個所もあるため、本館の一部屋根防水工事を実施する。

③緊急時枠分 3,000 千円

・委託料 363 千円

　日南病院屋根防水改修工事（本館）設計監理委託料 363 千円

○ 財　　　源

補助金

国保調整交付金（特別分・療養環境改善） 1,980 千円

企業債

病院事業債 5,400 千円

過疎対策事業債 5,400 千円

病院施設改良事業

令和４年度日南町病院事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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令和４年度日南町病院事業会計（資本的収支）当初予算説明資料

01　款　資本的支出

01　項　建設改良費 日南病院

02　目　有形固定資産購入費 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

49,518 20,673 28,845 8,065 30,500 0 10,953

○ 事業説明及び執行経費

〇執行経費 49,518 千円

・器械及び備品購入費 47,819 千円

　①採血静注練習キット 2セット 227 千円

　　新人看護職員のスキルアップのための用具。既存機器は購入から10年以上が経過し、使用が困難である。

　　新人看護職員が増加しているため複数人が常時練習できるように2セット購入する。

　②炭酸ガス送気装置 1式 396 千円

　　現在の内視鏡検査は、空気を入れて食道等を広げて観察しており、お腹の張りなど不快感を伴う場合がある。

　　炭酸ガスは腸管からの吸収が早く、呼吸時に排出され苦痛を緩和させることができるため、安全で効率の良い

　　検査を行うことができるため購入する。

　③送水ポンプ装置 1式 260 千円

　　内視鏡検査時に、胃や腸の粘膜面を洗浄することにより観察視野を確保し、スムーズな診断及び治療をサポート

　　する機器である。効率的な診察のため購入する。

　④車椅子型アイソレータ 1台 830 千円

　　感染病患者を搬送する場合、従来の車椅子では院内外に空気感染で広がる恐れがある。そのため車椅子の

　　周りをカプセルで囲い、殺菌酵素付HEPAフィルタを使用し、病原菌やウィルスを外部に漏らさないままに移動

　　可能な機器として購入する。

　⑤介助浴槽 1式 7,986 千円

　　現行機は平成18年に購入したもので15年近く経過している。 　 

　　経年劣化により接続部分からの水漏れが確認された。配管損傷など高額修繕をきたす恐れがあり、また部品

　　供給も困難になると予測されるため更新する。

　⑥エアマットオスカー 1台 139 千円

　　療養病棟では今後医療病床を増やすにあたり、医療依存度の高い方が入る可能性が高い。自動体位変換が

　　できる機種のため、患者にとって安全で皮膚トラブルなく過ごせる効果が見込まれるため購入する。

　⑦エアマットビックセル 1台 167 千円

　　療養病棟では今後医療病床を増やすにあたり、医療依存度の高い方が入る可能性が高い。体圧分散機能に

　　加え、背上げ機能があり、温度湿度調整機能も備えているため患者にとって安全で皮膚トラブルなく過ごせる

　　効果が見込まれるため購入する。

　⑧全自動総合血液学分析装置 1式 8,580 千円

　　現行機種は、平成22年購入の機器で購入後10年以上が経過している。経年劣化により年々トラブルが多発し

　　ている。日常診療の中でも生化学検査同様に稼働頻度が最も多い検査機器である。トラブルにより診療が滞る

　　恐れがあるため更新する。

比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

有形固定資産購入事業

事　　業　　名 本年度 前年度
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　⑨全自動化学発光免疫測定装置 1式 15,004 千円

　　現機種は、平成23年に購入後10年が経過し、年々トラブルが多発している。日常診療の中でも感染症免疫測

　　定など、緊急検査頻度が高く、また重要度が高い検査機器である。トラブルにより診療や検査（内視鏡など）

　　が滞るため更新する。

　⑩温冷配膳車 1式 2,588 千円

　　入院患者へ食事を運ぶ間、「温」「冷」それぞれの食事を適温で運搬できる配膳車である。

　　現行機は平成17年購入後15年以上経過している。一部部品供給がストップして在庫限りとなっている。封入

　　してある冷媒ガスは現存するものだが冷凍機ユニットの供給が不可のため、温調不具合の故障時には修理が

　　不可能となる可能性が高いため更新する。

　⑪食器洗浄機 1式 1,303 千円

　　現行機は平成17年購入後15年以上経過している。一部部品供給がストップして在庫限りとなっている。修理が

　　不可となった場合、全ての食器類を手洗いで行うことになり、業務に支障が生じるため更新が必要である。

　⑫ウェブ会議用映像ディスプレイ 1式 238 千円

　　昨今需要の増えているweb会議・研修に多人数で参加できるように、モニター・スタンド・カメラを一式を購入する。

　⑬往診用PC 1台 101 千円

　　往診時に、医師が電子カルテを参照できるよう、専用のノートパソコンを持って出かけている。現在往診用PCは

　　1台しかないが、内科と皮膚科とでそれぞれで必要な場合があるため１台購入する。

　⑭緊急時枠分 10,000 千円

・車両購入費 1,699 千円

　居宅介護支援用車両 1台 1,699 千円

　　現在、居宅介護に使用している車両は平成13年に購入した車両で20年経過している。そのため経年劣化して

　　おり、修理点検費用も大きくなってきているため、居宅介護支援用車両として購入する。

○ 財　　　源

　国保調整交付金（直営診療施設整備分） 2,750 千円

　国保調整交付金（保健事業分） 202 千円

　鳥取県地域医療介護総合確保基金補助金 5,113 千円

　（急性期医療充実設備整備事業） 5,000 千円

　（新人看護職員研修事業） 113 千円

企業債

病院事業債 15,300 千円

過疎対策事業債 15,200 千円
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01　款　資本的支出

02　項　企業債償還金 日南病院

01　目　企業債償還金 (単位:千円)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

76,832 57,119 19,713 0 0 0 76,832

　　○ 事業説明

企業債元金償還金内訳

※令和3年度末残高見込 649,824 千円

平成9年度増築 4,487 千円

平成11年度療養病棟増築 19,282 千円

平成17年増改築 11,142 千円

平成17～18年医師住宅 3,498 千円

医療機器等 38,423 千円

01　款　資本的支出

03　項　貸付金 日南病院

01　目　長期貸付金 （単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,600 5,600 0 0 0 0 5,600

○ 事業説明及び執行経費

長期貸付金

・看護師資格取得資金貸付 1名分 600 千円

・職員就職支度金（看護師） 5名分 5,000 千円

長期貸付金事業

企業債償還金事業

事　　業　　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳

事　業　名 本年度 前年度 比　　較
財　　　源　　　内　　　訳
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01

款 02

項 01

目 07

1027

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

下記内容の事業に活用してもらうために、自治会等からの報告世帯数に１世帯年間3,000円を乗じた額
を交付する。
（１）住民同士の交流を促進するための活動
（２）安全・安心な地域づくりを推進するための活動
（３）保健・福祉の増進及び青少年の健全育成を図るための活動
（４）環境の保全及び地域の美化に関する活動
（５）教育・文化の振興を図るための活動
（６）住民要望の把握及び自治会等の活動等を周知するための活動
（７）自治会等が所有し、又は借り上げている集会所等の維持・管理
（８）その他自治会等の運営に必要な活動

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

集いの機会を増やし人と人との新たなつながりと現在のつながりをより強固にしていく。また、この交付
金を活用してもらい現在自治会等で行われている活動を継続してもらう。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

まずは５年間は、現在の活動・事業の継続及び地域の集いのづくりを目的に交付金を交付していくが、
その時々の状況に応じて交付金の内容を見直すとともに、自治会等が自ら計画し実行していく事業につ
いて交付できるよう制度設計の見直しを行っていく。

0

目
的

自治会及び自治会に属する班等の活動の推進と安定的な運営を図るとともに、地域住民が集い地域で
活動できるように、また、地域と行政が一緒になり再生、活性化していくために交付金を新設する。

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

高齢化が進み、自治会費そのものが集められなくなってきている自治会が全体の半数以上を占めてき
ている。自治会・班等が自ら活動していくための活動資金も限られてきており、地域の集いの機会そのも
のが減少してきている。このことが、地域力の衰退を招きつつあり、現在の状況を維持していくことも困
難になりつつある。

事業費 令和4年度計上額 6,000 0 6,000 0

区分
(単位：千円) 内容 金額

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

細目事業 住民参画まちづくり事業 事業の種類 新規

事業名 地域活動支援交付金

Ⅳ ④安心して暮らし続けられるまちづくり
総務費

総務管理費 施
策
(22) まちづくり

企画費

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 企画課

歳
出
科
目

名 称

政
策
分
類

名 称

一般会計 政
策
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01

款 02

項 01

目 10

1343

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

新型コロナウイルス感染症の影響により、世界中でテレワーク、リモート教育等の"リモート・オンライン
化"が進むなか、「eスポーツ」が盛り上がりを見せている。eスポーツの競技人口は国内で約390万人で、
観戦者人口は約160万人に上る。eスポーツはオンラインを活用したイベント開催や非対面型の交流等、
コロナ禍においても積極的に行うことのできる取組である。

【事業内容】
・オンラインでのイベント開催
・イベント内で町のPR（PVの配信や、上位入賞者へ町特産品プレゼントなど）
・自治体主催の先進的な取り組みとして

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

全国から参加を募り、イベント参加人数（視聴者含む）5,000人を目標とする。
イベントを通じて新たな日南町のファンを獲得する。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

イベントの参加人数や意見、経済効果を分析し、今後の地域活性化の手段としての検討を進める。

1,100

目
的

非接触かつ安全な大規模イベントとして、オンラインでのeスポーツイベントを開催し、町のPRを行う。イ
ベントを通じ、新たな日南町のファン獲得を目的とする。

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

新型コロナウイルスの感染状況の今後の見通しは未だ不透明で、現地集客型のイベント参加に消極的
となっている方も多い。一方で、完全オンライン開催が可能なeスポーツは、現状計画できるイベントとし
ては最適である。

事業費 令和４年度計上額 1,100 0 0 0

区分
(単位：千円) 内容 金額

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

細目事業 タウンズネット管理運営事務 事業の種類 新規

事業名 eスポーツイベントの実施

Ⅳ ④安心して暮らし続けられるまちづくり
総務費

総務管理費 施
策
(22) まちづくり

諸費

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 企画課

歳
出
科
目

名 称

政
策
分
類

名 称

一般会計 政
策
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01

款 03

項 01

目 01

1273

特
記
事
項

※財源については、特別交付税措置を見込む。（地域おこし協力隊制度）

解
決
策

（
事
業
内
容

）

　日南町社会福祉協議会の主要事業の一つである子育て支援事業の充実に加え、介護等地域の抱え
る課題解決に取り組む体制を体制強化により取り組む。地域おこし協力隊員の受け入れにより特に次
の事業を広域的かつ強化的に取り組む。
①相談増加が確実である成年後見、権利擁護等相談支援体制の強化。職員体制の充実により、住民を
中心とするサポート支援の構築に取り組む。具体的には、市民後見人養成講座修了者の個別支援や制
度周知による受託体制を整備する。
②生活支援ボランティアや地域の支援組織等と連携して、無償、有償を含めたボランティアのコーディ
ネートに取り組む。住民の困りごと（ニーズ）を支援者とつなぐしくみを構築し、相互扶助の促進により、1
人で負担を抱える稼働年齢層の支援にもつなげる。地域の基礎ができることで、町と進めている災害時
のボランティア調整等体制の整備の促進にもつながる。

　・社会福祉協議会体制強化（地域おこし協力隊1名派遣）報償費　活動費　4,800,000円　（特別交付税
措置）

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

　①後見人等受任者の増により高齢者、障がい者等も安心して地域生活が継続できる。
　②住民のちょっとした困りごとの解決や、隙間時間等活用による気軽な相互扶助の構築により、日南
町で誰もが希望する生活の継続を支える。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

　多機能型の福祉拠点を社会福祉協議会がマンパワーの増強によりアウトリーチ的に取り組んでいく。
　住民が気軽に相談、サポートに寄れる社会福祉協議会体制ができることで、今支援が必要な方だけで
なく隙間時間にサポートができる人も関わりをもてることで、困難が生じた時でも気軽に相談ができ、1人
で抱えこむことなく希望する生活をこの町で持続可能となる。

4,800

目
的

平成元年に法人化した日南町の地域福祉の中核的組織である日南町社会福祉協議会の体制強化を
行い、地域生活課題の解決に住民と共に取り組み、ともに生きる豊かな地域社会づくりを推進する。

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

　日南町の社会福祉協議会は、①権利擁護事業の推進②住民支えあい事業支援③子育て支援の充実
④シルバー人材センター事業の充実を重点事項に掲げ取り組んでいるが、職員不足等体制の脆弱化
から地域福祉の推進が停滞傾向にある。
　専門性や民間のフットワークを強みに、幅広い関係機関との公私協働により住民のニーズを把握し課
題解決に取り組む体制作りが急務である。

事業費 令和４年度計上額 4,800 0 0 0

区分
(単位：千円) 内容 金額

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

細目事業 各種団体補助金及び負担金管理事務（福祉保健課） 事業の種類 新規

事業名 町社会福祉協議会組織体制強化（地域おこし協力隊派遣）

Ⅳ ④安心して暮らし続けられるまちづくり
民生費

社会福祉費 施
策
(18) 地域福祉

社会福祉総務費

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 福祉保健課

歳
出
科
目

名称

政
策
分
類

名 称

一般会計 政
策
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01

款 06

項 01

目 03

1514

施
策
(1)

歳
出
科
目

農林水産業費

農業費

農業振興費

政
策

Ⅰ ①しごとをつくり、安心して働けるまちづくり

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 農林課

名 称

政
策
分
類

農業の振興

一般会計

名 称

0 0

細目事業 経営所得安定対策事業 事業の種類 新規

財源内訳

国県支出金 地方債 その他

事業名 米づくり応援特別補助事業

区分
(単位：千円) 金額

一般財源
内容

特
記
事
項

財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（※一般財源扱い）

解
決
策

（
事
業
内
容

）

・令和４年の水稲作付に対する経営資金を支援する。
・10aあたり4,000円を令和４年水稲作付農家に対し補助する。
（補助対象面積：令和４年の水稲作付面積から自家消費分(一律10a）を除いた面積）

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

本町農家の大多数を占める水稲作付農家の経営安定を支援し、営農意欲継続を図る。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

耕地面積の過半を占める水稲栽培が継続されることで、農地保全と集落環境の維持が図られる。

目
的

コロナ禍により経営の悪化した水稲農家の営農資金を支援することにより、営農意欲の継続・向上を図
り、もって農地保全や集落環境の維持を図る。

　人口減少や高齢化、食の欧米化、さらには新型コロナウイルス感染症の影響等による外食産業での
消費減退も加わり、米の在庫量が増加し、米価が昨年に比べ大幅に下がっており、水稲を中心とする販
売農家の経営が悪化している。

0令和４年度計上額 27,000 27,000

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

事業費
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計 01

款 06

項 01

目 03

1532

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 農林課

歳
出
科
目

名 称

政
策
分
類

名 称

一般会計 政
策

Ⅰ ①しごとをつくり、安心して働けるまちづくり
農林水産業費

農業費 施
策
(1) 農業の振興

農業振興費

細目事業 旨い野菜の里づくり事業 事業の種類 新規

事業名 トマト選果場改修事業

40,900 0

区分
(単位：千円) 内容 金額

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

82

目
的

老朽化したトマト選果機を更新し、町の基幹品目としてのトマトの安定的な生産を行うことにより、農家所
得の向上を図る。

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

　平成２３年度に今のトマト選果場の選果機を更新して１０年が経過し、機械設備の老朽化とセンサー部の部
品製造が終了するなど、継続・安定的な選果ができなくなる可能性が出てきているため、選果機の更新を行
う。
　品種を桃太郎からりんか４０９に変更したことと生産部の若返り、大型法人の増棟など、生産量が増えてお
り、既存の選果機の能力アップ、作業効率の改善が求められており、生産部からも強い要望が出ている。
　また選果場で働く職員の労働環境(トイレや休憩室）が十分に整備されていない。

事業費 令和４年度計上額 60,982 20,000

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

・既存のトマト選果機の更新を行う。
・トマト選果作業の安定的な継続を図る。
・トマト選果作業の省力化を図る。
・安定生産体制を維持し、新規就農者にトマト産地としてアピールする。
・既存の生産者の規模拡大意欲を増進する。
・選果場内に新たなトイレや休憩室を整備する。

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

新規就農者にも安定したトマト産地であることをアピールしつつ、既存の農家も安心して生産できる体制
を整備し、トマト生産者の増加と栽培面積の拡大を図る。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

トマト選果作業を安定的に実施できる体制を整備し、もってトマト産地の維持・拡大を図る。
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区分 ｺｰﾄﾞ 区分 ｺｰﾄﾞ

会計

款

項

目

特
記
事
項

解
決
策

（
事
業
内
容

）

・自治体病院のことに詳しい講師を呼び、自治体病院の置かれている現状、国の制度など住民に知って
もらう。
・日南町の総合戦略の中にもある総合診療医について、日南病院の取り組みと今後の展開を説明す
る。
・病院の将来について語り、日南町の医療を継続させるため住民と一緒に地域医療づくりの雰囲気を作
る。
・地域包括ケアシステムに係る関係者にパネリストとして発表してもらい、パネルディスカッションを通し
て日南町の現状と課題を知ってもらう。

事
業
実
施
に

よ
る
効
果

・日南病院の取り組みを理解してもらうことで、住民の病院受診増加への期待。
・病院の取り組みの協力を得やすくなる。
・住民主体活動のさらなる推進を促す。

将
来
の
見
通
し

（
目
標

）

　人口減少と高齢化が年々進む中において、病院機能規模を縮小しなければいけないもの、継続して行
くべきものを区別する必要があることを病院職員を含め、住民にも理解していただくことで、一緒に住民
の健康面、終活を支えていくことが必要。

850

目
的

　町民に日南病院の現状と今後の方向性について報告し、一緒に地域包括ケアシステムのあり方を考
える機会を持つ。

事
業
の
必
要
性

現
状
・
課
題
・

　人口減少に加え高齢化、認知症患者増加、さらに医師確保および職員確保の困難もあり、今までの病
院機能体制を維持することが難しくなってきた。また、社会変化に伴い地域の介護力も弱くなり、退院復
帰も難しくなってきた。住み慣れた地域で最期まで過ごすために、日南病院の現状を正しく理解していた
だく事、さらに今後の地域医療を一緒に考えていくためにシンポジウムでの発信が必要。

事業費 令和４年度計上額 850 0 0 0

区分
(単位：千円) 内容 金額

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

細目事業 日南病院開院60周年記念シンポジウム 事業の種類 新規

事業名 日南病院開院60周年記念シンポジウム　「日南町の地域医療を考える」

Ⅳ ④安心して暮らし続けられるまちづくり
病院事業費用

医療費用 施
策
(17) 地域医療

研究研修費

　[令和４年度当初予算　新規事業等説明資料]

所属 病院

歳
出
科
目

名 称

政
策
分
類

名 称

日南町病院事業会計 政
策
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令和４年度日南町キャッシュレス行政ポイント事業一覧

【一般会計】

所管課 番号 事業名 内容 人数、単位 ポイント 予算額

1521 人権施策推進事業 同和教育研究集会参加者 200 30 6,000
町水防訓練参加者 200 100 20,000
防災士の取得 7 300 2,100

企画課 1005 広報公聴事業 取材協力者 30 100 3,000
建設課 1116 土木一般管理事務 災害時協力井戸への登録 5 1,000 5,000

サマースクール参加者 60 30 1,800
ＣＳサポーターボランティア登録者 25 100 2,500
アフタースクールボランティア登録者 60 100 6,000
ＣＳ講演会参加者 100 30 3,000
にちなん町民大学参加者 360 30 10,800
やさしい国語参加者 180 30 5,400
オンライン文化教室登録者 60 30 1,800
婚活セミナー参加者 40 30 1,200
にちなんっ子クラブ参加者（春・夏・冬） 500 30 15,000
にちなんっ子クラブ見守隊ボランティア登録者 40 100 4,000

1262 図書館管理運営事務 読み聞かせボランティア登録者 20 100 2,000
1263 美術館管理運営事務 教育普及事業ボランティア登録者 30 100 3,000
1472 にちなんブランド化促進事業 出荷者協議会新規登録者 20 300 6,000
1516 鳥獣被害対策事業 狩猟免許新規取得者 5 100 500
1532 旨い野菜の里づくり事業 野菜作り講習会参加者 30 30 900
1270 民生一般管理事務（福保） 生活支援ボランティア（65歳未満） 20 5,000 100,000
1304 健康増進事業 住民健診受診者（1人につき1回） 1,000 300 300,000

※企画課所管「1011企画一般事業」で一括予算化を行う。
※一般会計分については、財源「過疎債ソフト】を充当する。

500,000

【特別会計】

所管課 番号 事業名 内容 人数、単位 ポイント 予算額

住民課 1480 特定健康診査等事務（国保） 特定健診受診者（1人につき1回） 760 300 228,000
福祉保健課 1547 地域介護予防活動支援事業（介護） 生活支援ボランティア（1人につき上限5,000ｐ） 25 5,000 125,000

853,000

福祉保健課

小計

（単位：千円）

合計

青少年健全育成事業

農林課

教育委員会

1500 生き抜く力育成事業

1242 生涯教育総合推進事業

1249

（単位：円）

総務課
1044 防災対策事業


